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要  旨 

 

我が国では人口減少が進んでおり，建設業においても就業者数が1990年代後半をピークに減少し

ている．しかし，バブル経済崩壊後の建設投資の減少は就業者数の減少を上回り，ほぼ一貫して労働

力過剰となったため，省力化につながる生産性向上が見送られてきた．一品受注生産，現地屋外生産，

労働集約型生産等の業界特有の生産形態が製造業等で進められてきたライン生産による効率化や自

動化といった生産性向上策を取り入れづらくさせていた．また，建設業においては，他産業に比べ技

能労働者の高齢化が著しく，担い手不足が喫緊の課題となっている．そこで国土交通省は，2015年に

労働人口が減少する中で経済成長するために，あらゆる建設生産プロセスにおいて生産性を向上させ

る「i-Construction」の取り組みを開始した．港湾分野においても浚渫工において3次元データ等を

使用することで生産性向上を目指す「ICT浚渫工」を2017年度より開始している．しかし港湾分野に

おけるICTの活用は試行や実証事例が少なく，他工種へ展開するための知見が限られている． 
本検討では，港湾工事の特性や現場ニーズを把握し，現状で考えられるICTの活用時の効果と課題

を抽出し，比較検討の上で導入効果が期待される工種を提案した．また，本格導入に際して必要な基

準やマニュアルを整備するために考慮しておくべき事項をとりまとめた． 
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Synopsis 

 

The population is decreasing in our country, and in the construction industry too, the number of workers 

has declined from its peak in the late 1990s.The decline in construction investment after the collapse of 

the bubble economy exceeded the decrease in the number of workers resulting in the labor force being 

excessive, so measures to improve productivity such as labor saving have been postponed. The specific 

production form in the construction industry made it difficult to promote measures for improving 

productivity such as improvement and automation by line production which has been promoted in the 

manufacturing industry etc. Moreover, in the construction industry, the aging of skilled workers is 

remarkable as compared with other industries, and the labor shortage is an urgent issue. So, the Ministry 

of Land, Infrastructure, Transport and Tourism started "i-Construction" to improve productivity in all 

construction processes to grow economically while the number of workers decreases in 2015. In harbor 

construction, "ICT dredging” aimed at productivity improvement using three-dimensional data etc. in the 

dredging work started from fiscal 2017. However, there are few verifications of utilization of ICT in harbor 

construction, and knowledge for expanding to other harbor construction work is limited. 

In this study, we ascertain the characteristics and needs of harbor construction that utilizes ICT, enumerate 

and consider the effects and problems of utilizing ICT, and propose harbor construction work that is 

expected to realize the benefit of its adoption. Also, we show considerable matters to make the necessary 

standards and manuals for full implementation. 
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1. はじめに 

 

1.1  背景と目的 

国土交通省では，人口減少社会において労働者が減少

しても経済成長を実現するため，2016 年に生産性革命プ

ロジェクトを立ち上げた．プロジェクトは産業別に進め

られ，建設業においては，生産性向上により魅力ある建

設現場を創る新しい取り組みである i-Constructionが推進

されている． 

我が国の人口は，2010 年の 1 億 2,806 万人をピークに

減少の一途をたどっている．生産年齢人口についても，

今後は毎年 1%近く減少していく見込みであり，労働力の

不足による経済停滞が懸念される．過去の高度成長にお

いては，人口増以上に生産性向上が成長に寄与している

ことを踏まえ，持続的な経済成長のために，働き手の減

少を上回る生産性の向上が求められている． 

建設業においては，就業者数が 1990 年代後半をピーク

に減少してきたが，バブル崩壊後の建設投資の減少がこ

れを上回っていたため，ほぼ一貫して労働力過剰となり，

省力化につながる生産性向上が見送られてきた．一品受

注生産，現地屋外生産，労働集約型生産などは建設業特

有の生産形態であり，製造業等で進められてきたライン

生産による効率化や自動化，機械化といった生産性向上

策を取り入れづらくさせていた． 

建設業では依然として労働災害が多く，全産業に比べ

て死傷事故率が 2 倍となっている 1)．時期毎の事業量に

差異があることに起因する収入の不安定さや繁忙期に生

じる長時間労働とともに建設業の 3K（きつい・危険・汚

い）のイメージ定着の大きな要因となっている． 

さらに，全産業に比べ，技能労働者の 55 歳以上の構成

比率が高く，この先 10 年で現在 340 万人いる技能労働者

が 2/3 になることが想定され 2)，担い手不足が喫緊の課

題となっている． 

こうした状況の中，東日本大震災以降，復興事業や東

京オリンピック・パラリンピックの開催決定等による建

設投資の増加により，建設企業の業績が回復し，投資や

雇用の確保が進む状況になりつつある．その上，我が国

は世界有数の情報通信技術（以下，ICT という．）を有し

ており，ICT や IoT（モノのインターネット）を用いて建

設現場の生産性向上を図る絶好の機会となっている． 

そこで 2015 年に提唱されたのが i-Construction である．

労働人口が減少する中で経済成長するために，あらゆる

建設生産プロセスにおいて生産性を向上させる取り組み

で，あわせて労働者の賃金水準の上昇，労働災害の削減，

3K からの脱却，不足する担い手の確保等を実現する希望

がもてる新たな建設現場を創ることを目指している 1)． 

i-Construction 推進のために，「ICT の全面的な活用」，

「全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）」，

「施工時期の平準化」の 3 つのトップランナー施策が設

定されている 1)． 

そのひとつ「ICT の全面的な活用」は，調査・測量から

設計，施工，検査，維持管理・更新までのあらゆる建設

生産プロセスに 3 次元データ（地物の平面座標及び高さ

の 3 つ数値で表される位置情報の集合データ）等を使用

する ICT 技術を全面的に取り入れ，生産性の大幅向上を

目指すもので，2016 年度に先駆けとして，施工段階の土

工において，測量から施工，検査，納品に 3 次元データ

を活用していく ICT 土工（2 章で詳述）が開始されてい

る．すべての建設現場への浸透を目指した活用の拡大と

して，2017 年度からは ICT 舗装工と港湾分野において

ICT 浚渫工（3 章で詳述）が始まっている． 

港湾分野における i-Construction導入の取組みは緒に就

いたところであり，3 次元データ等の活用の導入拡大に

向けた試行や実証事例が少なく，他工種へ展開するため

の知見が限られている．本検討は，港湾工事の特性や現

場ニーズを把握し，現状で考えられる導入拡大時の効果

と課題を抽出し，比較検討の上で導入効果が期待される

工種を提案することを目的としている．あわせて本格導

入にあたり必要な基準やマニュアルを整備するために考

慮しておくべき事項を提示する． 

 

1.2  構成 

本検討の構成を図-1.1 に示す． 

第 1 章には背景と目的を記載する． 

第 2 章では，各分野における ICT の活用状況を記載す

る．土木分野に先んじて活用が進んでいた製造業，建設

業の建築分野の状況について概説し，i-Construction のト

ップランナー施策である ICT 土工の導入と改善状況につ

いて詳述する．また i-Construction に先駆けて提唱された

CIM についても取り上げる． 

第 3 章では，港湾分野における 3 次元データ活用を含

む ICT の活用状況を記載する．活用の歴史と港湾工事の

特性について整理している．2017 年度より導入された

ICT 浚渫工についてはここで詳述する． 

第 4 章は本検討の主題となる部分である．現場におけ

る 3 次元データ等の活用のニーズを把握するために実施

したアンケートの結果と代表意見を示している．ニーズ

を踏まえ導入時の効果と課題を，出来形管理を行う工種

毎に比較し，導入の是非を検討している．あわせて本格

導入時の基準やマニュアルを整備するために考慮すべき 
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図-1.1 本検討の構成 

 

事項を提示している．また今後のさらなる生産性向上に

資する最新の ICT 機器や港湾における CIM の活用状況

を取り上げている． 

第 5 章では，第 4 章の検討結果より ICT 活用を導入す

る工種等の提案を行っている．  

 

2. 各分野における ICT の活用状況 

 

2.1  製造業における ICT 活用状況 

製造業では 1980 年代にコンピュータを使って設計製

図を行う CAD（Computer-Aided Design）が普及し，それ

までドラフター（製図台）で手書きされていた図面の作

成と修正が容易になった．後工程においても CAD のデ

ータが利用できるようになり，各種計算のためのデータ

入力の手間削減等の効率化が進んだ．1990 年代に入ると

コンピュータの性能向上により 3 次元 CAD が普及し，

製品生産前の視認性向上，体積質量計算や干渉チェック

が容易になる等の効果を発揮した． 

CAD は，特に設計段階における生産性向上に寄与した

が，試作段階では CAE（Computer Aided Engineering），加

工段階では CAM（Computer Aided Manufacturing）や NC

（Numerical Control）旋盤が導入され，各段階での生産性

向上を進めるとともに，生産工程のオートメーション化

を進展させ，製造業全体の生産性を上げている． 

CAE は，CAD に入力した製品データを用いてコンピ

ュータ上で行う構造解析等の事前シミュレーションのこ

とで開発のコスト低減や期間短縮に貢献している 3)． 

CAM は，CAD で作成された形状データ（3 次元デー

タ）から加工用プログラムを作成するシステムのことで

ある．コンピュータによる数値制御で自動運転を行い，

精密な旋盤加工を可能とする NC 旋盤等の工作機械と連

携し，不良品発生や精度のばらつきを少なくしている 3)． 

 

2.2  建築分野における ICT 活用状況 

建設業の建築分野では，2004 年頃より，従来 2 次元で

行われていた設計を 3 次元で行い，コンピュータ上で構

造物を構築する BIM（Building Information Modeling）に

取り組んでいる． 

BIM ではコンピュータ中に仮想の建築物を構築するた

め，そこから水平や鉛直に任意に取り出されたものが従

来の 2 次元の「平面図」や「断面図」になる．ひとつの

仮想構造物（3 次元モデル）から取り出されているので

不整合が起こらない 4)． 

従来の 2 次元図面において，壁を表現する場合，2 本

の線で表されるが，コンピュータがその 2 本の線を壁と

認識することはできなかった．BIM では，3 次元モデル

の部位に壁や床といった建物の部材を区別するための情

報が組み込まれており，壁と認識することができる．こ

のような情報は属性情報と呼ばれ，部材情報のほかに材

質や仕様，製品の型番等の情報が定義されている．属性

情報は各種計算ソフトと連携して行う数量計算や仕上げ

表・建具表等の自動作成，構造解析の入力データとして

利用でき，データ入力の手間の削減ができる 4)． 

属性情報を併せ持つ 3 次元モデルの活用で設計作業の

大幅な自動化と効率化が図られ，生産性が向上する． 

BIM の活用は，2009 年に設計事務所や建設会社におい

て大幅に増加しており，この年が BIM 元年と呼ばれてい

る．国土交通省では，営繕事業において 2010 年に BIM

導入プロジェクトを開始し，2014 年に BIM ガイドライ

ンを公表している．また，日本建築家協会は 2012 年に

BIM ガイドラインを発行している． 

現在では，建設生産プロセスにおいて，3 次元モデルを

利活用し，生産性向上を図る取り組みとして定着している．  
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2.3  土木陸上分野における ICT 活用状況(ICT 土工) 

 

(1)  ICT 土工の導入 

i-Construction のトップランナー施策のひとつ「ICT の

全面的な活用」の ICT 活用工事として，施工プロセスの

①3 次元起工測量，②3 次元設計データ作成，③ICT 建設

機械による施工，④3 次元出来形管理等の施工管理，⑤3

次元データの納品 の各段階において ICT を全面的に活

用する ICT 土工が 2016 年より開始されている． 

土工は，建設現場においてとりわけ生産性向上が進ん

でいない工種であった．トンネル工が工法の進歩により

50 年で 10 倍向上した一方で，土工においては，この 30

年でほぼ横ばいであり，生産性向上の余地が残っていた

5)．これは，盛土の高さ等の基準となる丁張設置やスチー

ルテープ，レベルを使用して行う出来形測量等で多くの

人手を要するためである． 

人手に依る処が大きかった土工の生産性向上のために，

デジタルカメラを搭載した無人航空機（Unmanned Aerial 

Vehicle；以下，UAV という．）やレーザースキャナー（以

下，LS という．）等の 3 次元データを取得できる計測機

器や，3 次元データを活用し丁張を使わない施工を可能

とするマシンガイダンス（以下，MG という．）やマシン

コントロール（以下，MC という．）を備えたバックホウ

やブルドーザ等の ICT 建設機械を導入することとなった． 

これらの機器の導入にあたり，測量マニュアル，取得

した 3 次元データを用いた数量計算方法，ICT 機器を用

いた 3 次元測量による出来形管理要領等の ICT の全面活

用のための基準類が未整備だったため，2016 年 3 月に新

たに 15 の新基準と積算基準を策定した．策定された基準

類を表-2.1 に示す． 

以下に新基準のうち，代表的な基準の特徴を述べる． 

 

(2)  新技術を用いるための基準 

UAV は i-Construction の旗手ともいえる機器で，一般的

にはドローンと呼ばれる（図-2.1）．i-Construction では，

バッテリーで駆動する幅 1m 程度の回転翼機が多く使わ

れている．操縦は無線で行い，自律飛行する機体もある．

デジタルカメラを搭載し，撮影した空中写真を用いた写

真測量により 3 次元データを取得する． 

UAV を用いた写真測量（以下，UAV 写真測量という．）

については，2013 年より公共測量に導入されたが，マニ

ュアルがなく， 測量者は実施の都度，国土地理院に作業

方法等の意見を求め，作業を実施した上で成果に加えて

計測精度の検証結果を提出していた．そこで国土地理院

は，「UAV を用いた公共測量マニュアル（案）」を策定し

た． 

マニュアルの策定により，作業方法や精度確認方法が

明確になり，意見を求めることや精度検証結果提出の手

間が省略された．マニュアルでは，数値地形図と 3 次元

点群データの 2 種類の最終成果を対象として，適用範囲，  

 

表-2.1 ICT 土工新基準一覧(2016 年) 

名称 概要 備考

① UAVを用いた公共測量マニュアル(案)
UAVを用いた写真測量の方法，3次元データの
作成法を策定

新規

② 電子納品要領(工事及び設計)
ICT活用工事の成果品である3次元データの
納品方法を追加

改訂

③
3次元設計データ交換標準
（同運用ガイドラインを含む）

3次元設計データを利活用するためのデータファイル
形式の表記方法等を策定

新規

④ ICTの全面的な活用の実施方針 全面活用の範囲・体制・推進のための措置等を策定 新規

⑤
土木工事施工管理基準(案)
(出来形管理基準及び規格値)

3次元データ活用での面的管理について追加 改訂

⑥
土木工事数量算出要領(案)
(施工履歴データによる土工の出来形算出要領(案)を含む)

3次元データを用いた3D CADソフト使用による
計算方法を追加

改訂

⑦
土木工事共通仕様書　施工管理関係書類
(帳票：出来形合否判定総括表)

3次元データ活用での面的管理における様式を策定 新規

⑧
空中写真測量(無人航空機)を用いた
出来形管理要領(土工編)(案)

UAV写真測量による面的な出来形管理方法について策定 新規

⑨ レーザースキャナーを用いた出来形管理要領(土工編)(案) LSによる面的な出来形管理方法について策定 新規

⑩ 地方整備局土木工事検査基準(案) 3次元データ活用での検査頻度を追加 改訂

⑪ 既済部分検査技術基準(案)及び同解説 3次元データ活用での検査頻度を追加 改訂

⑫ 部分払いにおける出来高取扱方法(案)
3次元データ活用での部分払いにおける出来高数量の
算定方法をを追加

改訂

⑬
空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理の
監督・検査要領(土工編)(案)

UAV写真測量による面的な出来形管理の
監督検査方法について策定

新規

⑭
レーザースキャナーを用いた出来形管理の
監督・検査要領(土工編)(案)

LSによる面的な出来形管理の監督検査方法について策定 新規

⑮ 工事成績評定要領の運用について 3次元データ活用での，出来形評価について追加 改訂

ICT活用工事積算要領
施工パッケージ及び機械経費，システム初期費用
について追加

新規

調
査
・
測
量

設
計

施
工

検
査

積算基準
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図-2.1 UAV（無人航空機）6) 

 

精度確認方法，測量方法，最終成果の整理等の一連の流

れについて取りまとめている． 

UAV 写真測量では，写真の枚数が少ないと必要な精度

が確保できない．また，写真数が多過ぎると解析処理に

時間を要し効率が低下する．効率向上と精度確保を並立

させつつ，成果の 3 次元データの作成が可能となるよう

に，写真の重複率（ラップ率）や位置の基準となる評定

点，精度を確認する検証点の設置方法が定められている

7～8)． 

UAV は，普及後に墜落事故や建造物への衝突事故が社

会問題になっていたため，国土地理院では，マニュアル

策定と同時に「公共測量における UAV の使用に関する

安全基準（案）」9) を定めている．一方，国土交通省航空

局では，人口集中地区の上空等において UAV を飛行さ

せる場合に地方航空局長の許可を受けることとする旨等

を定めた「無人航空機（ドローン、ラジコン機等）の安

全な飛行のためのガイドライン」10) を策定している． 

 

(3)  計測精度と取得点密度 

公共測量マニュアルに則った方法で施工管理基準が

定める規格値を満足する UAV 写真測量や LS 測量による

出来形管理の方法をまとめたものが，「空中写真測量（無

人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）」及

び「レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工

編）（案）」である． 

機器毎に精度が異なる上に，起工測量，出来形測量等，

測量の種類が多岐にわたることから，測量の種類毎に計

測精度と取得点密度を規定している． 

UAV 写真測量の起工測量では，精度は±100mm 以内，

密度は 50cm×50cm メッシュあたり 1 点以上，出来形測

量では，精度は±50mm 以内，密度は 10cm×10cm メッ

シュあたり 1 点以上となっている 11)． 

一方，LS の起工測量では，精度は±100mm 以内，密

度は 50cm×50cm メッシュあたり 1 点以上，出来形測量

では，精度は±20mm 以内，密度は 10cm×10cm メッシ

ュあたり 1 点以上となっている 12)． 

ともに出来形測量での計測精度を 10cm×10cm メッシ

ュあたり 1 点以上としているが，規格値との比較評価は，

1 点以上/m2 に密度調整した出来形評価用データにより

行うこととしている． 

計測精度や取得点密度は，事前のモデル事業で得た知

見より，機器の特性を生かしつつ生産性を向上させるた

めに規定しており，目的に応じて差異が生じている． 

 

(4)  3 次元数量算出方法 

工事数量の算出には一般的に平均断面法を用いてい

る．3 次元データを用いた 3 次元 CAD による数量計算方

法として，3 つの方法を「土木工事数量算出要領（案）」

に追加している 13)．以下に 3 つの計算方法を示す． 

 

a) 点高法 

等間隔メッシュの標高差（メッシュ 4 隅の標高差の平

均値又はメッシュ中央の標高差）にメッシュの水平投影

面積を乗じた体積の総和を全体数量とするもの（図-2.2）． 

 

 
図-2.2 点高法による求積法 13) 

 

b) TIN 分割等を用いて求積する方法（TIN 法） 

TIN （Triangular Irregular Network） は，取得した 3 次

元データの各点を線で繋いだ多数の三角形で構成する地

物を表現するデジタル構造である（図-2.3）． 

TIN を構成する三角形の 3 頂点の標高差の平均値と三

角形の水平投影面積を乗じた体積の総和を全体数量とす

るものが TIN 法である．原地盤の TIN と一様な設計面と 
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図-2.3 TIN モデル例 13) 

 

で計算される設計数量算出に用いられる（図-2.4）． 

 

 

図-2.4 TIN 法 13) 

 

c) プリズモイダル法 

2 つの TIN の頂点の平面位置が合致しない場合に TIN 

を細分化して体積を求める方法．原地盤形状と出来形形

状の 2 つの TIN で計算される出来形数量算出に用いられ

る（図-2.5）． 

 

 
図-2.5 プリズモイダル法 13) 

(5)  3 次元出来形管理の規格値 

道路土工盛土における出来形管理は，従来 40m 毎の管

理断面において，基準高，幅，法長を測量している．3 次

元出来形管理の実施にあたり，3 次元出来形データを評

価する管理基準が未整備であったため，「土木工事施工管

理基準（案）」の出来形管理基準及び規格値を改訂し，頻

度と規格値を追加した 14)（図-2.6）． 

 

 

図-2.6 ICT 活用工事に対応した出来形管理基準 15) 

 

UAV 写真測量や LS は，面的に測量することには適し

ているが，特定点を測量することに不向きであることか

ら，従来測量していた幅や法長が除外され，基準高のみ

が設定されている．各点の標高較差（設計に対する差）

を確認することで幅，法長を担保している．一方でデー

タの取得密度を 1 点以上/m2 とすることで管理断面以外

の箇所を含めた全体を面的に網羅している． 

従来の基準高の規格値は，±50mm 以内である．3 次元

出来形管理では，個々の計測値を±150 ㎜以内，全測点

の平均値を±50 ㎜以内としている．個々の計測値に ICT

機器の計測精度を加味し，従来基準を緩和しているが，
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平均値で従来の仕様を確保する形としている． 

ここでの規格値の単位については「土木工事施工管理

基準（案）」に準じて mm 単位で記載している． 

 

(6)  3 次元データの交換形式 

ICT 土工をはじめとする i-Construction では，3 次元デ

ータの一貫利活用を行い，建設生産プロセス全体の生産

性向上を目標としている．そのために，各段階において

3 次元データを交換できるファイル形式が必要である． 

その交換可能なファイル形式に，LandXML ファイルを

定めた「3 次元設計データ交換標準」を策定している． 

LandXML は，2000 年から米国で道路用の 3 次元設計

データの標準化を図るために開発された 16) 交換可能な

ファイル形式で，要素内に中心線形や横断形状，地形モ

デルが定義されており，一般的な 3 次元 CAD において 3

次元モデルとして表現することができる． 

ただし国外で開発されたもののため，国内で必要な情

報が取り扱えない短所がある．必要な情報を拡張情報と

して追加する仕様を定めたものが 3 次元設計データ交換

標準であり 17)，国土技術政策総合研究所が策定している． 

3 次元データの保存形式としては，座標値を羅列した

CSV 形式や XYZ 形式等のテキストファイルもある．こ

れらは 3 次元 CAD に取り込み，3 次元モデルを作成する

ことは可能だが，出力形式としては使用できない．CAD

のオリジナルファイルや LandXML ファイルで出力する

ことが必要になる． 

図-2.7 に LandXML ファイルの記載例を示す． 

 

 

図-2.7 LandXML ファイル記載例 17) 

 

(7)  ICT 建設機械 

個別の基準類策定はなされていないが，「ICT の全面的

な活用の実施方針」に記載されている ICT 建設機械につ

いて触れておく．ICT 建設機械とは，3 次元設計データ

を用いて所定の形状に盛土，切土を行う MG 及び MC の

機能を有するブルドーザやバックホウ等のことである． 

MG は，建設機械本体に搭載された GNSS（Global 

Navigation Satellite System；全球測位衛星システム）アン

テナと IMU（慣性計測装置）により機体やブレード，バ

ケットの位置を測量し，予め入力された 3 次元設計デー

タと連動し，所定の形状までの位置をモニター表示させ，

運転手の操作支援を行うシステムである． 

一方 MC は，MG にブレードやバケットの油圧制御を

加えたシステムで，所定位置以上に掘り進めようとした

場合，自動制御により掘ることができなくなる．経験の

少ない運転手でも施工の要求仕様を満たすことの出来る

技術である（図-2.8）． 

 

 

図-2.8 ICT 建設機械による施工 15) 

 

これらの技術は，丁張設置の手間の削減による効率化

や建機周囲にいた補助作業員の削減による安全性向上の

効果が期待され，i-Construction 提唱に先立ち実施されて

いた情報化施工において多くの知見を得た成熟した技術

である． 

 

2.4  ICT 土工のカイゼン 

i-Construction においては，推進する視点として，建設

現場の生産性向上を阻む「規制（イノベーションを阻害

し，最新の技術が考慮されていない従来からの基準等）」

や「既成概念」などの制度面の課題について，常に建設

現場に携わる関係者が問題点を話し合い，継続的に改善

することを重要としており，継続的な改善のことを「カ

イゼン」と表記している 1)． 



国総研資料 No.1024 

-7- 

本節では 2016 年度に実施された ICT 土工の事例と事

例で取り上げられた課題の「カイゼン」について述べる． 

 

(1)  ICT 土工事例集 

国土交通省は，2016 年度に 584 件の ICT 土工を実施し

た．現場からは，活用による多くの効果と課題が挙げら

れている．584 件のうち 100 件の ICT 土工の効果と現場

の声を掲載した ICT 土工事例集が作成されている 18)（図

-2.9）．  

 

図-2.9 ICT 土工事例集掲載例 18) 

 

本稿では独自に事例集の集計を実施した． 

掲載工事を施工土量 5,000m3，20,000m3 を境に 3 つの

区分（小規模，中規模，大規模）に分けて起工測量及び

施工について要した日数と人工の集計を行った． 

所要日数について，起工測量はどの規模においても一

律で半減した結果が出ており，効果が明確に表れている．

ただし測量面積の記述が無いため，施工面積と土量の関

係は不明である．施工日数は小規模から順に 9%，14%，

16%と規模が大きくなる毎に短縮率が増加している（表

-2.2）． 

人工について，所要日数同様に起工測量では，どの規

模においても半減以上の効果が出ている．施工について 

表-2.2 ICT 土工事例集 日数集計 

工事規模 件数 
起工測量日数(平均) 施工日数(平均) 

従来 ICT 短縮率 従来 ICT 短縮率 

小規模 10 4.8 2.1 57% 24.0 21.8 9% 

中規模 25 5.2 2.4 55% 51.3 44.4 14% 

大規模 38 8.4 3.9 54% 81.3 68.0 16% 

 

は，小規模，中規模ともに 3 割程度の削減であるのに対

し，大規模では 7 割の削減となっている．大規模ほど建

機運転手以外の丁張設置員や補助作業員の比率が大きい

といえる．ただ中規模工事の人員が最も多くなっている

逆転現象が見られるが，施工面積と土量の関係が不明で

あることや人工に測量を行った元請職員が入っているか

否か等が不明であるため原因は不明である（表-2.3）． 

 

表-2.3 ICT 土工事例集 人員集計 

工事規模 件数 
起工測量日数(平均) 施工日数(平均) 

従来 ICT 短縮率 従来 ICT 短縮率 

小規模 6 12.3 4.3 65% 42.7 29.8 30% 

中規模 11 12.2 6.0 51% 96.1 66.4 31% 

大規模 14 17.6 8.0 54% 53.8 16.0 70% 

 

ICT 導入効果があった意見として，面的管理で全体把

握でき品質が向上した，経験の浅い運転手でも高精度に

施工ができた，建機周りでの衝突等の災害リスクを減ら

せた等が寄せられている． 

一方で課題として，UAV 写真測量の出来形管理要領が

定める評定点の設置頻度や写真のラップ率が大きいため

に効率を悪化させている，UAV 写真測量や LS による出

来形管理が小規模工事や現場条件により非効率や不経済

になっているといった意見が挙げられている． 

非効率や不経済になる課題を「カイゼン」するべく，

前年策定の 15 の基準類の一部改訂と新たな基準類の追

加を実施している．改訂及び追加された基準の一覧を表

-2.4 に示す．以下に改訂及び追加基準のうち代表的な基

準の特徴を述べる． 

 

(2)  非効率な基準のカイゼン 

UAV 写真測量における解析時の効率低下の原因とな

っていた空中写真の進行方向ラップ率を緩和する改訂が，

「UAV を用いた公共測量マニュアル（案）」及び「空中

写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工

編）（案）」で実施された．従来の 90%から 80%へ 10%の

緩和である 7), 19)（図-2.10）． 
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表-2.4 ICT 土工改訂及び追加基準一覧(2017 年) 

 

 

 

図-2.10 ラップ率の緩和 20) 

 

この緩和により飛行速度が 2 倍，撮影写真枚数は半分

になり，120 分要していた測量時間が 70 分へ 42%短縮さ

れた実証結果が報告されている 20)． 

ラップ率緩和による精度については，出来形管理要領

が求める写真の画素寸法 1cm で撮影した場合に，最低

75%のラップが確保されていれば，計測精度±50 ㎜以内

を満足するとの実証結果 21) が出ている．要求精度を落と

すことなく生産性を向上させるカイゼンの好例である． 

ただし，この緩和は現地で，ラップ率が 80%以上であ

ることを確認できる場合に適用できるもので，確認でき

ない場合は従来どおり 90%での飛行計画を立案するもの

としている． 

 

(3)  不経済な状況のカイゼン 

UAV や LS の費用について，起工測量分は積算計上（見

積徴収を実施）されているものの，出来形測量分につい

ては，共通仮設費の率分の範疇として，別途計上されて

いない． 

そのため小規模工事において，ICT 機器の導入が不経

済となるため既存技術の活用を可能にして欲しいとの要

望が挙げられた 22)． 

そこで，情報化施工において普及していたトータルス

テーション（以下，TS という．）を用いた出来形測量を

名称 改訂（新設）概要 備考

① UAVを用いた公共測量マニュアル(案) 評定点設置基準，写真ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟ緩和 改訂

③ 3次元設計データ交換標準（同運用ガイドラインを含む） 片勾配擦り付け定義追加 改訂

④ ICTの全面的な活用の実施方針 ICT舗装工，CIM活用を追加 改訂

⑤
土木工事施工管理基準(案)
(出来形管理基準及び規格値)

追加3次元計測機器における管理基準を追加 改訂

⑧
空中写真測量(無人航空機)を用いた
出来形管理要領(土工編)(案)

写真ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟ緩和，評定点設置基準及び
対地高度の一部緩和

改訂

検査 ⑬
空中写真測量(無人航空機)を用いた
出来形管理の監督・検査要領(土工編)(案)

⑧改訂に伴う監督検査要領の改訂 改訂

ICT活用工事積算要領 施工パッケージの細分化 改訂

調査測量
設計 (1) 地上レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル(案) 未制定の地上型LSによる測量マニュアル 新規

(2)
ステレオ写真測量(地上移動体)による
土工の出来高算出要領(案)

新技術を用いた出来形部分払いにおける
出来高算定方法として策定

新規

(3) TSを用いた出来形管理要領(土工編) ICT活用に対応するための面的管理追加 改訂

(4) TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式)を用いた出来形管理要領(土工編)
既存技術をICT活用に組み込むための
出来形管理方法を策定

新規

(5) RTK-GNSSを用いた出来形管理要領(土工編)
既存技術をICT活用に組み込むための
出来形管理方法を策定

新規

(6)
無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた
出来形管理要領(土工編)

新技術をICT活用に組み込むための
出来形管理方法を策定

新規

(7) TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領 ICT活用に対応するための面的管理追加 改訂

(8) TSを用いた出来形管理の監督検査要領(土工編) (3)改訂に伴う監督検査要領の改訂 改訂

(9)
TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式)を用いた出来形管理の
監督検査要領(土工編)

(4)新設に伴う監督検査要領の新設 新規

(10)
RTK-GNSSを用いた出来形管理の
監督検査要領(土工編)

(5)新設に伴う監督検査要領の新設 新規

(11)
無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた
出来形管理の監督・検査要領(土工編)

(6)新設に伴う監督検査要領の新設 新規

(12) TS・GNSSを用いた盛土の締固め監督検査要領 (7)改訂に伴う監督検査要領の改訂 改訂

導
入
済

調査測量
設計

施
工

積算基準

追
加

施
工

検
査
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ICT 土工に組み込むこととし，策定済の「TS を用いた出

来形管理要領（土工編）」に面的管理を追加した（図-2.11）． 

 

 

図-2.11 追加された面的管理 23) 

 

TS を用いた出来形測量の規格値は UAV や LS と同様

としている．計測精度は，1 点以上/m2 とし，UAV や LS

の 10cm×10cm メッシュ当り 1 点以上に比べ，緩和され

ている 24)．これは特定位置の測量が可能である一方で多

点観測を実施した場合に非効率になるという TS の特性

を考慮したものである．ただし UAV や LS の出来形評価

用データの調整された点群密度と同等のため，性能維持

上問題ない． 

TS を用いた出来形管理は，小規模工事のみならず，

UAV や LS において欠測が生じた場合の補足にも適用で

きる． 

 

(4)  新技術を組み込むカイゼン 

ICT 計測機器として導入された LS は，構造物や障害物

の裏側の測量が出来ないため，機械を複数回設置し直す

必要がある．また入射角が小さくなると計測精度の低下

や取得点密度が不足するといった弱点があり，広範囲の

測量を行う場合には生産性が低下する場合がある． 

LS の弱点を補完する新技術として確立されていた無

人航空機搭載型レーザースキャナー（以下，UAV レーザ

ーという．）を導入するために，「無人航空機搭載型レー

ザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）」を策

定した．不可視範囲を低減し効率的な測量を可能とする

上，入射角を大きく保つことで安定した精度での測量が

可能となった（図-2.12）． 

出来形測量の規格値や点群密度，計測精度は，従来の

LS のものと同様になっている 25)． 

i-Construction では関連する技術の進化が日進月歩であ

り，導入済の技術の課題や弱点を，要求仕様を維持しな 

 

図-2.12 UAV レーザーによる安定した測量 23) 

 

がら新技術で補うことがさらなる生産性向上のために有

効とされており，その事例といえる． 

UAV レーザーによる出来形管理要領が策定されたこ

とで，策定済の「レーザースキャナーを用いた出来形管

理要領（土工編）（案）」は，「地上型レーザースキャナー

を用いた出来形管理要領（土工編）（案）」に名称変更さ

れている．地上型レーザースキャナーは通常 TLS と略さ

れるが，本稿では，ここまでと同様に LS と表記する． 

 

2.5  CIM 
 

(1)  CIM の概要 

建設業の土木分野では，i-Construction の ICT 活用に先

立ち，BIM の土木版として CIM（Construction Information 

Modeling/Management）が導入されていた． 

CIM は，調査，測量，設計，施工，維持管理の一連の

建設生産プロセスに，3 次元モデルに属性情報を付与し

た CIM モデルを導入，連携・発展させて，関係者間の情

報共有を容易にし，業務の効率化とシステムの高度化を

図る取り組みである．図-2.13 に CIM，図-2.14 に CIM

モデルの概要を示す． 

CIM は，BIM の土木版であることから，’M’にコンピ

ュータ上に，3 次元データによる形状情報と属性情報を

併せ持つモデルである CIM モデルを構築する Modeling

の意味と，CIM モデルを建設生産プロセスにおいて一貫

利用することで生産性を向上させる Management の意味

と 2 つの意味合いがある用語となっている． 

CIM は 2012 年 4 月に国土交通省技監（当時）の佐藤

直良氏により提唱されている．同年 7 月に一般財団法人

日本建設情報総合センター（JACIC）を中心に CIM 技術

検討会，同年 8 月に国土交通省に CIM 制度検討会が発足

し，CIM 導入の上での制度・基準及び技術上の課題につ

いての整理検討を開始している．また同年には，試行業

務及び試行工事を開始している． 

民間の動きとしては，BIM の運用が進んでいた大手建 
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図-2.13 CIM 概要 26) 

 

 

図-2.14 CIM モデル概要 26) 

 

設会社を中心に 2012 年以降，復興事業や大規模プロジェ

クトにおいて CIM の導入が開始されている． 

2016 年 6 月には，CIM 技術検討会と CIM 制度検討会

を一本化した CIM 導入推進委員会が国土交通省に設置

されて本格導入の準備段階に入った．2017 年 3 月に「CIM

導入ガイドライン（案）」26～31) が策定され，2017 年度よ

り本格運用が開始されることとなった． 

 

(2)  期待される効果 

CIM 導入の効果として以下の項目が挙げられる． 

①情報の利活用によるプロジェクトの可視化 

②設計の最適化（整合性の確保） 

③施工の高度化（情報化施工），判断の迅速化 

④維持管理の効率化，高度化 

⑤構造物情報の一元化，統合化 

⑥環境性能評価，構造解析等を目指す 

 

今まで 2 次元図面や説明者の頭の中で組み立てられて

いたものが可視化されることで専門知識の無い方々にも

分かり易い説明資料となり，合意形成や意思決定が迅速

化する． 

設計段階では，平面図，断面図等別々に作成されてい

た図面が CIM モデルに一元化されることで整合性が確

保される．また，数量計算の自動化や違算の削減，比較

検討が容易になり最適化が図られる． 

施工段階では，CIM モデルと最先端の ICT 技術による

情報化施工の連携により施工性や安全性が向上する． 

施工段階までに得られた情報が付与された CIM モデ

ルの活用や構造物情報の一元化により効率的な維持管理

が期待される（図-2.15）． 

CIM においては，上記の建設生産プロセスへの効果の

みならず，よりよいインフラの整備や維持管理による国

民生活の向上，建設業界に従事する人のモチベーション

アップ，心の豊かさの向上といった社会的な効果も期待

されており，これは i-Construction の目指すところと一致

している．2017 年度からは，i-Construction の「ICT の全

面的な活用」に組み込まれ，試行工事が開始されている． 
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図-2.15 CIM に期待される効果 26) 

 

CIM の導入効果を示す用語として，フロントローディ

ングとコンカレントエンジニアリングがある．建設生産

プロセス全体の生産性向上を図る i-Constructionにも通じ

る考え方として，以下に紹介する． 

 

a) フロントローディング 

フロントローディングは，初期工程において集中的に

検討を行い，後工程で生じる恐れのある仕様変更や手戻

りを未然に防ぎ，品質向上や工期短縮を図ることである

（図-2.16）． 

 

 

図-2.16 フロントローディングのイメージ 26) 

 

構造物の配筋設計時に，鉄筋の干渉を 3 次元モデルに

より確認し，施工時に配筋組立ができなくなる手戻りが

無いように，鉄筋間隔を修正する例（図-2.17）や橋梁に

おいて，点検用の作業動線が確保され，完成後に通路等 

 

図-2.17 フロントローディング例（鉄筋干渉確認）26) 

 

の追加設置や変更が無いように，設計段階において確認

する例が該当する． 

 

b) コンカレントエンジニアリング 

複数の工程を同時並行で進め、各部門間での情報共有

や共同作業を行うことで、期間の短縮やコストの削減を

図ることである（図-2.18）． 

公共工事の入札契約方式のひとつで，施工段階の知見

を設計に生かすために，設計段階から施工者が関与する

方式（ECI 方式）等が該当する． 
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図-2.18 コンカレントエンジニアリングのイメージ 26) 

 

(3)  CIM 導入ガイドライン 

 

2017 年 3 月，それまでの試行で得られた知見等を踏ま

え，活用可能な項目を中心に「CIM 導入ガイドライン（案）

（以下，ガイドラインという．）」が策定された．ガイド

ラインは共通編 26)，土工編 27)，河川編 28)，ダム編 29)，橋

梁編 30)，トンネル編 31)の 6 編から構成される（表-2.5）． 

 

表-2.5 ガイドラインの構成 

タイトル 内容（各分野編は対象） 

第 1 編 共通編 CIM の基本的考え方，各分野共通

の測量，地質･土質モデルの考え方

を示す． 

各分野編 受発注者が取り組むべき内容を

建設施工プロセスの段階毎に示す．   

 第 2 編 土工編 道路土工，河川土工（ICT 土工） 

 第 3 編 河川編 河川堤防，構造物（樋門，樋管等） 

 第 4 編 ダム編 ロックフィルダム，重力式コンク

リート式ダム 

 第 5 編 橋梁編 橋梁上部工（鋼橋，PC 橋），下部

工（RC 橋台・橋脚） 

 第 6 編 トンネル編  山岳トンネル 

 

共通編では，CIM 及び CIM モデルの基本的な考え方，

モデル詳細度，各分野共通の測量，地質・土質モデルの

考え方を記載している． 

各分野編においては，測量，地質・土質調査，調査・

設計，施工，維持管理の段階毎の受発注者が取り組むべ

き内容，試行における活用事例が示されている． 

 

(4)  CIM モデル 

CIM モデルは，構造物の形状を表す 3 次元モデルに属

性情報を付与したものである．属性情報は，構造物を構

成する部材の名称，寸法，物性，強度等の物性値，数量

等の情報，コンクリート打設記録や出来形データ等の施

工時の記録，維持管理の点検記録等の情報である． 

属性情報の付与方法として，情報を定型化し，3 次元

CAD 等のソフトウェアの機能を用いて，3 次元モデルに

直接付与する方法と文書，図面等の非定型な情報を 3 次

元モデルにリンク付けする外部参照をする方法がある． 

直接付与の場合，3 次元 CAD 上で全ての情報を確認で

きるため操作等が簡易となるが，多くの情報が紐づけさ

れるためファイル容量が過大になり扱いづらくなる短所

があり，付与方法については，利用者が必要としている

情報を見極めた上で情報量と扱うコンピュータの能力を

考慮し選定する必要がある． 

CIM モデルは 7 つに分類 26)され，用途に応じて組み合

わせて用いる．表-2.6 に CIM モデルの一覧を示す． 

 

表-2.6 CIM モデルの分類 

モデル名 内容 

線形モデル 道路中心線，構造物中心線を表現 

土工形状モデル 盛土・切土を表現（サーフェス；表

面のみで表す手法） 

地形モデル 数値地図，測量成果より TIN 等で現

況地形を表現 

構造物モデル 構造物を表現（サーフェス＋ソリッ

ド；表面＋中身で表す手法） 

地質･土質モデル ボーリング結果等の地質土質調査の

結果を表現 

広域地形モデル 広域の地形モデル＋建屋を表現 

統合モデル 上記の CIM モデルの組み合わせで

全体を表現 

 

CIM モデルの作成に際して，どこまで詳細に作成する

かを予め決めておかないと，作成者毎にモデルの作り込

み具合が異なり手戻り発生の恐れがある．そのためにガ

イドラインでは用途・目的による作り込みの指標として

CIM モデル詳細度を定義している（表-2.7）． 

 

(5)  ファイルの交換形式 

建設生産プロセス全体に CIM モデルを導入するにあ

たって，各段階間においてデータの受け渡しを行うため

のファイルの交換形式を定めておく必要がある．ICT 土

工では，LandXML 形式のファイルを定めているが，CIM

においては，多くの属性情報を扱うため，道路の線形情

報等を表現することを主とする LandXML を用いること 
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表-2.7 CIM モデル詳細度 26) 

 

 

は難しい． 

そこで BIM で用いられている建物を構成する全ての

オブジェクト（例えばドアや窓）のシステム的表現方法

の仕様を定義したファイル IFC を採用することとした． 

IFC は BIM の進展とともに国際的非営利組織である

building SMART International（以下，bSI という．）が開発

を進め，2013 年には国際標準化されている 32)．IFC は多

数の CAD ソフトでの入出力が可能である． 

土木分野での採用にあたって，bSI が属性情報付与の

ルールについて分野毎に研究開発を進めている（道路：

IFC-Road，鉄道：IFC-Raiways，橋梁：IFC-Bridge，トンネ

ル：IFC-Tunnel，港湾：IFC-Harbour & Port）． 

bSI の日本組織である bSJ が国内の要望等を取りまと

め，bSI の各分野への活動に参加している． 

土木版の IFC が研究段階のため，ガイドラインでは，

IFC ファイルに加えてオリジナルファイルの使用を暫定

的に定めている．交換ファイル形式はモデル毎に以下の

ように定めている． 

 

・線形，土工形状，地形，広域地形モデル：LandXML フ

ァイル 

・構造物モデル：IFC ファイル 

・地質・土質，統合モデル：オリジナルファイル 

 

オリジナルファイルは，使用するソフトウェアに依存

するという課題があるため，各ソフトウェアで相互利用

でき，依存の無い IFC ファイルの発展が期待されている． 

 

(6)  CIM の今後 

CIM 導入推進委員会では，2017 年 3 月 24 日開催の第

3 回委員会において，CIM の段階的な拡大方針（案）を

示している（図-2.19）． 

段階は 3 段階で，STEP1 は，効果が見込まれる業務・

工事において 2017 年度より運用を開始する．STEP2 は，

2020 年度までに活用充実に向けた基準類の整備やシス

テム開発を推進する．STEP3 は，2025 年度までの概ね 5

年で CIM モデルを用いた維持管理を導入し，2025 年度

以降には CIM 活用を原則化する． 

原則化の段階で建設生産プロセス全体における生産性

の 2 割向上を目指している． 
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図-2.19 CIM 拡大方針（案）33) 

 

3. 港湾分野における ICT の活用状況 

 

3.1  港湾における ICT 活用の歴史 

従来，港湾における位置出し測量の方法として，スチ

ールテープや検綱，六分儀やセオドライトが用いられて

いた．海上には計測点を設置できないため，必要な都度，

同様の測量作業を繰り返していた．一方，水深を測る深

浅測量には，レッド（測深錘）やシングルビーム（以下，

SB という．）式の音響測深機が用いられ，点や線で捉え

る測量を行ってきた． 

1993 年米国が軍用に運用していた衛星測位システム

である GPS（Global Positioning System）の民生利用を開

始すると，こちらも軍用技術として技術発展していた複

数の音響ビームを発して水深値を得るナローマルチビー

ム（以下，NMB という．）音響測深機とともに港湾工事

に導入された 34)． 

NMB 測深機と誤差数 cm の高精度な即位を可能とした

RTK-GPS が連動した測深システムにより，海底地形の 3

次元データの取得が可能となった．取得データより作成

された鯨瞰図等により正確な海底地形の可視化が容易に

なった． 

取得した 3 次元データの利活用としては，関西国際空

港 2 期工事において造成地盤の沈下履歴データとして，

人工島の不同沈下防止のための層厚管理に活用された 35)． 

NMB は，機材が高額なため，関空 2 期等の大型工事で

の導入に留まり，広く普及したわけではなかった．2010

年前後から，一般的な浚渫工事の深浅測量や海上保安庁

が管轄する水路測量時に，建設会社や測量会社の使用が

広まりを見せている． 

NMB 以外で導入された ICT としては，関空 2 期工事

等で導入された GPS ブルドーザ（現在の MG ブルドーザ

の先駆け）や GPS ローラー（現在の GNSS 搭載締固め機

の先駆け）35)，羽田空港 D 滑走路工事に際して導入され

た AIS（Automatic Identification System，船舶自動識別装

置）機能を有する船舶監視システム 36) などがある． 

Windows95 発売以降，一般的となったコンピュータを

用いた各種施工管理システムも開発されており，港湾建

設現場の生産性向上に寄与している．2008 年より原則実

施されている，価格だけではなく技術を評価する総合評

価落札方式による入札に対応するための各建設会社によ

る技術開発が 3 次元データ等の ICT 活用をさらに進めて

いる（図-3.1）． 

衛星測位システムとして GPS のほかに，ロシアの

GLONASS，EU の Galileo，日本の準天頂衛星等があり，

総称として GNSS が用いられている．本節では，3 次元

データ活用の歴史として，導入当時に唯一使用されてい

た GPS をそのまま記載している．以後本稿では，総称の

GNSS で統一する． 
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図-3.1 港湾工事における ICT・3 次元データ活用の歴史 

 

3.2  港湾工事の特性と 3 次元データの導入により期

待される効果 

 

(1)  港湾工事の特性 

港湾分野が陸上と大きく異なる点は，対象領域に海を

含む点である．この点は 3 次元データを導入する上で，

特に考慮すべき事項である．ここで港湾分野の特性をま

とめておく． 

・海上，海中部分が多く出来形確認や進捗状況の把握が

難しい． 

・立ち入れない危険箇所が多い． 

・波浪や潮流，風，透明度の影響が大きく作業日数が限

定される． 

・（数が限られた）大型の作業船や機械を使用する． 

・大水深での作業があり，潜水災害のリスクがある． 

港湾建設の現場では，作業日数が限られているため，

効率向上の工夫を以前から行っていた．大型作業船を使

用しており，以前から生産性が低い訳ではなかった． 

 

(2)  港湾工事への 3 次元データ導入により期待され

る効果 

3 次元化の特徴と港湾分野の特性を踏まえ，港湾分野

への 3 次元化導入により期待される効果を示す． 

・海中の施工状況の可視化による施工性，品質の向上． 

・危険箇所の可視化による安全性向上． 

・作業方法の標準化，効率の改善による工期の短縮（費

用の低減，人員の削減） 

・工期短縮による作業船の効率的使用 

・潜水士の危険作業減少による災害リスクの低減 

3.3  ICT 浚渫工 

 

(1)  導入モデル事業 

2017年度からの港湾分野における i-Constructionの ICT

活用工事の導入を目指し，2016 年度にモデル工事を試行

している．その成果が報告され，効果には 3.2 (2)で挙

げたものが含まれている． 

報告された成果として，むつ小川原港での試行につい

て紹介する 37)． 

 

a) モデル事業 

・業務名：平成 27 年度むつ小川原港外港地区防波堤（東）

被災状況調査． 

・業務内容：平成 28 年 1 月の低気圧通過に伴う高波浪に

よる，むつ小川原港外港地区の防波堤（東）の被災状況

調査． 

・防波堤延長：2,064m． 

・調査方法：陸上 UAV 写真測量，海中 NMB 測量及び潜

水目視調査． 

・従来の調査方法：陸上 TS による測量，海中 SB 測量及

び潜水目視調査． 

 

b) 導入効果 

費用低減効果として，ICT を活用した場合，従来に比

べて 830 万円安価であった（図-3.2）． 

人員削減効果として，ICT を活用した場合，従来に比

べて 186 人日の削減ができている（図-3.3）． 

測量より得た 3 次元データから作成された 3 次元モデ

ル（図-3.4）により現地状況が可視化され，潜水調査箇 
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図-3.2 ICT モデル事業の費用低減効果 37) 

 

 

図-3.3 ICT モデル事業の人員削減効果 37) 

 

所の選択と集中ができたことが費用低減と人員削減の大

きな要因となっている． 

 

 

図-3.4 被災箇所の TIN モデル 38) 

 

また費用低減や人員削減といった生産性向上効果のみ

ならず，UAV の使用により消波工や被災箇所へ作業員が

立ち入ることなしに測量を実施したという安全性向上効

果も報告されている． 

 

(2)  ICT 浚渫工の導入 

2016 年度のモデル工事で実証された効果を踏まえ，

2017 年度より港湾分野の i-Construction の ICT 活用工事

として，施工プロセスの①3 次元起工測量，②3 次元数量

計算，③3 次元出来形測量，④3 次元データの納品（①か

ら④を以下，4 つの施工プロセスという．）の各段階にお

いて ICT を全面的に活用する ICT 浚渫工が導入されるこ

ととなった． 

施工プロセス各段階について，ICT 土工と浚渫工の項

目を比較すると，表記の違いはあるが，土工の①②④⑤

（2.3 (1)参照）は，浚渫工の 4 つの施工プロセスと一致す

る．土工の③ICT 建設機械による施工に該当する項目が

浚渫工には無い（表-3.1）．これは，土工の MG や MC ブ

ルドーザ等の ICT 建設機械に相当する浚渫工の建設機械

である GNSS による位置誘導システムを搭載した浚渫船

が既に標準化されているためである． 

 

表-3.1 ICT 土工と浚渫工の施工プロセス比較 

 
 

ICT 土工導入時と同様に ICT 活用のための基準類が未

整備だったので，モデル工事では，基準類策定のための

検証が合わせて行われた．検証結果より，2017 年 3 月に

6 つの基準類と積算基準が策定された．新たに策定され

た基準類を表-3.2 に示す．以下に港湾における ICT 活

用の象徴的な測量機械である NMB 測量の概要と新基準

類のうち，代表的基準の特徴を述べる． 

 

(3)  NMB 測量概要 

NMB 測量は 256 本の音響ビームを扇状に照射し，船の

進行とともに面的に多数の点の水深値を測るシステムで

ある． 

従来の SB 式が幅 6～20°の音響ビームを 1 本直下に

照射するのに対して，NMB は 256 本のビームを 160°ま

での範囲に照射できるため広範囲の測量に非常に有利で

ある（図-3.5）． 

NMB には，等角度モードと等間隔モードの 2 つのビー

ムの照射方法があり，必要な取得点密度を満足するよう

な航行計画を立てるため，160°まで調整できる全体ビー

ム幅とともに選択できる． 

浚渫工においては，堀り残しが無いことを確認するた

めに，浚渫区域全面を網羅するよう未測深幅が 0 になる

ような測線間隔を設定する．照射角度が広い NMB では

測線間隔を広く設定でき効率的に測量を行える． 
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表-3.2 ICT 浚渫工新基準一覧(2017 年) 

 

 

 

図-3.5 深浅測量 SB と NMB 39) 

 

NMB では，測深機本体や周辺機器を水面に対し，出来

るだけ水平垂直に艤装することを基本としているが，取

り付け誤差が必ず発生する．この取り付け誤差は 3 次元

各軸方向の角度のずれ， 

・ロール：船の前後方向の軸に対する角度． 

・ピッチ：船の左右方向の軸に対する角度． 

・ヨー ：船の鉛直方向の軸に対する角度． 

で表され，バイアス値と呼ばれる． 

このバイアス値は，データ転送時間等によるデータの

収録遅延であるレイテンシーとともにバッチテストで求

められる．テストで得られたバイアス値等は，正確な測

量データを得るために収録データに反映させる（図-3.6）． 

 

 

図-3.6 バイアス値 39) 

 

水深 10m の区域の測深を考える場合，未測深幅が 0 に

なる測線間隔は，SB 式（ビーム幅 16°）では 2.5m 以下，

NMB（等角度モード，ビーム幅 0.5°）では 40m 以下と

なる． SB 式では，NMB の 16 倍多く航行する必要があ

る．ただし一般的に SB の素子を複数設置して測深する

ため，これより効率は向上する． 

NMB では UAV や LS と同様に現地測量の後に，3 次元

データ作成のためのデータ解析が必要となる．データ解

析で労力を要するのがノイズの除去である． 

音響測深のノイズとしては，電気的ノイズ，音波の反

射，海中の気泡，浮遊物，魚群等がある．測量している

深度から明らかに離れた位置のノイズは閾値を設けて解

析ソフトにより統計的に削除することができる．しかし，

測深箇所付近等においてノイズかどうかの判断に迷うデ

ータについては，解析者の経験や感覚に負うところが大

きいため特に時間を要する． 

 

(4)  計測精度と取得点密度 

浚渫工における NMB測量の基準が未整備だったため，

測量方法，使用機器，3 次元データ作成等についてまと

めた「マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫

工編）（案）」が策定された． 

名称 概要 備考

①
マルチビームを用いた
深浅測量マニュアル(浚渫工編)(案)

NMBを用いた深浅測量方法，
3次元データ作成法について策定

新規

②
地方整備局(港湾空港関係)の
事業における電子納品等運用ガイドライン

成果品である3次元データの
納品方法を追加

改訂

③
ＩＣＴの全面的な活用(ＩＣＴ浚渫工)の
推進に関する実施方針

ICT全面活用の範囲・体制・推進のための
措置等を策定

新規

④
３次元データを用いた
港湾工事数量算出要領(浚渫工編)(案)

3次元データを用いた
数量計算方法を策定

新規

⑤
３次元データを用いた
出来形管理要領(浚渫工編)(案)

NMB測量による面的な
出来形管理方法について策定

新規

検査 ⑥
３次元データを用いた出来形管理の
監督・検査要領(浚渫工編)(案)

⑤新設に伴うの監督検査方法について策定 新規

ＩＣＴ活用工事積算要領(浚渫工編)(案) NMB測量の費用計上方法を策定 新規

施工

積算基準

測量等
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ICT 土工同様に計測精度と取得点密度について定めて

いる．計測精度は±10cm 以内，取得点密度は 0.5m×0.5

メッシュ当り 3 点以上としている 39)． 

海中の測量では，陸上と異なり座標既知点を直接確認

することができない．このため精度の検証には，井桁測

線を設定し，双方向から航行測深し重複部の水深差で評

価する方法が提案されている（図-3.7）． 

 

 

図-3.7 NMB 精度確認井桁測線 39) 

 

計測精度±10cm について，海上保安庁が管轄する水路

測量を実施する場合に適用される海上保安庁告示第 102

号の別表第二 40) が定める 

 

�0.52 + (0.013𝑑𝑑)2 ［m］ （式 3.1） 
d：水深 [m] 

 

より厳しいという意見も出されている（4.3 (2)，表-4.1

参照）．これは，特級水域である東京湾中央水域，備讃瀬

戸水域，関門水域 41) を除く殆どの港湾において適用さ

れる． 

取得点密度の 0.5m×0.5m メッシュ当り 3 点以上につ

いては，全体のメッシュ数のうち 90%以上のメッシュが

満足し，かつ満足しないメッシュが連続して存在しない

という項目が加えられている（図-3.8）． 

0.5m×0.5m メッシュ当り 3 点以上取得したデータは，

用途によりメッシュ毎に 1 点抽出し，点群データを作成

する．抽出する 1 点について，数量計算に用いる場合は

中央値，出来形管理に用いる場合は最浅値としている． 

これらの計測精度や密度の基準は，2016 年に実施され

たモデル事業における検証より設定されている． 

 

(5)  数量算出方法 

ICT 土工同様に 3 次元点群データを用いた 3 次元 CAD

による数量算出方法が未整備であったため，「3 次元デー

タを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編）（案）」が 

 

図-3.8 取得点密度の確認 39) 

 

策定された．ICT 土工が定めた「土木工事数量算出要領

（案）」に示されている 3 つの方法のうち，TIN 法とプリ

ズモイダル法を規定している 42)． 

原地盤の TIN モデルと一様な面の設計水深とで算出さ

れる設計浚渫土量は TIN 法，原地盤と浚渫後の出来形地

盤の 2 つの TIN モデルで算出される出来形浚渫土量はプ

リズモイダル法を用いることとなる． 

 

(6)  出来形管理の許容範囲 

3 次元出来形データを評価する管理基準についても未

整備だったため，「3 次元データを用いた出来形管理要領

（浚渫工編）（案）」が策定され，出来形管理基準の許容

範囲が整備された． 

許容範囲は，従来のレッドや SB 式の深浅測量による

ものと同様に 0cm以下（設計値よる深いこと）である 43)． 

ICT 土工では，UAV や LS の計測精度を加味し，個々

の計測値の基準を緩和し，平均で従来の規格値を満足す

るものが設定されているが，ICT 浚渫工では現状におい

てそういった措置は無い．浚渫での出来形測量は，海上

保安庁が管轄する水路測量を兼ねて行うことを想定して

おり，水路測量では，全てのデータが所定水深以下であ

ることにより合格となるため，基準は緩和されていない． 

ICT 土工では「規格値」という用語を用いているが，

港湾工事共通仕様書において，「許容範囲」を用いている

ため本稿では港湾分野においては「許容範囲」を用いる． 

 

(7)  データ納品方法 

ICT 浚渫工の納品データも i-Construction が目指す建設

生産プロセス全体において一貫利用される 3 次元データ

であり，各段階において交換できる必要がある． 

「3 次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編）

（案）」においてファイル形式を LandXML ファイル及び

CSV や XYZ 等のテキストファイルと定めている 43)． 
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(8)  カイゼンの予定 

国土交通省では，2017 年度直轄工事において約 30 件

の ICT 浚渫工の試行を予定している．試行工事において，

導入効果の検証や課題を抽出し，ICT 土工と同様に基準

類のカイゼンが行われる予定である． 

 

4. 港湾分野における 3 次元データ等の活用に関す

る検討 

 

4.1  検討概要 

本章では浚渫工に続き 3 次元データ等の活用を導入す

る港湾分野についての検討を行う．検討内容は，港湾工

事全体及び各工程に係る 4 つの施工プロセス及び ICT 建

設機械による施工（情報化施工）に ICT を全面的に活用

した場合の効果と課題を比較することにより，効果が期

待される工種と試行時に考慮すべき事項を提案・提示す

ることである． 

図-4.1 に本章での検討フローを示す． 

 

 

図-4.1 4 章検討フロー 

 

4.2  導入基準の提示 

本節では，導入効果と課題を比較検討した際の導入基

準を示す．基準は，生産性や安全性，品質が導入により

向上するか否かの定性的な指標である． 

まず，当該の施工段階そのものに導入効果が期待でき

るものとして，Ⅰ．作業自体の効率が向上するもの（以

下，Ⅰ．効率が向上という．），Ⅱ．作業自体の品質や安

全性が向上するもの（以下，Ⅱ．安全性が向上という．）

の 2 つを挙げる．これらは，導入により効率や安全性の

向上が期待でき，挙げられた課題については基準やマニ

ュアルの整備で克服できるものである．Ⅱ．安全性が向

上する場合でも，極度に効率が低下してしまう場合もあ

るため，2 つとも満たすものを導入基準の 1 つ目とする

（基本的には効率と安全性等の片方が極度に下がらない

こととする．以下，導入基準 A という）． 

導入基準 A に含まれないもので，取得した 3 次元デー

タを後工程（継続工事や維持管理段階）で利用した場合

に効率向上等の効果が期待できるものがある．これは i-

Construction が目指す建設生産プロセス全体での生産性

向上に合致するため，過度に当該の施工段階そのものが

非効率にならない等の方策を定めたうえで導入を進める

ものとする．これを 2 つ目の導入基準とする（以下，導

入基準 B という）． 

導入基準に適合しない過度に効率が低下するものや現

状で克服できない課題があるもの等については今後導入

を検討するものとする． 

図-4.2 に適用基準への適合確認フローを示す． 

 

 

図-4.2 導入基準適合確認フロー 

 

4.3  現場のニーズの把握 

検討の実施にあたり，現場のニーズの把握のためにア

ンケートを実施した．以下に概要と結果及び分析を示す． 

アンケート票は巻末の付録 A，回答及び集計を付録 B
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に示す． 

 

(1)  アンケート概要 

・アンケート名：港湾工事における i-Construction の拡大

についてのアンケート（以下，施工アンケートという．） 

・対象者：（一社）日本埋立浚渫協会理事会社 11 社 

・実施期間：2017 年 10 月 3 日～11 月 8 日 

・回答数：12（2 件回答した会社あり） 

・質問事項：以下①～⑥を選択式及び記述式で実施 

①ICT 浚渫工の生産性向上効果や課題等について 

②NMB 測量の実情及び SB と比較した生産性，性能，

使い勝手等について 

③NMB 以外の UAV，LS 等の ICT 計測機器の港湾分野

への導入について 

④浚渫工に続く ICT 活用工事について 

⑤3 次元 CAD などのソフト導入状況について 

⑥i-Construction についての自由意見 

 

以下に質問毎の結果と分析を示す． 

 

(2)  ICT 浚渫工の生産性向上効果や課題等について 

 

a) 回答結果 

ICT 浚渫工の生産性向上効果は，「大きい」が 50%，「小

さい」が 25%であった（図-4.3）． 

 

 

図-4.3 施工アンケート結果（1） 

（ICT 浚渫工の生産性向上効果の大小） 

 

向上効果の大きいものとして，「測量・数量計算作業の

効率化」が 42%，「海中の可視化」が 34%であった（図-

4.4）． 

課題は，「機械及びソフトへの投資」が 34%，「手待ち

の発生」，「NMB 等の操作技能の向上」がそれぞれ 25%で

あった（図-4.5）． 

 

図-4.4 施工アンケート結果（2） 

（ICT 浚渫工の生産性向上効果が大きいもの） 

 

 

図-4.5 施工アンケート結果（3） 

(ICT 浚渫工の課題) 

 

表-4.1に ICT浚渫工の効果と課題として挙がった代表

的意見を示す． 

 

b) 分析 

ICT 浚渫工により生産性は上がる．しかし NMB の解

析に時間を要し非効率になる場合があり，浚渫工より施

工範囲が狭い工事では影響が大きくなる可能性がある． 

課題として，複数回答があった解析中の手待ち発生，

NMB 等の操作技能，機器類とソフトが高額の 3 つは，浚

渫工に続く ICT 活用に際しても課題になると思われる． 

ICT 浚渫工は，本検討の範疇外であるため，ICT 浚渫

工自体の生産性について本検討では取り上げない．使用

される NMB は本検討において主要な部分を占める機器

であるため，浚渫工に続く ICT 活用に関する NMB 固有

の効果と課題に係る意見は取り上げるものとする． 

  



国総研資料 No.1024 

-21- 

表- 4.1 ICT 浚渫工の効果と課題(施工アンケート) 

 代表的意見 

効果 ・一度に広範囲の海底状況を把握できる（A 社）． 

・海中の可視化による堀り残し，手戻りの削減（複

数）． 

・3 次元データ利用による数量計算の省力化（B

社）． 

課題 ・ノイズ除去等解析に時間を要し，手待ちが発生す

ることもある（複数）． 

・3 次元設計データ作成が負担（C 社）． 

・自社職員の NMB の操作技能向上（複数）． 

・NMB，解析ソフト，3 次元 CAD が高価である（複

数）． 

・計測精度±10cm が厳しい（複数，問題なしも 1 社

あり D 社）． 

 

(3)  NMB 測量の実情及び SB と比較した生産性，性

能，使い勝手等について 

ここでは，NMB 測量自体と浚渫以外への NMB の導入

について記載している． 

 

a) 回答結果 

NMB 測量の実施は，「外注」が 83%を占め，「自社」で

実施の 17%を大きく上回った（図-4.6）． 

 

 

図-4.6 施工アンケート結果（4） 

(NMB 測量の実施形態) 

 

実施目的では，「浚渫工事の測量」の 50%に次ぎ，「浚

渫以外の工事の測量」が 42%であった（図-4.7）． 

導入経緯として，「技術提案」が 42%，「測量の効率化」

が 33%，「水中可視化技術の研究開発」が 25%であった

（図-4.8）． 

 

 

図-4.7 施工アンケート結果（5） 

(NMB 測量の実施目的) 

 

 

図-4.8 施工アンケート結果（6） 

(NMB 測量の導入経緯) 

 

従来の SBとの生産性比較については，「上がる」が 83%

を占め，「下がる」は 0%であった（図-4.9）． 

 

 

図-4.9 施工アンケート結果（7） 

(NMB と SB の生産性比較) 

 

SB より生産性が下がるとの意見は無いが，解析待ちの

工程への影響を懸念する意見が挙げられた． 

NMB と SB の使い勝手について，「一長一短」との回

答が一番多数の 58%を占めた（図-4.10）． 
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図-4.10 施工アンケート結果（8） 

(NMB と SB の使い勝手の比較) 

 

取得点密度，計測精度については，目的や対象に応じ

て設定する必要があるとの意見が多数寄せられた． 

過去の実施における解析に要した時間は，ばらつきが

あった．2 日～1 週間との回答で，測量面積を記載した回

答もあったが，同じ所要 2 日でも面積が 10 倍以上違うケ

ースがあった． 

解析における課題は，適度なデータ量への調整，解析

ソフトの改良（操作性，ノイズ除去自動化等）などが挙

げられた． 

表-4.2 に NMB の効果と課題の代表的意見を示す． 

 

表-4.2 NMB の効果と課題(施工アンケート) 

 代表的意見 

効果 ・ビーム幅が広いことによる測量範囲の拡大と精

度向上（複数）． 

・詳細データの取得による施工計画の詳細化，手戻

りの削減，数量計算の迅速化（複数）． 

・海中の可視化による安全性向上，手戻りの削減

（複数）． 

課題 ・システムが複雑で艤装に多大な労力（複数）． 

・解析に時間を要する（多数）． 

・狭い範囲では却って非効率に（E 社）． 

・目的に応じた取得点密度の設定．複雑な場所は密

に，平坦な場所は粗に．許容範囲の厳しい捨石本均

しや形状把握のためのブロック据付は密に．後々

の解析や利用に影響しない適度なデータ量に（多

数）． 

・目的に応じた計測精度の設定（複数）． 

・計測精度の基準（ICT 浚渫工であれば±10cm）の

達成率の設定（B 社） 

・解析ソフトの操作性等の改良（複数） 

・解析ソフトが高価（複数）． 

b) 分析 

NMB は浚渫工に特化した測量技術ではなく，他工種に

適用できる可能性を示す意見が多かった． 

外注での実施が多く，解析に要する時間は測量会社に

より差異があり単純比較できない．更なる利用による技

術の向上とデータの蓄積が必要である． 

解析に時間を要する制約の中で，稼働日数に限りがあ

る港湾では，待機を生じさせないことを前提に生産性や

安全性向上につながる導入工種を選び，工種に合った適

用範囲，計測精度，取得点密度等を定める必要がある． 

 

(4)  NMB 以外の UAV，LS 等の ICT 計測機器の港湾分野

への導入について 

 

a) 回答結果 

近年普及が進む水中ソナー（4.6 参照）は，普及が進む

（「港湾工事で」，「難易度が高い港湾工事で」，「港湾工事

以外でも」の 3 つの回答）が 58%で，「高価なため普及が

進まない」の 33%を上回った（図-4.11）． 

 

 

図-4.11 施工アンケート結果（9） 

(水中ソナーの今後の動向) 

 

水中ソナーが「難易度が高い工事で」普及するとの回

答の補足として，高価なため費用対効果が望める場合に

限るとの意見があった． 

陸上部への UAV，LS の導入効果については，「効果が

期待できる」が 75%を占めた（図-4.12）． 

期待するとの回答の補足として，岸壁前面等の直立部

があること，海上に評定点が設置できないこと，波の影

響がある水面付近のデータの取り扱い等，港湾の特徴に

対しての言及があった． 
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図-4.12 施工アンケート結果（10） 

(UAV,LS の港湾工事への導入について) 

 

その他期待できる ICT 機器は，作業中のリアルタイム

可視化技術，作業船の MC 化及び自動化，水中位置検知

装置（水中 GNSS），水中 MC 又は MG バックホウ，ICT

施工管理システム等が挙げられた． 

機器の購入費や開発費への費用補助の仕組みが必要で

あるとの意見が複数寄せられた． 

表-4.3 に NMB 以外の ICT 機器導入の効果と課題とし

て挙がった代表的意見を示す． 

 

b) 分析 

効果が期待される機器類が多く，早期の検証と導入へ

向けた動きが必要である． 

港湾独自の現場条件にあった機器類の選定や測定方法 

が必要である． 

水中ソナーほか高額な機器類が多く，如何に価格を下

げるかが課題である． 

新機器の導入や機器開発費等への補助の仕組み作りに

あたり，費用対効果の検証が必要であるが，導入事例が

少なく，今後のデータの蓄積が必要である． 

 

(5)  浚渫工に続く ICT 活用工事について 

 

a) 回答結果 

3 次元点群データを活用するのによいと思われる工事

として，「防波堤築造工事」が一番多く 50%，次いで「地

盤改良工事」が 25%であった（図-4.13）． 

「その他」として工事の種類に拘らずに，海中の可視

化が生産性や安全性の向上につながる工種に導入すべき

との意見があった． 

3 次元点群データの導入効果がある工種として挙がっ

たのは，基礎工，消波工，裏込工，被覆工，埋立工等で

ある．工事完成時の点群データが維持管理に有効という 

表-4.3 その他 ICT 機器の効果と課題(施工アンケート) 

 代表的意見 

効果 ・水中ソナーは大水深，視界が制限される海域で有

効（A 社）． 

・UAV や LS は，消波ブロック上等の立入りが危

険な場所への適用に効果あり（F 社）． 

・その他 ICT 機器として期待されるもの． 

作業員がリアルタイムで認識できる可視化技術

（複数）． 

海中で GNSS の代替となる位置検知装置（G社）． 

均し作業への水中バックホウの活用（複数）． 

安全性向上のための潜水士の位置情報システム

（H 社）． 

課題 ・水中ソナーは高価かつ，リースもない（複数）． 

・水中ソナーは費用対効果が望める場合に限り普

及する（D 社）． 

・UAV 等については，直立部，海上に評定点が設

置できないといった既存の ICT 土工に無かった港

湾独自の課題がある（A 社）． 

・条件が多様で必要な精度を確保するためにさら

なる経験の蓄積が必要（A 社）． 

・水面付近のデータの合成方法や取り扱い方法（複

数）． 

・その他 ICT 機器についての課題． 

作業船の自動化は可能，安全性に課題あり（D

社）． 

作業船の MC 化の開発費用が高額（C 社）． 

高額な機器への導入費用補助が必要（複数）． 

 

 

図-4.13 施工アンケート結果（11） 

(ICT 浚渫工に続く 3 次元データ活用について) 

 

建設生産プロセス全体での効果を期待する意見もあった． 

一方，現状導入が困難なものとして挙がったのは，地

中の構造物（地盤改良工，杭等の根入部），出来形管理基

準が厳しい捨石本均しなどであった． 
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3 次元点群データ以外の活用として挙がったのは，さ

らなる精度向上が見込める GNSS による測位技術（船舶

誘導，ブロック据付誘導，材料投入位置誘導等への利用），

人が近づけない箇所での写真撮影技術（UAV やラジコン

ボート），作業員の健康状態を把握する技術，リアルタイ

ム施工のための AR（Augmented Reality；拡張現実）技術

等である． 

表-4.4に浚渫工に続く ICT活用工事についての効果と

課題の代表的意見を示す． 

 

b) 分析 

データ活用によい工事の 2 位の地盤改良は，現状導入

が困難なものの意見にも挙がったとおり，地中の改良体

を 3 次元出来形測量をする技術がないため，設計データ

の 3 次元化や施工記録を反映した 3 次元モデルの作成と

いった CIM 技術の活用と盛上土砂撤去といった原地盤

の把握への効果を期待しているものと思われる． 

浚渫工に続く工事として防波堤築造工事への意見が多

かったが，工事を構成する各工種の特性により，導入に

向き不向きがあることが指摘されている． 

よって工事に依らず効果のある構造や工種に着目して

導入を検討する必要がある． 

 

(6)  3 次元 CAD などのソフト導入状況について 

 

a) 回答結果 

整備状況としては，「整備中でまだまだ時間がかかる」

が半数，「対象工事の都度準備する状況」が 33%で，「整

備済み」の 17%を大きく上回った． 

 

b) 分析 

整備が進まない原因は高額であることで i-Construction

を推進する上での大きな課題といえる． 

陸上分野の ICT 土工等へ対応するソフトは多くあるが，

港湾分野に対応するものが現状少ないことも整備が遅れ

ている一因と考えられる． 

ICT 浚渫工等の制度の進展とともに順次整備が進んで

いくものと思われる． 

 

(7)  i-Construction についての自由意見 

表-4.5 に代表的自由意見を示す． 

本節で取り上げた施工アンケートの結果は，3 次元デ

ータ等の ICT 活用の拡大を行った場合に，施工者が現場

で想定する事象である． 

 

表-4.4 浚渫工に続く ICT 活用工事の効果と課題 

（施工アンケート） 

 代表的意見 

効果 ・沖合の位置把握がしやすくなる防波堤への導入

が有効（A 社）． 

・長期の施工となる防波堤でデータ共有に効果あ

り．維持管理にも利用できる（複数）． 

・複雑形状の多い岸壁の把握に有効（I 社）． 

・地盤改良後の海中地盤の状況（盛上土砂）把握に

有効（B 社）． 

・工事種類に依らず，海中の可視化が生産性，安全

性向上につながるものへの活用がよい（A 社）． 

・3 次元データ等の ICT 活用が期待されるもの． 

測定が困難な消波ブロックの把握に有効（複

数）． 

ブロック据付や海中の出来形測量時の潜水作業

軽減による安全性向上（複数）． 

杭の出来形測量時の陸上（LS 等）からの測量に

よる効率，安全性向上（A 社）． 

海中の障害物撤去に有効（D 社）． 

既設構造物と新設構造物の干渉確認に期待（G

社）． 

みちびきの登場による GNSS 精度向上を利用し

た機器（船舶誘導，ブロック据付誘導，材料投入位

置誘導，船舶航行管理など）（A 社）． 

UAV，ラジコンボートによる撮影技術（A 社）． 

作業員の健康状態を把握する技術（C 社）． 

基礎工，消波工への水中ソナー＋AR（拡張現実）

技術によるリアルタイム施工（J 社）． 

課題 ・防波堤では，NMB の解析待ちにより，限られた

静穏日を逃し，工程に影響する懸念（F 社）． 

・3 次元データ等の ICT 活用についての課題． 

地中構造物（地盤改良や杭の根入部）はデータ取

得が困難（複数）． 

出来形許容範囲の厳しい工種への適用が難しい

（計測精度を上回る）（A 社）． 

機器の低価格化と操作，解析技能者の増加（I

社）． 

必要性がないものへは適用しない（K 社）． 

 

次節の導入時に想定される効果と課題は，施工アンケ

ートの結果を踏まえ抽出している． 
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表-4.5 i-Construction についての自由意見 

分類 代表的意見 

目的 ・ICT 導入を目的にしてはいけない（複数） 

制度 ・工程毎のパイロット事業が重要．従来方式と

の単純な生産性の比較のみならず，多様な構造

物の要求仕様に対した測量自体の効率，生産性

向上効果の検証が必要（A 社）． 

・新しい取り組みということで制度を見直しな

がら運用するため，現場で受発注者が協議しな

がら進めていく体制が望ましい（B 社）． 

・（制度が進んだ後の）3 次元データの使用条件

について，民間利用は可能となるのか，仕組みが

必要（H 社）． 

技術 ・NMB の解析時間の短縮が必要（F 社）． 

・ICT を活用したシステムの汎用性の高度化が

必要（J 社）． 

生産性 ・生産性向上に資する機械，ロボットの開発に

ついて，施工者が行うには負担が大きい．官民で

開発できる仕組みが必要（C 社）． 

・ICT の初期投資は高額，導入当初は経済性の向

上には繋がらないこともあるが，生産性向上が

喫緊な課題のため，国の支援が必要（D 社）． 

・効率が向上しても，経費が多大になると企業

としては厳しい．コストアップ分の工事価格へ

の反映が必要．普及が進めば将来的コストダウ

ンにつながる（複数）． 

4.4  導入時の効果と課題の比較検討 

 

(1)  3 次元データを取得する ICT 計測機器 

ここでは ICT 浚渫工に続く 3 次元データ等の ICT 活用

を検討する際に考慮する 3 次元データを取得する計測機

器について記載する．本章の検討では，既存の 4 つの施

工プロセスと情報化施工を対象としているので，標準化

（ICT 活用工事における基準化）が済んでいる機器を用

いる．標準化していない新技術については，4.6 でさらな

る生産性向上に資する計測技術として紹介する． 

標準化済みの機器は，海中は NMB，陸上は写真測量に

用いる UAV，UAV レーザー，LS，TS，GNSS ローバーで

ある．表-4.6～4.8 に機器一覧を示す． 

表中の普及度について，全国で普及しているものを

「大」，全国規模の会社で使われ，地方の会社ではあまり

普及していないものを「中」，実証試験や開発段階のもの

を「小」としている． 

また即時性は，計測結果をリアルタイムにモニター表

示できるか否かを表すものとする． NMB，写真測量に用

いる UAV，UAV レーザー，LS は 3 次元データ作成のた

めの解析に時間を要する．TS は現地測量後，測量結果か

ら座標を算出する必要がある．GNSS ローバーは取得デ

ータの解析は必要ないが，多点測量には向かない． 

 

 

 

 

表-4.6 検討(4 章)に用いる ICT 計測機器一覧(1/3) 

ICT 計測機器名称 NMB 写真測量に用いる UAV 

適用範囲 海中 陸上 

標準化 ICT 浚渫工 ICT 土工 

普及度 中 大 

即時性 なし なし 

精度※ ±10cm 以内 39) ±50mm 以内 19) 

特徴 海中を最も効率的かつ広範囲に測量 地物を効率的かつ広範囲に測量 

課題・短所 浅海部のデータ精度，浚渫工以外への適用性 港湾構造物への適用性，特定点の測量が困難 

※精度の単位は各種マニュアルの単位表記に合わせている． 
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表-4.7 検討(4 章)に用いる ICT 計測機器一覧(2/3) 

ICT 計測機器名称 UAV レーザー LS 

適用範囲 陸上 陸上 

標準化 ICT 土工 ICT 土工,舗装工 

普及度 中 大 

即時性 なし なし 

精度※ ±50mm 以内 44) 
(土工)±20mm 以内 12) 

(舗装工)鉛直±4 ㎜以内 45) 

特徴 構造物や地形の陰の測量が可能 地物を高精度に測量（UAV より狭い範囲） 

課題・短所 
港湾構造物への適用性，特定点の測量が困難 

UAV 写真測量より高価 

機械設置箇所が限定，港湾構造物への適用性 

特定点の測量が困難 

※精度の単位は各種マニュアルの単位表記に合わせている． 

 

表-4.8 検討(4 章)に用いる ICT 計測機器一覧(3/3) 

ICT 計測機器名称 TS GNSS ローバー 

適用範囲 陸上 陸上 

標準化 ICT 土工,舗装工 ICT 土工 

普及度 大 大 

即時性 なし あり（x,y,z のモニター表示） 

精度※ 
距離±(5mm＋D×5.0×10-6)以内 

D:計測距離[mm] 46) 
平面±20 ㎜以内，鉛直±30 ㎜以内 47) 

特徴 特定点の 3 次元座標を計算にて取得 特定点の 3 次元座標直接取得 

課題・短所 
機械設置箇所が限定 

多点測量が非生産的 

人の立ち入れる場所のみ測量可能 

多点測量が非生産的 

※精度の単位は各種マニュアルの単位表記に合わせている． 

 

(2)  効果と課題を抽出する作業区分の選定 

続いて現状考えられる 3 次元データ等の ICT 活用を行

う場合の効果と課題を抽出する．抽出は，前節の施工ア

ンケートの分析の工事に依らず効果のある構造や工種に

着目して導入を検討する必要性を考慮して，工事におい

て出来形管理,検査を実施する作業単位である港湾工事

工種体系ツリーレベル 4 毎に行う．ただしレベル 4 は多 

数あるとともに類似の内容のものが多いため，今回類似

作業で整理した「作業区分」を定義し行った． 

作業区分の選定手順は，図-4.14 のとおりとする．  

ⅰ) 出来形管理を実施する単位となる港湾工事工種体

系ツリー48) のレベル 4 から，港湾工事共通仕様書に出

来形管理基準 49) が定められているものを選ぶ． 

ⅱ) ⅰ) より頻度の高いものを選ぶ． 

ⅲ) ⅱ) より既存の ICT 活用工事で対応できるもの，

地盤改良工事，仮設工を除く． 

ⅳ) ⅲ) について類似性のあるものに分類整理し，作

業区分とする． 

 

図-4.14 作業区分選定手順 

 

選定した作業区分を表-4.9 に示す．選定された作業区

分をまとめ直したものが表-4.10 になる． 

ⅲ) の既存の ICT 活用工事で対応できるものは，ICT

土工で対応可能な陸上の土砂掘削及び盛土，路床盛土，

ICT 舗装工で対応可能なアスファルト，コンクリート両

舗装工の下層路盤及び上層路盤，アスファルト舗装工の

基層と表層，ICT 浚渫工で対応可能な，海中の床掘，盛
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表-4.9 効果と課題を抽出する作業区分 

港湾工事工種体系ツリー48)（手順ⅲ該当） 
区分のための類似性 

作業区分 

(手順ⅳ該当) レベル 2 レベル 3 レベル 4 

基礎工 基礎捨石工 基礎捨石 機械による石材投入 (a)投石・均し 

捨石本均し 潜水士等による均し (a)投石・均し 

捨石荒均し 潜水士等による均し (a)投石・均し 

洗堀防止工 洗堀防止 マットシート敷設 (b)マット等敷設 

本体工 

(ケーソン式) 

ケーソン製作工 マット 陸上でのコンクリート構造物製作 (c)ブロック等製作 

コンクリート 陸上でのコンクリート構造物製作 (c)ブロック等製作 

中詰工 据付 本体工の大型構造物の据付 (d)ケーソン据付 

砂・石材中詰 本体の中詰 (e)中詰投入 

蓋コンクリート工 蓋コンクリート 本体の蓋コンクリート (f)蓋コンクリート打設 

据付 本体工の大型構造物の据付 (d)ケーソン据付 

本体工 

(ブロック式) 

本体ブロック製作工 コンクリート 陸上でのコンクリート構造物製作 (c)ブロック等製作 

本体ブロック据付工 本体ブロック据付 本体工の大型構造物の据付 (d)ケーソン据付 

中詰工 砂・石材中詰 本体の中詰 (e)中詰投入 

蓋コンクリート工 蓋コンクリート 本体の蓋コンクリート (f)蓋コンクリート打設 

本体工 

(鋼矢板式) 

鋼矢板工 鋼矢板･鋼管矢板 矢板及び杭の打設 (g)鋼矢板等打設 

控工 控鋼矢板 矢板及び杭の打設 (g)鋼矢板等打設 

控鋼杭 矢板及び杭の打設 (g)鋼矢板等打設 

腹起 腹起タイ材一連作業 (h)腹起タイ材取付 

タイ材 腹起タイ材一連作業 (h)腹起タイ材取付 

本体工(鋼杭式) 鋼杭工 鋼杭 矢板及び杭の打設 (g)鋼矢板等打設 

被覆・根固工 被覆石工 被覆石 機械による石材投入 (a)投石・均し 

被覆均し 潜水士等による均し (a)投石・均し 

被覆ブロック工 被覆ブロック製作 陸上でのコンクリート構造物製作 (c)ブロック等製作 

被覆ブロック据付 ブロックの据付 (i)ブロック据付 

根固ブロック工 根固ブロック製作 陸上でのコンクリート構造物製作 (c)ブロック等製作 

根固ブロック据付 ブロックの据付 (i)ブロック据付 

上部工 上部コンクリート工 コンクリート ― (j)上部コンクリート打設 

付属工 係船柱工 係船柱 上部コンクリートに付属 (j)上部コンクリート打設 

防舷材工 防舷材 上部コンクリートに付属 (j)上部コンクリート打設 

車止・縁金物工 車止 上部コンクリートに付属 (j)上部コンクリート打設 

縁金物 上部コンクリートに付属 (j)上部コンクリート打設 

防食工 電気防食 鋼矢板等に付属する (g)鋼矢板等打設 

消波工 消波ブロック工 消波ブロック製作 陸上でのコンクリート構造物製作 (c)ブロック等製作 

消波ブロック据付 ブロックの据付 (i)ブロック据付 

裏込・裏埋工 裏込工 裏込材 機械による石材投入 (a)投石・均し 

裏込均し 潜水士等による均し (a)投石・均し 

吸出し防止材 マットシート敷設 (b)マット等敷設 

舗装工 コンクリート舗装工 コンクリート舗装 コンクリート舗装 (k)コンクリート舗装 

構造物撤去工 撤去工 石材撤去 機械による石材投入 (a)投石・均し 

ブロック撤去 ― (l)ブロック撤去 
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表-4.10 選定作業区分一覧 

記号 選定作業区分 手順ⅲ)該当工種体系 レベル 2－レベル 3－レベル 4  48) 

a 投石・均し 

基礎工－基礎捨石工－基礎捨石 基礎工－基礎捨石工－捨石本均し 

基礎工－基礎捨石工－捨石荒均し 

被覆･根固工－被覆石工－被覆石 被覆･根固工－被覆石工－被覆均し 

裏込･裏埋工－裏込工－裏込材 裏込･裏埋工－裏込工－裏込均し 

構造物撤去工－撤去工－基礎石撤去 

b マット等敷設 
基礎工－洗堀防止工－洗堀防止 

裏込･裏埋工－裏込工－吸出し防止材 

c ブロック等製作 

本体工(ケーソン式)－ケーソン製作工－マット 

本体工(ケーソン式)－ケーソン製作工－コンクリート 

本体工(ケーソン式)－ケーソン進水据付工－バラスト 

本体工(ブロック式)－本体ブロック製作工－コンクリート 

被覆･根固工－被覆ブロック工－被覆ブロック製作 

被覆･根固工－根固ブロック工－根固ブロック製作 

消波工－消波ブロック工－消波ブロック製作 

d ケーソン据付 
本体工(ケーソン式)－ケーソン進水据付工－据付 

本体工(ブロック式)－本体ブロック据付工－本体ブロック据付 

e 中詰投入 
本体工(ケーソン式)－中詰工－砂･石材中詰 

本体工(ブロック式)－中詰工－砂･石材中詰 

f 
蓋コンクリート 

打設 

本体工(ケーソン式)－蓋コンクリート工－蓋コンクリート 

本体工(ブロック式)－蓋コンクリート工－蓋コンクリート 

g 鋼矢板等打設 

本体工(鋼矢板式)－鋼矢板工－鋼矢板･鋼管矢板 

本体工(鋼矢板式)－控工－控鋼矢板 本体工(鋼矢板式)－控工－控鋼杭 

本体工(鋼杭式)－鋼杭工－鋼杭 

付属工－防食工－電気防食 付属工－防食工－防食塗装 

h 腹起タイ材取付 本体工(鋼矢板式)－控工－腹起 本体工(鋼矢板式)－控工－タイ材 

i ブロック据付 

被覆･根固工－被覆ブロック工－被覆ブロック据付 

被覆･根固工－根固ブロック工－根固ブロック据付 

消波工－消波ブロック工－消波ブロック据付 

j 
上部コンクリート 

打設 

上部工－上部コンクリート工－上部コンクリート 

付属工－係船柱工－係船柱 付属工－防舷材工－防舷材 

付属工－車止･縁金物工－車止 付属工－車止･縁金物工－縁金物 

k コンクリート舗装 
舗装工－コンクリート舗装工－コンクリート舗装 

道路舗装工－コンクリート舗装工－コンクリート舗装 

l ブロック撤去 構造物撤去工－撤去工－ブロック撤去 

上土砂撤去，土砂掘削及び盛土そしてケーソン撤去であ

る． 

また，地中の 3 次元測量技術が確立されていない地盤

改良工と 3 次元データの建設生産プロセス全体における

一貫利用という目的から外れる仮設構造物が対象となる

仮設工をⅲ) において除外している． 

ⅳ) の整理のための類似性とは，捨石本均しや被覆均

し等が該当する潜水士等による均しや被覆ブロック据付

や消波ブロック据付等が該当するブロックの据付等であ

る．潜水士による均しは基礎捨石や被覆石の投入後に行

われることが一般的で一連の作業と考えられるため，こ

れらはひとつの作業区分とする． 

選定した 12 の作業区分毎に導入時の効果と課題を抽

出する． 
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(3)  作業区分における効果と課題の抽出と比較検討 

効果と課題の抽出の前提として，3 次元データ等の ICT

活用を行う 4 つのプロセスのうち，①3 次元起工測量と

③3 次元出来形測量についての現況について確認する． 

起工測量は，契約後の早期に実施し，工事着手までに

測量結果と数量計算書を提出する．結果の取りまとめと

数量計算には数日要するために可能な限り早く測量を実

施するのが一般的である． 

出来形測量は，各工程（レベル 4）の終了時に行う．作

業終了日またはその翌日に，受注者が自主出来形測量を

実施，即日に成果をまとめて発注者へ施工状況検査願を

提出，翌日施工状況検査（発注者立ち合いの下の出来形

検査）を実施する．検査の合格後に次の工程へ移るのが

一般的な流れである．港湾においては，波浪等により作

業日数が限定されるため，測量後の成果取りまとめによ

る待機が生じないようにしている． 

寸法や測深等の測量方法として，陸上はスチールテー

プやレベル，海中はスチールテープ，レベル（水中スタ

ッフ使用）の他に水中水準測量装置や SB 式音響測深機

を用いて，主に 10m 毎に設定される管理断面において測

量を行う．一部では NMB も使用されている． 

また位置出し測量は，陸上では GNSS の使用や基準点

を設置し TS により行う方法が，海上では船上にて GNSS

を使用することが一般的である．海中については，既設

構造物からの追い出しと船上の GNSS や地上既知点から

の見通しをもとに重錘を落とすことの組み合わせが用い

られている． 

以上の現況を踏まえ，前項で選定した作業区分毎に効

果と課題を抽出し，比較検討の上で導入基準への適合を

確認する． 

 

(4)  投石・均し 

 

a) 効果 

NMB 導入により，SB で把握できなかった海底形状の

詳細を把握できるようになり，追加投石や石材撤去の手

間，又は把握できない箇所を無くすために SB の測線を

増やすといった手間を削減できる（Ⅰ．効率が向上に該

当，図-4.15）． 

情報化施工として GNSS によるリアルタイムの平面位

置情報を用いた投石位置誘導システム等の活用により施

工の能率や精度（品質）の向上が期待できる（Ⅰ．効率

が向上及びⅡ．安全性が向上に該当，図-4.16）．NETIS

（新技術情報提供システム）に登録されているものには，

投入能力増大により 18%の工程短縮効果があるとしてい 

 

図-4.15 NMB による詳細な海底地形把握 

 

 

図-4.16 投石位置誘導システムイメージ 50) 

 

るものがある 50）． 

均しの現状の出来形測量は，10m 毎の管理断面におい

て，10m 間隔の測点と変化点で高さを測っている．NMB

の導入により，調査潜水士による目視確認だけであった

中間部分の高さが確認できるようになり精度（品質）が

向上する（Ⅱ．安全性が向上に該当，図-4.17）． 

 

 

図-4.17 均し面中間部の可視化 

 

海中の高さの測量は，潜水士が水中スタッフや水中水

準測量装置を持って計測点 1 点ずつ移動し行う．1 回の

測量につき，数十点測り，約 2～3 時間要する．その上，
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施工状況検査の実施にあたり，当日のスムーズな検査実

施のためにスチールテープや写真撮影用の測点ナンバー

記載のプレート設置等の事前準備があり，潜水士の負担

が大きい．NMB 導入により出来形測量時の潜水作業が削

減される（Ⅱ．安全性が向上に該当）．これは施工アンケ

ートに寄せられた現場ニーズ（表-4.4）である． 

裏込均しの陸上部分は，直接立ち入って測量を行って

いる．法面は滑りやすく海中転落のリスクが高い（図-

4.18）． UAV や LS の導入により，法面へ立ち入ること

なく測量が行えるようになる（Ⅱ．安全性が向上に該当）．

これは，立入りが危険な場所への適用に効果ありという

施工アンケートに寄せられた現場ニーズ（表-4.3）でも

ある． 

 

 

図-4.18 裏込工陸上部状況（筆者撮影，2011 年） 

 

大規模な先行捨石工事は，施工範囲が広く，SB や潜水

士による出来形測量に時間を要するため，NMB 導入で測

量時間が短縮される．これは ICT 浚渫工でも確認されて

いる効果である． 

 

b) 課題 

捨石本均しの出来形管理基準の許容範囲は±5cm であ

る．一方 NMB の計測精度は，ICT 浚渫工が定める±10cm

以内である 39)．計測精度の方が大きいため，適用は現状

厳しい．施工アンケートの結果（表-4.4）にある意見で

もある．波浪等を考慮すると現状計測精度の大幅な向上

は望めない．ただし ICT 土工のように，許容範囲に平均

値を採用値し，各測点の許容範囲を緩和する方策もある

（2.3 (5)参照）．以下同様の課題は，出来形管理基準（許

容範囲）の検討と記載する． 

捨石荒均しや被覆均しの許容範囲は±30cm（上載物が

ある場合）や±50cm である．均しを行わない投石面は±

70cm であることが一般的である．±50cm や±70cm を対

象に計測精度±10cm の NMB を使用することは過剰とも

思われる．許容範囲に応じた精度の緩和は検討の余地が

あり，廉価版の計測機器使用の可能性につながる．使用

可能となる機器が増えることで制度の裾野を広げること

ができる．以下同様の課題は，許容範囲に応じた精度の

妥当性検討と記載する． 

施工アンケートの結果にも多くの懸念があった NMB

測量の解析による待機時間の発生については，現状大幅

な解析時間の短縮は望めない．静穏度に係る稼働日数や

工程上の余裕日数の有無により待機発生が許容されるか

を事前に検討，協議し，工程に余裕のある範囲で導入す

るとよい（図-4.19）．以下同様の課題は，解析中の待機

発生と記載する． 

 

 

図-4.19 導入による解析待ちの影響例 

 

施工アンケート結果の NMB の課題（表-4.2）として，

目的に応じた取得点密度の設定が挙がった．捨石本均し

など高い精度が要求されるものは密に点群を取得するの

が一般的である．一方で解析や後工程で利用するデータ

量が膨大となり生産性が損なわれないようにする必要が

ある．均し面（図-4.20）では過度に密度を高くすると

1,000kg 程度/個を扱う被覆均しなどで隙間を捉えてしま

う懸念もある．試行時にデータ蓄積し，対象物毎に適切

な点群密度を設定することが必要となる．以下同様の課

題は，点群密度の検討と記載する． 

 

 

図-4.20 捨石均し面（筆者担当工事で撮影，2009 年） 
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裏込均しは施工範囲が水陸両方になる場合がある．水

陸両データの合成方法や取り扱いが課題であることは施

工アンケートの結果（表-4.3）にも寄せられた．陸上（UAV

写真測量等）と水中（NMB）の測量結果を合わせてシー

ムレスな 3 次元データとする必要があるが，それぞれの

データの点群密度が異なる上に水面付近のデータの取得

点密度が低くなる（図-4.21）．この水面付近のデータの

検証事例が少ないため，試行時に標準部分に対して精度

低下がないか等の検証が必要である．以下同様の課題は，

水面付近データの妥当性評価と記載する． 

 

 

図-4.21 水面付近データ例 38) 

 

裏込均しの水中部分は NMBで測量することになるが，

浅海部分や狭隘な箇所に測量船が進入できない場合があ

る．ラジコンボート（無人航行船；Unmanned Maritime 

Vehicle，以下，UMV という．図-4.22）に NMB を搭載

し測量した事例 51) はあるが，広く普及していない．UMV

に搭載した際の NMB の精度検証法やマニュアル策定が

必要となる． 

 

 
図-4.22 UMV（Unmanned Maritime Vehicle）51) 

 

c) 比較検討 

捨石本均しの許容範囲の課題を除き，何れも試行時の

検証による基準，マニュアルの整備で克服できる可能性

が高く，現状導入を阻害するものはない．効果において，

導入基準 A のⅠ．効率が向上とⅡ．安全性が向上をとも

に満たしており，投石・均しへの導入を提案する． 

 

(5)  マット等敷設 

 

a) 効果 

情報化施工として GNSS によるリアルタイムの平面位

置情報を用いた誘導システム等の活用により施工の能率

の向上が期待できる（Ⅰ．効率が向上に該当）．しかしマ

ットの玉外しや微妙な敷設位置の調整を潜水士が行うこ

とから潜水士の削減効果は薄い． 

 

b) 課題 

合成樹脂系の洗堀防止マットや吸出し防止材（不織布，

ナイロンシート等）の厚みは NMB の分解能を下回る数

mm のものが多く，敷設後に NMB では認識ができない

ため 3 次元出来形測量ができない． 

 

c) 比較検討 

効果はⅠ．効率が向上のみ含まれ，導入基準 A を満た

さない．また課題として 3 次元出来形測量ができないた

め導入基準 B も満たさない． 

マット等敷設は今後導入を検討する． 

 

(6)  ブロック等製作 

 

a) 効果 

形状が複雑なスリットケーソン等のコンクリート体積

計算が 3 次元 CAD 等を利用した 3 次元数量計算により

容易になる（Ⅰ．効率が向上に該当）． 

 

b) 課題 

現状の出来形測量は，簡易に行え，十分品質が確保さ

れている．3 次元測量を導入した場合却って非効率とな

る可能性が高い．以下同様の課題は，3 次元測量自体が

非効率になると記載する． 

仮に 3 次元出来形測量を実施したとしても，製作され

たブロック等は別の場所に据え付けられるため，据付後

の 3 次元データが維持管理段階では必要になる．後工程

でのデータの必要性は低いといえる．以下同様の課題は，

データ取得の必要性と記載する． 

数量計算について，港湾分野では，コンクリート構造

物を対象とした 3 次元数量計算方法を策定する必要があ

る． 
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c) 比較検討 

効果は 3 次元数量計算においてのみ，Ⅰ．効率の向上

があり導入基準 A を満たさない．データ取得の必要性が

低いため導入基準 B も満たさない． 

ブロック等製作は今後導入を検討する． 

 

(7)  ケーソン据付 

 

a) 効果 

情報化施工としてリアルタイム平面位置情報を用いた

ケーソン据付システムの活用により施工の能率や精度

（品質）の向上が期待できる（Ⅰ．効率が向上及びⅡ．

安全性が向上に該当）．据付システムは，水位計等の注水

制御システムを兼ね備えるものが多く，据付用ワイヤー

等が張り巡らされているケーソン上の作業員を削減でき，

災害リスクの低減にもつながる（図-4.23）． 

 

 

図-4.23 ケーソン据付システムイメージ 52) 

 

b) 課題 

3 次元測量自体が非効率になる可能性が高い．現状の

出来形測量は簡易に行え，かつ十分品質が確保されてい

るためである．情報化施工で活用したリアルタイム位置

情報を出来形評価に利用できると測量手間が削減できる

ため，出来形評価への利用方法を検討する必要がある． 

データ取得の必要性は低い．据え付けしたケーソンは，

中詰投入や蓋コンクリート打設，上部コンクリート打設

により変位（沈下）する．動態観測を行うことで変位量

を把握でき，観測結果を工事完了時の 3 次元データに加

味することで十分に維持管理の初期値とすることができ

る． 

3 次元測量を実施した場合の解析中の待機発生も課題

である．外郭施設のケーソン据付は，安定性を考慮し，

据付から中詰投入，蓋コンクリート打設を一連で行う（図

-4.24）． 

静穏度が低く港湾ランクが高い（供用係数が大きい） 

 

図-4.24 ケーソン据付施工サイクル例 

 

港では，これを 2～3 日程度で行う．現場では，可能な限

りロスの無い作業を行う努力をしているために待機の発

生は，作業の性質上許されない．蓋コンクリート打設前

に波高が上がり，作業が中止となり，中詰が洗われ，手

戻りとなる可能性がある． 

 

c) 比較検討 

情報化施工の実施で導入基準 AのⅠ．効率が向上とⅡ．

安全性が向上をともに満たす．一方で 3 次元出来形測量

については，測量自体が非効率になるうえ許容できない

待機発生という導入の阻害要因がある．ただし情報化施

工のデータを出来形評価に活用できると効果が期待でき

るため，その検討の必要はある． 

データ取得の必要性は低く導入基準 B を満たさない． 

よってケーソン据付は，情報化施工の部分に限り導入

を提案する． 

 

(8)  中詰投入 

 

a) 効果 

現状の出来形測量は，各マス中央部 1 か所で天端高を

測っている（図-4.25）．点測量だったものが面で確認で

きるようになる．  

 

 

図-4.25 中詰出来形計測状況（筆者撮影，2013 年） 
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b) 課題 

3 次元測量自体が非効率になる可能性が高い．各マス

の規模が小さく（面積 20m2 以下程度），均し作業の段階

で密に測量しながら仕上げているため，面管理ができる

とはいえ精度（品質）向上効果は期待できない．現状行

える簡易な測量で十分品質を確保している． 

データ取得の必要性は低い．後工程の蓋コンクリート

が上に乗り，隠れてしまうためである． 

解析中の待機発生も課題である．(7)ケーソン据付で記

載のとおり，中詰投入はケーソン据付から蓋コンクリー

ト打設までの一連作業のひとつで，安定性を考慮すると

待機発生を許容できない． 

 

c) 比較検討 

期待される効果が薄い上，データ取得の必要性も低く

導入基準 B も満たさない． 

中詰投入は今後導入を検討する． 

 

(9)  蓋コンクリート打設 

 

a) 効果 

(8)中詰投入と同様，現状の出来形測量は各マス中央部

1 か所で天端高を測っている．点測量だったものが面で

確認できるようになる． 

 

b) 課題 

(8)中詰投入と同様で 3 次元測量自体が非効率になる

可能性が高い．各マスの規模が小さく，均し作業の段階

で密に測量しながら仕上げているため，面管理ができる

とはいえ精度（品質）向上効果は期待できない．現状行

える簡易な測量で十分品質を確保している．  

データ取得の必要性は低い．後工程の上部コンクリー

トが上に乗り，隠れてしまうためである． 

 

c) 比較検討 

期待される効果が薄い上，データ取得の必要性も低く

導入基準 B を満たさない． 

蓋コンクリート打設は今後導入を検討する． 

 

(10)  鋼矢板等打設 

 

a) 効果 

情報化施工としてリアルタイム位置情報を用いた打設

管理システムの活用により施工の能率や精度（品質）の

向上が期待できる（Ⅰ．効率が向上及びⅡ．安全性が向

上に該当）． また(7) ケーソン据付同様に情報化施工で

活用したリアルタイム 3 次元データを出来形評価に利用

できると測量手間が削減できるため，出来形評価への利

用方法を検討する必要がある． 

現状の出来形測量は，継手部の観察以外は抜き取りで

実施している．測量は全て地上部分で行っているが，導

入により（図-4.26），根入部分以外の海中を含む範囲を

面的に全数確認できるようになる．また LS 等により陸

上部分を計測すると，不安定な導材上での作業が減り安

全性が向上する（Ⅱ．安全性が向上に該当）．これは施工

アンケートに寄せられた現場ニーズ（表-4.4）である． 

 

 
図-4.26 鋼管矢板打設状況 53) 

 

電気防食の出来形測量は，潜水士により行われている．

鋼矢板の中間部分に設置されるため潜水士は海中にて浮

遊状態で（又は簡易足場等を設置して）作業を行う．導

入によりこの手間の削減となる．また，項目について，

共通仕様書では特記仕様書に記載とのことで明確になっ

ていないが，位置や高さ等を明確にできる． 

 

b) 課題 

点群密度の検討が必要である．ここでは対象物表示が

可能かどうかという観点からで，鋼矢板，鋼管矢板，控

鋼杭ともに厚みは数 cm であり，LS 等の計測機器で天端

を表示できるかという懸念がある．UAV 写真測量を出来

形測量に用いる場合，写真の地上画素寸法を 1cm 以内と

すること 19) になっているため，これを確保する方法や斜

め方向写真の利用を検討する必要がある．（図-4.27）． 

 

 

図-4.27 鋼矢板（筆者撮影，2004 年） 
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3 次元測量を実施した場合の解析中の待機発生も課題

である．後工程として腹起タイ材取付がある．鋼矢板式

は，係留施設等港内の静穏度が高い場所で採用されるの

が殆どであるため，外郭施設よりは待機発生に対して余

裕がある．工程に余裕のある範囲で導入するとよい． 

 

c) 比較検討 

情報化施工の実施で導入基準 AのⅠ．効率が向上とⅡ．

安全性が向上をともに満たす．課題に現状導入を阻害す

るものはない． 

鋼矢板等打設への導入を提案する． 

 

(11)  腹起タイ材取付 

 

a) 効果 

比較的構造が複雑であるため形状把握に役立つ（図-

4.28）．これは，複雑形状の多い岸壁の把握に有効という

施工アンケートに寄せられた現場ニーズ（表-4.4）であ

る． 

3 次元出来形測量の実施で部材が多く手間が掛かって

いる測量が簡易になり，煩雑な施工箇所へ立ち入らずに

行える（Ⅰ．効率が向上及びⅡ．安全性が向上に該当）． 

 

 

図-4.28 腹起（筆者担当工事で撮影，2014 年） 

 

b) 課題 

解析中の待機発生が課題である．後工程として裏込材

の投入（投石）や上部コンクリート打設が続くことが多

い．ただし鋼矢板等打設同様に港内の静穏度が高い場所

での施工が殆どであり，外郭施設よりは待機発生に対し

て余裕がある．工程に余裕のある範囲で導入するとよい． 

点群密度の検討も必要である．細かい部材である腹起

材やタイ材等が認識可能な点群密度がどの程度か確認す

る必要がある． 

腹起の海側側面については，対岸等が無い限り LS は

使えない，UAV 写真測量の場合は，斜め方向の写真とな

るため，斜め方向写真の利用を検討する必要がある．こ

れは，既存の ICT 活用工事には無かった課題で，施工ア

ンケートに寄せられている意見でもある（表-4.3）．加え

て陰になる部分の測量方法の検討も必要である． 

 

c) 比較検討 

導入基準 A のⅠ．効率が向上とⅡ．安全性が向上をと

もに満たす．課題に現状導入を阻害するものはない． 

腹起タイ材取付への導入を提案する． 

 

(12)  ブロック据付 

 

a) 効果 

導入により，今まで把握しきれなかった据付状況が確

認できるようになり，手戻り削減等施工性の向上が期待

できる．これは施工アンケートに寄せられた現場ニーズ

（表-4.2）である（Ⅰ．効率が向上及びⅡ．安全性が向

上に該当）． 

特に消波ブロックは，据付部分の容積と空隙率より据

付数量を算定しているが，ブロック据付の過不足が確認

できていなかった．導入により確認できるようになる（図

-4.29）． 

 

 

図-4.29 消波ブロック据付工例 

 

消波ブロックの据付箇所は，陸上は平場が少なく海中

転落の危険があり（図-4.30），海中はブロックの隙間へ

吸い込まれる等の危険が多い．これは立入りが危険な場

所への適用に効果があるという施工アンケートへ寄せら

れた現場ニーズ（表-4.3）である（Ⅱ．安全性が向上に

該当）． 

均し同様に，出来形測量計測時の潜水作業軽減につな

がる（Ⅱ．安全性が向上に該当）． 

情報化施工として GNSS によるリアルタイムの平面位

置情報を用いたブロック据付システム等の活用により施

工能率の向上が期待できる（Ⅰ．効率が向上に該当，図

-4.31）． 
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図-4.30 消波ブロック陸上部（筆者撮影，2013 年） 

 

 

図-4.31 ブロック据付システムイメージ 52) 

 

b) 課題 

出来形管理基準の検討が必要である．現状のブロック

据付の出来形管理基準の項目は，天端部分の延長のみで

ある（図-4.32）．異形ブロックにおいて，取得した 3 次

元データのどこが端部か等の評価方法を決める必要があ

る． 

 

 

図-4.32 消波ブロック出来形管理基準 54) 

 

また天端以外は出来形評価方法が無いため，必要に応

じて新たな基準を検討することも必要と思われる． 

点群密度の検討も必要である．図-4.33 にようにブロ

ックと認識できているものが，どの程度の密度でブロッ

クか地盤か見分けがつかなくなるかの確認が必要である．

天端以外に出来形管理基準がないため，優先度の高い問

題ではないが，新たな基準とともに必要に応じて検討す

べきである．図-4.33 の消波ブロックの部分の点群密度

は 140 点/m2 程度である． 

 

 

図-4.33 NMB によるブロックの可視化 55) 

 

消波ブロックは，裏込均し同様に水陸両方に跨ること

が多いため，水面付近データの妥当性評価が必要である． 

消波ブロック陸上部分について UAV 写真測量を用い

る場合は，防波堤上に設置した評定点の外側が測量対象

となる．これは ICT 土工では想定されておらず，測量結

果の検証が必要となる． 

 

c) 比較検討 

課題については何れも試行時の検証による基準，マニ

ュアルの整備で克服できる可能性が高く，現状導入を阻

害するものはない．効果において，導入基準 A のⅠ．効

率が向上とⅡ．安全性が向上をともに満たしており，ブ

ロック据付への導入を提案する． 

 

(13)  上部コンクリート打設 

 

a) 効果 

UAV や LS の導入により，現状打設スパンの 4 隅（高

さ）や端部（幅，延長）において測量していたものを面

的に把握できるようになる（図-4.34）． 

 

 

図-4.34 上部コンクリート(筆者撮影，2016 年) 
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上部コンクリートの厚みを測る際に，斜面堤では足場

が必要になる．防波堤等では，波浪を考慮し，脱型直後

に足場を撤去する場合もあり，再度足場を設置するか，

親綱と安全帯を用いて測量することとなる．UAV の導入

により容易に測量が行える．Ⅱ．安全性が向上の効果と

いえるが斜面提などの限定的なものである．  

付属工の出来形測量は，基本的に全数が対象となって 

いる．導入により，測量の効率化が期待できるが，防波

堤には付属工が無く，これも限定的なものといえる． 

上部工は各施設において，完成形状であることが多い

ため，3 次元出来形データを維持管理の初期値として用

いることができる． 

 

b) 課題 

3 次元測量自体が非効率になる可能性が高い．打設ス

パンの規模が小さく（100m2 以下程度）面管理ができると

はいえ精度（品質）向上効果は期待できない．現状行え

る簡易な測量で十分品質を確保している． 

TS や GNSS ローバーを使った場合，多点計測では非効

率となるし，現状と同様の密度で行った場合，効果が見

込めない． 

許容範囲に応じた精度の妥当性の検討が必要である．

現況の上部コンクリートの許容範囲は表-4.11 のとおり

である．一方計測機器の精度は，LS が±20mm，UAV 写

真測量が±50 ㎜等となっている． 

 

表-4.11 上部コンクリート出来形管理基準（抜粋）49) 

施設 項目 許容範囲 

防波堤 天端高又は厚さ 幅 10m 以下 ±2cm 

幅 10m 超え -5cm～+2cm 

法線に対する出入り ±5cm 

岸壁 天端高又は厚さ ±2cm 

法線に対する出入り ±3cm 

 

点群密度の検討も必要である．TS や GNSS ローバーを

使った場合の多点計測が非効率になるのは前述のとおり

である．現状の測量頻度が粗であるため，過度な負担と

ならないデータ量とすることが必要である．一方で密度

が粗になりすぎると斜面部や付属物の形状把握ができな

くなる恐れがあるため適正な密度の設定が必要である． 

腹起の海側側面同様に上部コンクリートの側面も

UAV 写真測量による斜め方向写真等を利用することと

なり（図-4.34），出来形測量への適用検討が必要である．

これは施工アンケートに寄せられている意見（表-4.3）

である． 

(6)ブロック等製作において記載のとおり，コンクリー

ト構造物を対象とした 3 次元数量計算方法を策定する必

要がある． 

 

c) 比較検討 

当該作業自体への効果は薄く導入基準 Aを満たさない．

しかし取得した 3 次元出来形データを維持管理の初期値

として活用ができ，導入基準 B を満たす． 

過度の効率低下を招かない方法で上部コンクリート打

設への導入を提案する． 

 

(14)  コンクリート舗装 

 

a) 効果 

導入済の ICT 舗装工の対象は，アスファルト舗装であ

るが，舗装という作業の性質上，参考にできる部分が多

いと思われる． 

現状 20m 又は 40m 毎の管理断面において出来形測量

を行っている（図-4.35）．導入により面的に把握できる

ようになる． 

 

 

図-4.35 舗装コンクリート(筆者撮影，2014 年) 

 

一般的に岸壁や護岸の上部工背面の天端に施されるこ

とが多いため，上部工と同じように完成形状であること

が多く，3 次元出来形データを維持管理の初期値として

用いることができる． 

 

b) 課題 

3 次元測量自体が非効率になる可能性が高い．現状港

湾では，臨港道路を除き，コンクリート舗装の規模が小

さいため測量時間にそれほど手間を要しておらず，面管

理ができるとはいえ精度（品質）向上効果は期待できな

い．現状行える簡易な測量で十分品質を確保している． 

許容範囲に応じた精度の妥当性の検討が必要である．

コンクリート舗装の許容範囲は，表-4.12 のとおりであ

る．一方計測機器の精度は，LS が±20mm，UAV 写真測

量が±50 ㎜等となっている． 
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表-4.12 舗装コンクリート出来形管理基準（抜粋）49) 

項目 許容範囲 

厚さ +なし，-1cm 

幅 +なし, -2.5cm 

 

c) 比較検討 

当該作業自体への効果は薄く導入基準 Aを満たさない．

しかし取得した 3 次元出来形データを維持管理の初期値

として活用ができ，導入基準 B を満たす． 

過度の効率低下を招かない方法でコンクリート舗装へ

の導入を提案する． 

 

(15)  ブロック撤去 

 

a) 効果 

3 次元起工測量により撤去箇所の詳細位置の把握が可

能となり，詳細な施工計画の立案が可能となる（Ⅰ．効

率が向上に該当）． 

情報化施工として GNSS によるリアルタイムの平面位

置情報を用いた誘導システム等の活用により施工の能率

の向上が期待できる（Ⅰ．効率が向上に該当）．しかし，

ブロックの玉掛けを潜水士が行うことから，潜水士の削

減効果は期待できない． 

 

b) 課題 

3 次元測量自体が非効率になる可能性が高い．現状で

は陸揚げした撤去ブロックの寸法や個数の確認を行い，

海中の測量は実施しないのが一般的である． 

データ取得の必要性も低い．ブロック形状を予め控除

した断面を用いて，後工程（ブロック撤去後の基礎捨石

投入等）の数量を算出している．この方法で特に支障を

きたしていない． 

 

c) 比較検討 

期待される効果はⅠ．効率が向上のみで導入基準 A を

満たさない．データ取得の必要性が低く導入基準 B も満

たさない． 

ブロック撤去は今後導入を検討する． 

 

4.5  導入時に考慮すべき事項 

本節では前節で導入基準に適った作業区分に導入した

場合に考慮すべき事項を述べる． 

実際に 3 次元測量を行った際の生産性の試算と基準や

マニュアル策定のために確認しておくべき事項について

である． 

(1)  導入時の生産性検証 

以下において起工測量（結果を用いた数量計算まで含

む）と出来形測量に 3 次元測量を導入した場合の生産性

を防波堤築造工事（延伸）について試算する．岸壁や桟

橋工事についても防波堤同様に港湾工事工種体系ツリー

レベル 4 の組み合わせで行うため，試算結果は同様にな

るものと考える． 

 

a) 起工測量に 3 次元測量を導入した場合の生産性 

防波堤築造工事（延伸）の起工測量に NMB を導入し

た場合の生産性について試算する．表-4.13 に試算条件，

表-4.14 に従来方法の試算結果，表-4.15 に導入時の試算

結果を示す． 

  

表-4.13 起工測量試算条件 

工事延長 100m 

測量範囲 法線方向 150m 

法線直角方向 120m 

施工水深 15～20m 

日当り工数 測量工 4 人 

測量船船長 1 人 

解析 1 人 

港湾ランク 4 

供用係数 2.25 

積算単価地区 横浜 

積算単価月 2017 年 12 月 

 

表-4.14 起工測量（従来方法）試算結果 

測量方法 SB 

測量延長 1.92km 

測量日数  0.5 日 

艤装,バーチェック 1 時間 

計測 2 時間程度 

解析日数 0.5 日 

延べ所要日数 1 日 

工数  3 人 

測量 

（測量工＋船長） 

2.5 人 

5 人×0.5 日 

解析 0.5 人 

1 人×0.5 日 

直接測量費 235 千円 

 

横浜港の港湾ランクは 1 であるが，試算の便宜上ラン

ク（1～9）の中央付近の 4 を採用している． 
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表-4.15 起工測量（導入時）試算結果 

測量方法 NMB 

測量面積 0.018km2 

測量日数  1 日 

艤装 0.5 日 

パッチテスト 2 時間 

計測 30 分程度 

解析日数 3 日 

延べ所要日数 4 日 

工数  8 人 

測量 

（測量工＋船長） 

5 人 

5 人×1 日 

解析 3 人 

1 人×3 日 

直接測量費 666 千円 

 

計測時間は，港湾請負工事積算基準第 3 部第 2 編 1 節

測量業務 56) 記載の測深作業能力算定式より算定してい

る．SB の解析日数は筆者の現場経験から，NMB の解析

日数は施工アンケートの回答（2 日～1 週間）に測量面積

を考慮して 3 日と設定している． 

測量費は，港湾請負工事積算基準第 3 部第 2 編 1 節測

量業務 56) 及び ICT 活用工事積算要領（浚渫工編）（案）

57) より算出している．表-4.16 に内訳を示す． 

 

表-4.16 直接測量費内訳（起工測量） 

内訳 数量 SB 

金額[千円] 

NMB 

金額[千円] 

艤装テスト 1 回 207.3 654.2 

音響測深 1 式 27.4 11.4 

合計  235 666 

 

内訳を見ると NMB の艤装テスト費の割合が特に大き

いことが分かる．また SB の測量費は比較のために算定

しているが，従来工事での起工測量費は，共通仮設費の

率分に含まれるものとして積算計上されていない． 

結果の比較をすると，日数，費用，工数ともに従来方

法より増加している．防波堤築造工事や岸壁築造工事の

範囲は一般的に浚渫工事の範囲より狭く，広範囲の測量

で発揮される NMB の効果が出にくい． 

続けて解析後の数量計算について試算する．計算方法

及び試算結果について，表-4.17 に従来方法の場合，表-

4.18 に導入時の場合を示す． 

導入時の 3 次元設計データについて，工事契約時に配 

表-4.17 数量計算（従来方法）試算結果 

計算方法 平均断面法 

配布資料 断面図の 2 次元 CAD ファイル 

測量成果物 測線毎の深浅値 

計算過程 ①断面毎の測量成果の深浅値を配布

設計断面図に手入力する． 

②断面毎に設計ラインと起工測量の

差異より断面積を算出する（2 次元

CAD により自動算出）． 

③算出した断面積を表計算ソフトに

手入力し，平均断面法を用いて全体体

積を算出する． 

所要日数 2 日 

工数 2 人 1 人×2 日 

 

表-4.18 数量計算（導入時）試算結果 

計算方法 3 次元 CAD 等使用による体積計算 

配布資料 3 次元設計データ（LandXML 等） 

測量成果物 3 次元点群データ 

計算過程 ①3次元 CAD等の処理ソフトに 3次元

設計データ及び測量成果の 3 次元点

群データを取り込む 

②TIN 法を用いて，設計ラインと起工

測量の差異より全体体積を算出する． 

所要日数 0.5 日以下 

工数 0.5 人 1 人×0.5 日以下 

 

布されることが少ないのが現状であるが，起工測量開始

までに作成等により準備ができていることを前提として

いる． 

導入効果として，従来方法では手入力が多い一方で導

入時には，設計と計測の各 3 次元データをソフトに取り

込むので，入力ミスによる手戻りが無い． 

また，個別の図面修正の手間が削減される．工事の流

れとして，数量計算結果に加えて，発注図に対応する平

面図や断面図に結果を加味し修正したものを変更協議資

料として提出している．従来では，各図面がリンクして

いないため，修正する際，個別に全て直す必要があり，

入力ミスによる手戻りなど時間や労力を要している．導

入時は，3 次元データを入力した 3 次元モデルから平面

図や断面図を取り出せるため，修正時は 3 次元モデルを

直すことで事足りる（図-4.36）． 

表-4.19 に数量計算まで含めた起工測量の従来方法と

導入時の生産性の比較を示す． 
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図-4.36 3 次元モデルから断面図の取り出しイメージ 

 

表-4.19 起工測量の生産性比較 

 従来方法 導入時 

測量方法 SB NMB 

所要日数［日］ 3 4.5 

直接測量費［千円］  235 666 

工数［人］ 5 8.5 

 

数量計算を合わせても導入時の所要日数，工数ともに

増加しており，測量自体の生産性としては低下する結果

となる．NMB の課題である解析に時間を要することが大

きく影響している． 

この結果は導入基準 A に適合しない．しかし原地盤の

3 次元データを取得することは，後工程のあらゆる生産

性向上の可能性（3 次元データを用いた数量計算，情報

化施工へのデータ入力，出来形測量時の書類作成の簡素

化等）につながるという導入基準 B へ適合するという考

えのもと，起工測量については，測量自体の生産性のみ

で結論を出さずに導入の初歩として行うものとする．た

だし，起工測量自体及び建設生産プロセス全体の両方で

可能な限り生産性低下を招かない方策を別途検討する必

要がある． 

まず導入時は所要日数が増えるため，着工の遅れや工

程遅延につながる可能性がある．これについては，港長

からの工事許可次第ではあるが，着手前の施工計画期間

内で吸収できるものと考える．起工測量実施の時期を早

めることや後半工程の施工計画を着手後に行い，変更施

工計画書を提出するといった対応が考えられる． 

建設生産プロセス全体で生産性を向上させる方策につ

いては，起工測量時に周囲の構造物や海域の測量を合わ

せて行うことである．i-Construction では 3 次元データの

効率的な利活用が課題となっており，維持管理分野にお

けるデータ利用においては，既設構造物の 3 次元データ

化が必要であり，既存の電子納品された 2 次元データを

3 次元にする方法の必要性が検討されている 58)．ただし

構造物では変位があるため，完成時の納品データがその

まま使えるとは限らない．また古い構造物については，

電子データがないことも考えられる．そのため現地を計

測したほうが早く確実に 3 次元化が実現できる場合が多

いものと思われる． 

起工測量時に既設構造物を追加計測した場合（図-4.37）

の測量費を試算する．既設箇所の範囲は，前述の試算の

範囲の倍（0.036km2；2 工事分）とし，測量は 3 倍の

0.054km2 行うものとする．試算結果を表-4.20 に示す． 

 

 

図-4.37 既設構造物追加測量イメージ 

(筆者担当工事で撮影，2015 年) 

 

表-4.20 既設箇所を追加した場合の直接測量費試算結果 

 起工測量のみ 既設箇所追加 

測量面積［km2］ 0.018 0.054 

直接 

測量費 

艤装テスト 654.2 654.2 

マルチビーム測深 11.4 34.1 

［千円］ 合計 666 688 

 

3 倍の範囲を計測しても，2 万円程度しか変わらない．

一般的な防波堤工事の測量範囲が NMB の測量費に及ぼ

す影響が小さいことが分かる．測量に要する時間は 30 分

程度の起工測量に対して，追加した場合でも 1 時間程度

である． 

追加の測量を別の日に行うと，艤装テスト費が別途生

じるため費用は倍程度となる．よって起工測量の範囲を

広げて既設構造物の測量を実施する効果は十分にあると

いえる．ただしこの場合，工事着手のための数量計算の

優先性が高いため，既設構造物箇所の解析は着手後に実

施する等の措置が必要である． 
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b) 工事出来形測量に導入した場合の生産性 

続いて防波堤築造工事（延伸）の出来形測量に表-4.6

～4.8 の ICT 計測機器を導入した 3 次元出来形測量を実

施した場合の生産性を試算する．ここでは 4.4 の効果と

課題の比較検討で適合基準に適った工程（作業区分）に

導入した場合を考えている．表-4.21 に試算条件を示す． 

 

表-4.21 出来形測量試算条件 

工事延長 100m 

測量範囲 （各工程） 0.005km2 

施工水深 15～20m 

施工順序 図-4.38 

施工断面 図-4.39 

導入工程 

（）内は測量箇所，消

波ブロックのみ導入

時は陸海両方 

5 工程（図-4.38 の二重枠） 

上部コンクリート打設（陸上） 

根固ブロック据付（海上） 

被覆石（海上） 

被覆ブロック据付（海上） 

消波ブロック据付（陸上） 

港湾ランク 4 

供用係数 2.25 

積算単価地区 横浜 

積算単価月 2017 年 12 月 

 

測量範囲については対象工程毎に異なるが便宜上

0.005km2 とする． 

導入工程の 5 作業は，4.4 において導入基準に適合し 

 

 
図-4.38 施工順序（防波堤工事） 

 

た作業区分に含まれているものである．ただし基礎捨石

の投石・均しは工程上の余裕が無いものとし対象外とし

ている．消波ブロック据付は，従来は陸上のみであるが，

導入時は陸上海上各 1 回実施とする． 

表-4.22 に従来方法の試算結果，表-4.23 に導入時の試

算結果を示す． 

 

 

 

 
図-4.39 検討防波堤断面 
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表-4.22 出来形測量（従来方法）試算結果 

測量方法 海上 水中水準測量装置 

陸上 レベル 

スチールテープ 

所要日数 1 回当り 1 日 

 測量 0.5 日 

 資料整理 0.5 日 

延べ日数 5 日 1 日×5 回 

日当り工数 測量工（陸上） 2 人 

測量工（海上） 1 人 

潜水士船乗員 6 人 

資料整理 1 人 

潜水士船 1 回当り 2 隻 

延べ工数  15 人 

陸上 3 人 

海上 12 人 

直接測量費 708 千円 

 

表-4.23 出来形測量（導入時）試算結果 

測量方法 陸上（上部コンクリート） LS 

陸上（消波ブロック据付） UAV 写真測量 

海上 NMB 

所要日数 陸上 2 日 

測量 1 日 

解析資料整理 1 日 

所要日数 海上 4 日 

測量 1 日 

解析資料整理 3 日 

延べ日数 20 日 

陸上 2 日×2 回 

海上 4 日×4 回 

待機日数 （海上の中間工程で計上） 9 日 

日当り 

工数 

測量工（陸上） 2 人 

測量工（海上） 4 人 

測量船船長 1 人 

解析資料整理 1 人 

延べ工数 36 人 

 陸上 4 人 

 海上 32 人 

直接測量費 3,247 千円 

 

従来方法の延べ工数の内訳は，陸上 3 人（測量 0.5 日/

回×2 人/日×2 回＋資料整理 0.5 日/回×1 人/日×2 回），

海上 12 人（測量 0.5 日/回×7 人/日×3 回＋資料整理 0.5

日/回×1 人/日×3 回）である． 

導入時の延べ工数の内訳は，陸上 4 人（測量 1 日/回×

1 人/日×2 回＋解析資料整理 1 日/回×1 人/日×2 回），海

上 32 人（測量 1 日/回×5 人/日×4 回＋解析資料整理 3 日

/回×1 人/日×4 回）である． 

従来方法の所要日数は，筆者の現場経験から算定して

いる．また導入時の解析日数について，NMB は起工測量

と同様に 3 日としている．UAV 写真測量及び LS につい

ては，ICT 土工の実績に対象範囲を勘案して 1 日として

いる． 

待機日数については，図-4.38 の施工順序において，蓋

コンクリート後の根固ブロック据付以降をクリティカル

パスとして，上部コンクリートは余裕工程内，消波ブロ

ック据付は最終工程として，2 つの作業を除いた 3 工程

分計上している． 

従来方法の測量費は積算上，共通仮設費の率分に含ま

れるため通常未計上であるが，比較のため便宜上算定し

ている．測量工は受注者の職員が該当するが，費用算定

のため測量主任技師と測量助手の技術者単価を用いる．

NMB の測量費は起工測量と同様の方法で算定している．

UAV 写真測量や LS の測量費についても ICT 土工等にお

いて未計上とされているが，比較のために機械経費等の

算定式 59) 及び測量主任技師の技術者単価を用いて算定

している． 

従来方法と導入時の生産性の比較を表-4.24 に示す． 

 

表-4.24 出来形測量の生産性比較 

項目 従来方法 導入時 

所要日数［日］ 5 20 

待機日数［日］  0 9 

直接測量費［千円］  708 3,039 

工数［人］ 15 36 

 

比較結果から，導入時に日数，測量費，工数ともに導

入時が増加している．全面的に導入すると過度に生産性

を損ねる場合があることがわかる．NMB 等の 3 次元測量

のコストダウンが進むまで導入対象を絞り，費用増加を

抑制した形で導入すべきである．導入対象は受発注者で

協議の上決めるとよい．  

次に 3 次元出来形測量費の内訳を表-4.25 に示す． 

内訳を見ると，NMB の艤装テスト費の割合が大きい．

測量回数増に伴い，測量費の増大に繋がっている．深浅

測量では，実施の都度艤装する必要があるため，出来形

測量の回数分だけ艤装テスト費を計上する必要がある． 

また導入時は待機日数の発生が目立つ．待機日数の発 
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表-4.25 3 次元出来形測量直接測量費内訳 

項目 数量 単価 金額[千円] 

UAV 写真測量 1 回   

測量主任技師 1 人 41,400 41.4 

機械経費 0.005km2  88.6 

小計   130.0 

LS 測量 1 回   

測量主任技師 1 人 41,400 41.4 

機械経費 0.005km2  237.9 

小計   279.3 

NMB 測量 4 回   

艤装テスト 4 回 654,234 2,616.9 

音響測深 0.020km2 632,267 12.6 

小計   2,629.5 

合計   3,039 

 

生は工程管理上のリスクとなるため，4.4 の効果と課題

の比較検討において示したとおり，工程上余裕のある範

囲での導入を事前の受発注者間協議で決めるとよい． 

4.4 の検討結果より，ここで試算した工程の中では最

終工程の消波ブロック据付が比較的効果が発揮されるも

のと考えられる．また施工規模が比較的小さい根固ブロ

ック据付は費用対効果が小さく，優先度を下げても問題

ないものと思われる． 

当面の対策としては，消波ブロック据付の出来形計測

時に上部コンクリート打設や表面にでる被覆均しの計測

も同時に行う方法がひとつである．消波ブロック以外の

部分は出来形評価に用いずに維持管理段階へ受け渡すデ

ータとする．測量が 1 回で済むため費用増加を抑制でき

る． 

本検討では定性的な評価のもと導入の検討を行ってお

り，定量的な評価は本項部分の測量段階のみとしている．

i-Construction 及び ICT 活用の目的を確認する上では定量

的な評価が重要と考える．工事における生産性向上は，

工事における所要日数や費用の割合が最も多い施工部分

の生産性向上如何であるといえる．各作業区分において

取り上げた情報化施工の各技術のデータ蓄積が進行途中

であるため，試行時にさらなるデータ蓄積を行い，情報

化施工による生産性向上効果を含めた工事全体の定量的

向上効果を試算する必要がある． 

 

(2)  課題の対応策について 

4.4 において導入基準に適合した作業区分の課題は，

基準やマニュアルの整備で克服できるものとした．ここ

では試行時に基準やマニュアルを整備していく上で考慮

すべき事項をまとめている．表-4.26 に課題一覧を示す． 

 

表-4.26 試行時に考慮すべき課題一覧 

課題 対象作業区分 

・出来形管理基準（許容範囲）の

検討 

捨石・均し 

ブロック据付 

・許容範囲に応じた精度の妥当性

検討 

投石・均し 

上部コンクリート打設 

コンクリート舗装 

・解析中の待機発生 投石・均し 

鋼矢板等打設 

腹起タイ材取付 

・点群密度の検討 投石・均し 

鋼矢板等打設 

腹起タイ材取付 

ブロック据付 

上部コンクリート打設 

・水面付近データの妥当性評価 投石・均し 

ブロック据付 

・情報化施工のデータの出来形評

価への活用 

ケーソン据付 

鋼矢板等打設 

・側面部の測量方法 腹起タイ材取付 

上部コンクリート打設 

・3 次元測量自体が非効率になる 上部コンクリート打設

コンクリート舗装 

・3 次元数量計算方法 上部コンクリート打設 

 

解析中の待機発生については，前述のとおり，工程上

余裕のある範囲で導入することが当面の対応策となる．

また根本的な解析時間の短縮は即時にはできないため，

時間短縮技術を i-Constructionコンソーシアム等でニーズ

発信し，短縮を促していく必要がある． 

3 次元測量自体が非効率になることについては，導入

基準 B に適合した上部コンクリート打設とコンクリート

舗装が対象である．過度に非効率とならない方法として，

具体的には取得点密度や出来形管理基準の計測頻度等の

設定の検討が挙げられる．よって出来形管理基準（許容

範囲）の検討と点群密度の検討の中で行うものとする． 

また 4.4 (7)ケーソン据付で述べたとおり，情報化施工

で用いたデータを出来形管理に活用できると効率向上が

期待できる． 

それ以外の課題については， ICT 土工や ICT 浚渫工で

挙げた基準の代表的な項目である，計測精度と取得点密
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度，数量算出方法，出来形管理基準の許容範囲の 3 つに

該当する．4.5 (3)より個別に対応策を提示する．  

また作業区分において抽出した課題の他に，港湾工事

特有の考慮事項がある．以下の数点を取り上げる． 

港湾工事を行う上で不可避であるのが波浪の影響であ

る．特に計測精度への影響が懸念される．他の課題とと

もに計測精度と取得点密度の項目で対応策を提示する． 

施工アンケートの ICT 浚渫工の課題（表-4.1）として

挙がった 3 次元設計データ作成労力も考慮する必要があ

る．浚渫工は比較的形状が単純なため，防波堤築造工事

等においてはさらに労力が増す可能性が高い．数量計算

時に利用するので数量算出方法で対応策を提示する． 

工事完成時には，3 次元データを納品する．構造物につ

いての納品仕様が決まっていないため，これについても

考慮する必要がある． ICT 土工や ICT 浚渫工で挙げた基

準の代表的項目のひとつ，データ納品方法の観点で対応

策を提示する． 

最後は，施工アンケートに多く意見（表-4.2，4.3，4.5）

が寄せられた測量機器や各種 3 次元化ソフトの初期投資

についてである．各種機器及びソフトが高額であること

は i-Construction 推進の足かせとなりかねない．普及促進

のためにも企業に過度な負担が掛からない程度の公的支

援が必要との声もあり，官民話し合いの場として，業界

団体との意見交換会や港湾における ICT 導入検討委員会

等の活用が期待される． 

 

(3)  計測精度と取得点密度 

 

a) 計測精度 

各計測機器の精度は表-4.6～4.8 のとおりで，活用拡

大にあたっては，これをベースに考えていく必要がある． 

NMB の場合，ICT 浚渫工が定める計測精度±10cm が

水路測量を実施する場合に適用される精度（式 3.1）と離

れており，厳しいのではとの意見が多数出ており，施工

アンケートの結果（表-4.1）からも確認される．±10cm

の是非については，2017 年度に行われる ICT 浚渫工の試

行による検証から判断するとよい． 

波浪の計測精度への影響について．防波堤等の外郭施

設は外洋に面し，波浪の影響が大きく静穏度が低い場所

が少なくない．港によっては波高が 50cm 以下になるこ

とが極めて少なく，1m 近い波での施工が何日も続くこと

もある．NMB の精度は波浪に依るところが大きいため，

測量時の波高毎に精度を定めるといった対策が必要であ

る．「マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工

編）（案）」には，『測深は、海上ができる限り平穏なとき

に実施するものとし、波浪のある場合をさけるものとす

る』との記載 60) があり，精度確保のため静穏時に測量を

実施するのが基本である．しかし波高により計測精度を

緩和することで厳しい環境下での生産性向上につながる

可能性もある． 

また計測精度について，ICT 浚渫工において，点群密

度と異なり達成率の明記が無い．達成率の導入は，施工

アンケートの意見（表-4.1）にも挙がった現場ニーズで

ある． 

波浪の影響で条件が厳しくなる場合を考慮すると，波

高毎の計測精度と達成率が必要と思われる．しかし現状

では，データの蓄積が少なく，波高毎の計測精度と達成

率を数値で提示できない．試行時に，波高毎の計測精度

のデータを蓄積して適切な数値を設定するとよい． 

出来形管理基準の許容範囲に応じた計測精度について

は，基本として許容範囲が優先される．4.4 (4)投石・均

しに記載のとおり，許容範囲が±50cm と比較的厳しくな

い捨石荒均し等において，計測精度を緩和することは，

さらなる生産性向上や制度の裾野を広げることにつなが

るものと思われる．これも試行時にデータの蓄積を行い，

適切な数値を設定するとよい． 

波高と許容範囲について計測精度の設定と達成率の導

入を提案したが，現場で 2 つを分けては考えられない．

試行時には，波高と許容範囲の 2 つの観点でデータ蓄積

を行い，計測精度について検証すべきである． 

側面部の測量方法として，4.4 の腹起タイ材取付や上

部コンクリート打設の課題において斜め方向写真の活用

を提示した．ICT 土工では，直立部分は存在せず垂直方

向写真を用いるが，斜め方向写真の精度への影響や垂直

面への利用を考慮した検証（図-4.40）が行われており，

高さ精度の向上 61) や側面部がある場合の高密度な点群

の作成に有効であること 62) が報告されている． 

港湾構造物に UAV 写真を用いた場合，測量対象となる

消波ブロックが評定点の外側になること，防波堤などの

対象物の幅が狭いため評定点が直線的に配置されること

やサイドラップの無い写真となることによる計測精度の

低下，海面が写真に写り込んだ際（図-4.41）の歪みの発

生等の港湾独自の課題があり，測量結果の検証が必要で

ある．サイドラップの無い写真については，前述の側面

部の測量に用いる斜め方向写真の活用が期待され，海面

が写り込んだ際の歪み発生については，海面が写ってい

ない場合に歪みが解消される報告 63) があり，試行を積み

重ねて計測方法や精度確認方法を確立し，マニュアル類

を策定すべきである． 



港湾分野における i-Construction 推進のための 3 次元データ等の活用に関する検討 
吉田英治・井山繁・鈴木啓介 

-44- 

 

図-4.40 空撮写真例（土工）62) 

 

 

図-4.41 海面が写る防波堤空撮 

（筆者担当工事にて撮影，2017 年） 

 

b) 点群密度 

点群密度については，品質確保上，密なほど精度向上

につながるが，過度に密であると解析効率の低下や後工

程での使い勝手を悪くする等の生産性低下を招く恐れが

あるため適切な密度設定が必要である．  

まず測量効率を考慮した点群密度について上部コンク

リートで考える．現状は前述のとおり，各スパン 4 隅で

高さ（厚み）を計測している．GNSS ローバーを用いた場

合 ICT 土工同様に 1 点/㎡計測する．コンクリート構造物

の天端は，土工より平坦性を確保しやすく，1 点/㎡の計

測も過剰気味といえる．試行において，適切な取得点密

度を確認する必要がある（図-4.42）． 

対象物の形状把握ができるかどうかについては，図-

4.33 の NMB で可視化された消波ブロックは，防波堤近

傍にあるため，測量船を数回近づけ測量をしたため 140

点/㎡程の高密度となっている．これを 12 点/㎡（ICT 浚

渫工が定める 0.5m×0.5m メッシュに 3 点）にした場合

にブロック形状が認識できるか，認識できない場合は何 

 

図-4.42 上部コンクリート打設計測密度 

 

点以上/㎡で認識できるかの確認が必要である．図-4.33 で

示した消波ブロックと同形状の消波ブロックの形状図を

図-4.43 に示す． 

 

 

図-4.43 消波ブロック寸法形状図 64) 

 

また鋼矢板や腹起し等の部材把握のための方策（対象

を確認できる画素寸法を確保する飛行ルートの設定や斜

め方向写真の活用方策）を試行時のデータ蓄積で確認す

る必要がある． 

この形状把握のための密度設定は用途を考慮する必要

がある．上記消波ブロックは，出来形管理基準の項目が

天端延長のみであるため，下部のブロックについては地

盤とブロックの判断がつかない場合でも現状の基準上は

問題が無い．3 次元データに応じた出来形管理基準の整

備とともに考える必要がある． 

水面付近データの妥当性については，水面付近の点群

密度が粗になることから，点群密度の問題である．まず

陸上部分と水中部分の境界について確認する．港湾工事

では平均満潮面（M.H.W.L）を境に気中部（陸上部分）と
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水中部に分けて積算，数量計算を行っている．出来形測

量についてもこれに準じると，平均満潮面より上方の気

中部は UAV や LS，平均満潮面より下方の水中部は NMB

測量により得た 3 次元データを用いる．そのため気中部

は干潮時，水中部は満潮時に測量をすることとなるが，

作業時期による干満や波浪の影響により必ずしも平均満

潮面を境にできない可能性もある（図-4.44）．その場合

は予め受発注者間協議により気中部と水中部の境界を決

める必要がある． 

 

 

図-4.44 潮汐と気中部水中部の境界 

（海上保安庁の潮汐推算 65）に加筆） 

 

境界を決めて測量を実施し，得られる密度が粗い水面

付近データが標準部分と同様に要求仕様を満たしている

かの確認方法を策定する必要がある．試行時のデータ解

析により，標準部と比較し，問題のない密度の指標を決

めることができるとよい． 

水面付近の NMB については，水面下 1m 程度からのデ

ータ減少を抑える方法として，測深機を傾けて測量する

事例が報告 38) されており，今後さらなる測量方法の発展

が望まれる． 

 

(4)  数量算出方法（設計データの 3 次元化） 

捨石の数量計算については，ICT 浚渫工同様に TIN 法

とプリズモイダル法で対応できる． 

未策定のコンクリート構造物の 3 次元数量計算法につ

いては，2017 年 CIM 導入ガイドライン（案）の導入に合

わせ，3 次元 CAD を用いて算出する方法を「土木工事数

量算出要領（案）」に定めており 66) （図-4.45），これに

準じた形で港湾分野においても上部コンクリート打設等

の導入作業区分について算出要領を策定すべきである． 

工事における 3 次元データの導入にあたっては，設計

データの 3 次元化が不可欠である．ICT 活用工事の導入

と並行し設計業務の 3 次元化も進められているが，工事 

 

図-4.45 3 次元数量計算方法例 66) 

 

（施工段階）へデータが引き継がれているものはまだま

だ少なく，ほとんどが工事の受注者自身が 3 次元化して

いる．導入効果として複雑な形状の把握が容易になる反

面，複雑な形状ほど設計データの 3 次元化に時間と労力

を要する．工事契約から約 1 か月で着手するのが一般的

であるため，1 か月以上の時間を要しない比較的簡単な

構造の工事から導入すべきである． 

また今後検討していかなければならないのが設計の手

法である．現状，設計は 2 次元で行われており，設計の

3 次元化が進められているところであるが，従来の設計

作業に加えて，3 次元モデルの作成を行っているという

のが現状である． 

作成された 3 次元設計データが施工段階以降に引き継

がれ，建設生産プロセス全体の最適化に寄与することは

明らかであるが，設計段階自身の効率が低下することは，

i-Construction の目的から乖離する．そのために自動図化

するソフトの開発やブロック等部材の部品化が期待され

る． 

 

(5)  出来形管理基準の許容範囲 

ICT 土工の出来形管理基準において，標高較差の規格

値は個別値に計測精度を加味し，従来の規格値を平均値

として採用する措置を取っている（2.3 (5)参照，図-2.6）． 

一方 ICT 浚渫工では，海上保安庁の水路測量を兼ねて

行うことを想定しているため水路測量の基準に合わせて
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許容範囲の緩和を行っていない（3.3 (6) 参照）．浚渫工以

外の工事は水路測量の対象外となるため，活用拡大時に

は出来形管理基準の許容範囲に ICT 計測機器の計測精度

を加味することの検討も必要である． 

ICT 土工と同様に計測精度を加味した許容範囲を仮定

してみると，捨石荒均しにおいて，従来の天端高±50cm

は，（現状の）NMB の計測精度±10cm を加味して，平均

値±50cm，個別値±60cm となる．同じく上部コンクリー

トは，天端幅 10m 以上の防波堤において，従来の天端高

-2cm から+5cm が，UAV の計測精度±5cm を加味して，

平均値-2cm から+5cm，個別値-7cm から+10cm となる． 

計測精度を加味した許容範囲についても，波高と計測

精度の関係と同様にデータ蓄積が無いため，具体的な数

値を示すことはできない．計測精度を加味した許容範囲

を採用した場合に，均しの後に不陸なくブロックを据え

付けられる等の要求仕様が満足されているかを試行によ

り確認した上で適切な許容範囲を設定するとよい． 

また ICT 土工では，従来測量していた幅や法長が除外

され，基準高のみが設定されている．各点の標高較差を

確認することで幅，法長を担保している．港湾において

も NMB が UAV や LS 同様に特定点を測量することに不

向きであることから同様の措置が必要である． 

捨石本均しの許容範囲は±5cm で NMB の ICT 浚渫工

が定める計測精度±10cm を考慮すると現状そのままで

の導入は難しいことは前述した．上記のように計測精度

を加味した許容範囲を設定した場合はどうであろうか． 

この場合天端高の個別値が±15cm となる．後工程にお

いて重要構造物のケーソン等が据え付けられることを考

慮すると平均値で±5cm を確保しても，個別値で±15cm

というのは，部分的に 10cm まで不陸を許容することと

なるので据付自体に支障をきたす恐れがある．他の方策

が見いだせない場合は，捨石・均しにおいて捨石本均し

に限り，今後導入を検討することとしてよいものと思わ

れる． 

ICT 土工では法肩などの変化点の水平方向±5cm 以内

に存在する計測点を出来形評価点から外してよいことと

している（図-4.46）．これも計測精度を加味したもので

ある．NMB の場合は ICT 浚渫工において，水平精度が

GNSS により±50cm以内となっているため同様の措置を

取ると出来形評価除外範囲が大きくなってしまう．試行

において，変化点の取得 3 次元データの状況を確認の上

で検討すべきである． 

消波ブロック据付や被覆ブロック据付の出来形管理基

準の項目は最上段の延長のみというのは前述のとおりで

ある．3 次元データの取得により中間の法面や下部の状 

 

図-4.46 ICT 土工出来形評価除外範囲 19) 

 

況が可視化し，評価できるようになるが基準が存在しな

い．必要に応じて 3 次元データを活用した出来形管理基

準の整備も必要である． 

被覆及び消波ブロックは，波浪に対しての所要質量を

算定する 67) ．単積や層積される被覆ブロックは，算定さ

れた質量に応じたブロックを配置し，必要個数や延長が

決まる．乱積される消波ブロックは，設置箇所の全容積

及び各ブロックの体積，空隙率を用いて必要個数を算出

する．新たな出来形管理基準として単積や層積される被

覆ブロックについては個数，乱積される消波ブロックに

ついては，設計法面に対する出入りが提案できる． 

ブロックの個数は，4.5 (3)記載の形状を認識できる点

群密度を設定した上で，単積される個数や層積の最上部

の個数や下層部の外周の個数を取得 3 次元点群データか

ら得るもので，設計法面への出入りは，消波ブロックの

3 次元出来形点群データの各点が設計法面よりブロック

高さの 1/3 だけ内側にある判定基準線より外側にあるか

否かというものである（図-4.47）． 

 

 

図-4.47 出来形管理基準新設例（消波ブロック） 



国総研資料 No.1024 

-47- 

ブロック高さの 1/3 は，消波ブロック（ここではテト

ラポッド）嵩上げの際に，設計法面から法面直角内側方

向のブロック高さの 1/3 以内にブロックがある場合は嵩

上げしないことから取り上げたものである．各種基準や

ブロックの形状等に合わせて，試行時に検証の上で制定

する必要がある． 

 

(6)  データ納品方法 

3 次元データの納品方法について，ICT 土工では 2.3 

(6)に記載のとおり LandXML ファイルを，ICT 浚渫工で

は 3.3 (7)に記載のとおり LandXML ファイル及び CSV

や XYZ 等のテキストファイルを定めている． 

一方 CIM ガイドラインでは，2.5 (6)で記載のとおり

モデルに応じたファイル形式としている．浚渫以外の港

湾においてはコンクリート構造物等が含まれ，捨石マウ

ンドも構造物と見なせるので，CIM ガイドラインに準じ

ると構造物モデルに該当し IFC ファイルが納品ファイル

形式となる．しかし港湾版の IFC（IFC-Harbour & Port）

は開発段階であり，現実的に IFC を納品形式にするのは

時期尚早である．LandXML ファイルについては構造物を

表現する形式ではない． 

当面は，各 CAD ソフトに依存するオリジナルファイ

ルでの納品を提案する．IFC- Harbour & Port の進展とと

もにオリジナルファイルから IFC への変換技術の向上も

期待されるからである．  

 

4.6  さらなる生産性向上へ向けて 

ICT 等の新たな技術は進展が目覚ましい．施工アンケ

ートのほかに新技術等のヒアリングを行っている．また

各種技術発表会や講演会等により新たな技術の性能や効

果が発表されている．本検討では既に標準化（基準化）

されている機器について検討を行ったが，さらなる生産

性向上のために今後有効性を確認することが期待される

技術を幾つか本節で紹介する．有効性が確認された時点

での積極的な利活用が i-Constructionの目指すところへの

近道と思われる． 

 

(1)  生産性向上に資する技術 

 

a) 水中ソナー 

水中ソナーは，超音波を立体的に照射し，海底地形や

水中構造物を計測し表示することができる水中計測機で

ある（図-4.48）．計測結果をリアルタイムに表示できる

特徴があり，前述の GNSS による位置情報を用いた投石

位置誘導システム（図-4.16）やブロック据付システム（図

-4.31）などの情報化施工に用いる機器との連動が期待さ

れる． 

 

 

図-4.48 水中ソナーイメージ 68) 

 

従来技術と同等以上の計測精度，ブロック据付に適用

した際の潜水士による誘導と同等の施工精度が確認され 

報告されている 68)． 

リアルタイムでの画面表示は可能であるが，データを

出来形評価に活用する場合はノイズ処理が必要であり，

その点は NMB と同様である． 

 

b) 水中 3D スキャナー 

水中 3D スキャナーは，NMB が得意としない水中構造

物の側面部や隅角部を高精度に計測できる水中計測機で

ある．一方，NMB より測量範囲は限られる． 

陸上の LS 同様にパン・チルト（首振り）機能を用いて

音波を照射している（LS はレーザーを照射）． 

波の影響のない船渠内に沈設されたブロック等を計測

し，誤差 2cm 以下という高精度な結果が実証試験で確認

されている 69)（図-4.49）． 

静穏度が低い岸壁等の構造物への利用が期待できる． 

 

 

図-4.49 水中 3D スキャナー計測例 69) 
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c) 航空レーザー測深 

航空レーザー測深（ALB：Airborne Laser Bathymetry）

は，航空機より地上に近赤外レーザーを照射し、反射す

るレーザーとの時間差より得られる地上までの距離と，

GNSS，IMU から得られる航空機の位置情報より、地形を

調べる測量技術である．近年では水中部を透過するグリ

ーンレーザーを用いて水中部の計測が可能となり，陸上

部と水中部を同時に計測できる方法として期待されてい

る． 

港湾での実用例は少ないが，海岸線付近における計測

において NMB の計測結果と差異が少ないことや水深

20m 弱まで適用可能なことが確認され報告されている 70)． 

ただし濁りに弱く，透明度（人が目視確認できる距離）

の 1.5 倍までしか測深できないとされる． 

河川分野では本格的な測量が実施 71) されており，グリ

ーンレーザーを用いた UAV の現地実証も進められてい

る 72)． 

 

図-4.50 ALB 概要 71) 

 

d) モービルマッピングシステム 

モービルマッピングシステム（MMS：Mobile Mapping 

System）は，車両に搭載した LS とデジタルカメラにより

3 次元データと連続映像を取得する計測装置（図-4.51）

で，近年公共測量に用いられ，測量の生産性向上に寄与

している．道路分野の維持管理の効率化にも用いられて

いる． 

施工管理用の機器としても検証が行われており，盛土

の現場において UAV 写真測量との比較において十分精

度が確保されていることが確認，報告されている 73)． 

延長の長い箇所で盛替えが必要となる LS や人口密集 

 

図-4.51 MMS 概要 73) 

 

地区で飛行許可等が必要になる UAV 写真測量の代替と

なり得る技術と考えられ，港湾では UAV の飛行の支障物

が多い岸壁付近での活用が期待できる． 

 

e) 水中 ICT 建設機械 

i-Construction の先駆けである ICT 土工では，UAV とと

もに MG や MC を備えた建設機械が旗手の役割を果たし

ている．一方港湾分野では，起重機船等の船上のクレー

ンを用いることが多く，水中で稼働する建設機械の事例

は，均しを行う機械等一部に限られる．操作は水中で潜

水士が行うのが一般的で無人の機械の例は数少ない． 

港湾分野において，潜水士が水中で作業を行うのは大

きな特徴である．均しのような比較的複雑ではない作業

を機械で代替できると，現状機械化が難しい作業に潜水

士を集中させることができる．潜水士も他の技能労働者

と同様に担い手不足が課題であり，その解決策の一つに

なるのではないかと思われる． 

船上で操作する MG の均し機や AI（人工知能）を搭載

した自動均し機が開発されると潜水災害のリスク低減と

ともに均しの能率向上も期待できる． 

また港湾分野では波浪による影響が大きく稼働日数が

限られることは既に記した．波高 1m が作業実施の基準

になることが多いが，筆者が従事した防波堤築造工事で

は，630 日の工期中，波高 1m 以下の日が 234 日（37.1%）

であった．1m 前後で推移する日もあったため実際の稼働

率はもう少し良かった（48.0%）が，作業船が稼働できな

い 1.5m 程度の波まで耐えうる水中建機があると稼働率

が上がり生産性向上につながる．この工事において波高

1.5m 以下だったのは 443 日（70.3%）で，1.5m で稼働で

きる水中建機があり単純に全て稼働したとして，20%以

上稼働率が上がることになる．限られた稼働日数を増加



国総研資料 No.1024 

-49- 

させ生産性を向上させる可能性を持つのが水中建設機械

である．ここで記述した波高データについては，国土交

通省港湾局 全国港湾海洋波浪情報網（リアルタイム ナ

ウファス）74) を用いている． 

施工アンケートにおいても水中建機への期待は高い．

しかし開発費用の課題がある（4.3 参照）． 

現在，国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 

港湾空港技術研究所や民間企業で開発が進められている． 

 

 

図-4.52 実証試験中の無人水中建機 75) 

 

(2)  港湾版 CIM 

業務の効率化を図る取り組みとして，3 次元データに

属性情報を加えた CIM モデルを活用する CIM について

2.5 で取り上げた．前述のとおり大手建設会社を中心に

復興事業や大規模プロジェクトにおいて導入されている

が，港湾分野での事例はほとんど無い．ここでは数少な

い導入事例を紹介し，今後港湾分野における 3 次元デー

タの有効活用方策としての CIM の可能性について記す． 

数少ない導入事例として報告されているのは，福島県

相馬港の LNG 基地の桟橋工事における CIM の導入であ

る 76)．この事例では，工程検討，鋼管杭打設やジャケッ

ト据付等の各種施工検討に CIM モデルを用いている（図

-4.53）． 

ジャケット据付検討では，受けの鋼管杭の出来形をモ

デルに反映し据付時の干渉の有無を確認している．鋼管

杭打設及びジャケット製作それぞれに出来形管理基準が

あり，施工に当たっては基準の許容範囲内に出来形を収

めるが，各許容範囲内に収まっていた場合でも干渉し据

え付けられない場合も考えられる．現状では 2 次元の図

面を用いた検討も行われている．実際の歪みやねじれな

どを 2 次元では表現できないため，CIM モデルを使うこ

とでより現実に近い事前検討ができるようになる．鋼管

杭の出来形を反映させていくことで，許容範囲内でも干

渉の可能性がある範囲が分かり，次の杭の打設目標がよ

り明確になり手戻り防止や精度向上へつながる． 

港湾分野では導入事例が少なく，どういった場面での 

 

図-4.53 CIM モデルによるジャケット据付干渉確認 76) 

 

活用が有効かといった検証がまだ十分ではない． ICT 活

用の試行に，CIM の試行も合わせて行い，知見を積み重

ねていくことが長期的な観点で生産性向上のために重要

である． 

CIM を導入するに当たっては，データを受け渡す維持

管理段階とのより密接な連携が必要となる．しかし現状，

港湾分野の維持管理段階において i-Constructionの普及が

進んでいるとはいえない状況である．これは今回の検討

にあたり実施した海洋・港湾構造物維持管理士を対象と

したアンケート結果にも表れている． 

点検調査への ICT 利用状況として，「ほとんど利用し

ていない」が 55%（図-4.54），また維持・対策工事への

ICT 利用状況として，「ほとんど利用していない」が 83%

を占めるアンケート結果となっている（図-4.55）． 

 

 

図-4.54 維持管理アンケート結果（1） 

（点検調査における ICT 活用状況） 

 

一方で 3 次元データを維持管理に活用することは有効 
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図-4.55 維持管理アンケート結果（2） 

（維持・対策工事における ICT 活用状況） 

 

かどうかという問いには，「有効」と「ほぼ有効」が合わ

せて 97%を占め，3 次元データ等の ICT 活用への期待が

表れている（図-4.56）． 

 

 

図-4.56 維持管理アンケート結果（3） 

（維持管理における 3 次元データの期待） 

 

現状，インフラの老朽化が急速に進み，インフラメン

テナンスを効率的，効果的に行う体制を確保することが

喫緊の課題 77)となっている． 

インフラメンテナンスを効果的，効率的に行う方法の

ひとつとして CIM への期待は大きい．2.5 (2)に記載の

とおり，CIM に期待される効果として，維持管理の効率

化，高度化がガイドラインに記載されている 26)． 

維持管理の効率化，高度化が進むように CIM モデルの

活用方法や詳細度，データの受け渡し方法等を CIM の有

効活用方策と合わせて検討する必要がある． 

本項で記載した海洋・港湾構造物維持管理士を対象と

したアンケートについては，アンケート票を巻末の付録

C，回答及び集計を付録 D に示す． 

 

5. 本検討における提案 

 

本検討における提案として，港湾分野において浚渫工

に続く 3 次元データ等の活用を導入する作業区分として，

表-5.1 に示す作業区分を提案する．4 章の検討において，

導入基準に適った作業区分である．提案においては導入

の優先性も合わせて示す．また，4.5 で提示した導入時に

考慮すべき事項と対応策の案の一覧を表-5.2 と表-5.3

に示す． 

優先性は 4 章において挙げた課題が確認程度のもので，

直ぐに効果の発揮が期待されるものを「◎」，それ以外を

「○」としている． 

ただし捨石本均しについては，前述のとおり出来形管

理基準の許容範囲と計測精度の問題があり，場合によっ

ては導入を今後検討としているので，「◎」とした捨石・

均しの中で個別に「○」としている． 

 

表-5.1 本検討の提案 

3 次元データ等の ICT 活用を 

導入する作業区分 

（導入基準に適った作業区分） 

導入の 

優先性 

・捨石・均し ◎ 

・捨石・均し（捨石本均しのみ） ○ 

・ケーソン据付（情報化施工部分） ◎ 

・鋼矢板等打設 ○ 

・腹起タイ材取付 ○ 

・ブロック据付 ◎ 

・上部コンクリート打設 

（過度に効率が低下しない方法で) 
○ 

・コンクリート舗装 

（過度に効率が低下しない方法で） 
○ 

 

表-5.2 導入時に考慮すべき事項と対応策（案）（1/2） 

解析中の待機発生 

[対応策] 

・工程に余裕のある範囲での導入（事前協議）． 

・解析時間短縮技術のニーズ発信（i-Construction コンソ

ーシアム等）． 

3 次元測量自体が非効率になる 

[対応策] 

・情報化施工のリアルタイムデータの出来形管理への活用

方策の検討． 
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表-5.3 導入時に考慮すべき事項と対応策（案）（2/2） 

波高の計測精度への影響と許容範囲に応じた計測精度 

[対応策] 

・データ蓄積，分析による適切な計測精度の設定． 

・計測精度の達成率の制定． 

側面部の測量方法 

[対応策] 

・UAV 写真測量で得た斜め方向写真の活用方法の策定

（評定点の設置方法，海面の影響検証など）． 

点群密度の検討 

[対応策] 

・測量効率を下げず，対象物の形状把握を可能とする適切

な密度の確認，設定． 

水面付近データの妥当性 

[対応策] 

・気中部，水中部境界の設定（事前協議）． 

・標準部との取得点密度の比較確認． 

コンクリート構造物の 3 次元数量算出方法 

[対応策] 

・「土木工事数量算出要領（案）」に準じて策定． 

設計データの 3 次元化 

[対応策] 

・比較的簡単な構造からの導入（工事の受注者が 3 次元

化する場合）． 

・2 次元設計からの自動 3 次元化，部材の部品化． 

計測精度を加味した許容範囲 

[対応策] 

・データ蓄積，分析による適切な許容範囲の設定． 

・必要に応じて 3 次元データに対応した出来形管理基準

の整備． 

データ納品方法 

[対応策] 

・IFC-Harbour & Port の進展までオリジナルデータでの納

品． 

測量機器や 3 次元化ソフトへの初期投資 

[対応策] 

・過度な負担とならないような仕組みづくりのための話

し合いの場の活用． 

 

本検討においては，12 の作業区分を定め，作業区分毎

に導入基準への適合を確認した．検討が煩雑にならない

ように類似性を持った作業毎に作業区分を選定した．前

述の投石・均しの中の捨石本均しのような他に比べて要

求仕様（ここでは出来形管理基準の許容範囲）が高い作

業が含まれるなど同じ作業区分においても要求仕様や施

工規模等は一様ではない．さらに港湾工事では，港湾毎

に自然条件等が異なる． 

そのため本格導入にあたり，基準やマニュアル類を策

定するにあたっては，異なる条件で得たデータを要求仕

様や性能毎により細分化した分析，検討をすることが必

要であると思われる． 

 

6. おわりに 

資源の少ない我が国において港湾の重要性は非常に高

い．その基盤を造る建設業は活力を持って事業を継続す

ることが求められる．i-Construction の取り組みは緒に就

いたばかりであるが，生産性を向上させ，働きやすい魅

力ある産業にしていくことが継続につながる．そのため

には日進月歩の新技術を積極的に取り入れ，生産性向上

のために多くの試行と検証が必要である． 

 

（2018 年 2 月 14 日受付） 
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付録 A 日本埋立浚渫協会へのアンケート（アンケート票） 

以下に日本埋立浚渫協会理事会社へ配布したアンケート票を記載する 
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付録 B 日本埋立浚渫協会へのアンケート（回答と集計） 

以下に日本埋立浚渫協会理事会社へ配布したアンケートの回答と集計を記載する．記述式の回答については，アンケー

ト票に記載のまま転記している． 

 

Q2-1．ICT 浚渫工の生産性向上効果について思うことを以下から 1 つ選んでください． 

①生産性向上効果が大きい ②生産性向上効果が小さい 

③よくわからない（理由等をお書きください） 

  
③の理由等 

・どちらとも言えない。1）ノイズ除去に大きく時間は掛かるが、その後の土量計算などはソフトウェア

次第で解析処理が早いため。2）収録ソフト、解析ソフトの取扱いには、適切な教育と修練が必要で有

り、使いこなせるに至るには、多大な時間と労力を要する。3）測量船の艤装（装置の着脱、パラメータ

の入力、キャリブレーション等を含む）に多大な労力と時間が掛かるため、測量専用船の調達、船員の確

保等別途費用が掛かる。（F 社） 

・現状での生産性向上効果はケースバイケースだと思います、今後、ハード（簡易化、コストダウン）、

ソフト（生産性向上につながる施工管理規準の整備やデータの活用方法の整理等）のさらなる進展が必

要。（G 社） 

・施工前のため分かりません（J 社） 

 

◆補足意見（文頭の丸数字が回答選択番号） 

②解析に手間と時間がかかるため、現時点では生産性向上の効果は小さい。（D 社） 

Q2-2．ICT 浚渫工において生産性向上効果が特に大きいと思うものを以下から１つ選んでください．ま

た，その理由，⑦については具体的内容をお書きください． 

①海中の可視化 ②測量・数量計算作業の効率化 ③出来形精度の向上 ④労務数の削減 

⑤施工費の縮減 ⑥効果はほとんどない ⑦その他 
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Q2-2 選択理由及び⑦の具体的内容 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

①一度で、広範囲の海底状況の把握ができる。またシングルビームと異なり、測量船の操船の違いによる数

値の差異がほとんどなく、的確に海底の状況が把握できる。（A 社） 

①可視化した出来形を漏れなく確認することができるため、手戻りが少なくなる。（D 社） 

②測量結果が(x､y､z)データであり、数量計算作業が省力化できるため（B 社） 

②従来はデータの解析に時間がかかっていたが、NMB 測量では解析時間が短縮されたので、効率化された

と思われる。（B 社） 

③面的に管理できるため、従来より出来形精度向上につながる（K 社） 

⑥今まで自主的にＮＭＢ測量による深浅測量を実施していたため、それとの比較では効果は小さい。（C 社） 

⑦施工中に NMB 測量を使用すると、掘り残しのない効率的な施工ができます。従来の単素子測量では測線

間隔が 10ｍ～20ｍのため測線間の掘り残しが起こりやすく、過掘や手戻り施工が懸念されます。（E 社） 

Q2-3．ICT 浚渫工において課題として特に大きいと思うものを以下から１つ選んでください．また，その

理由，⑥（※本票の⑤は誤記のため修正）については具体的内容をお書きください． 

①測量・解析時間による手待ちの発生 ②測量・数量計算の作業量増加  

③解析ソフトや 3D CAD 等の操作技能の向上 ④NMB 測深機や解析ソフト等への投資  

⑤課題は特にない ⑥その他 

 
選択理由及び⑥の具体的内容 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

①測量結果が出るまでに時間を要するため、手待ちが発生することがある。（D 社） 

②NMB 測量による事前深浅測量結果から、設計計画浚渫断面の作成作業量が負担となっている。（C 社） 

③新しいことをおこなうときの導入初期には、その操作技能が課題となる（B 社） 

③NMB 測量および解析作業は外注になるので、職員の技術力向上につながりにくい（K 社） 

④使用機器や解析ソフトが高価である。（B 社） 

④自社で NMB 測深機を複数台所有するには高価すぎます。異常値データ除去等の解析ソフトの習得には

多くの経験を積む必要やデータ改竄の課題があり、現状では測量会社に依頼する事が多いです。（E 社） 

④解析フォーマットの統一化や測深機の高度化へ対して、常に最新のものを準備する必要があり、償却期

間が著しく短くなると想定している。（G 社） 

⑥ ①③④の３点が課題である（A 社） 

①NMB の測量結果は、解析に半日から１日かかる。もっと解析時間を短くしその場で結果が分かる

ようになることが課題である。 

③専門業者や専門技術者に任せてしまう傾向がある。受発注者の知識向上が必要である。 

④機器損料・解析ソフトの低価格化と、取り扱いの容易な機器や解析ソフトの開発が課題である。 
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Q3-1．貴社が過去実施した NMB 測量において最も多いものを以下から 1 つ選んでください． 

①自社の機械で実施した ②測量会社等に外注し実施した ③その他 ④経験がない 

 

◆補足意見（文頭の丸数字が回答選択番号） 

①以前は自社の機械が多かった(①)。近年は測量会社等に外注が多い（②）。平均すれば半々程度である。

（A 社） 

Q3-2．NMB 測量を実施した目的で最も多いものを以下から 1 つ選んでください． 

①浚渫工事における測量 ②浚渫以外の工事の事前測量や出来形測量 ③水路測量などの調査業務 

④緊急の被災調査など ⑤その他（具体的にお書きください） 

 
Q3-3．貴社が NMB 測量を初めて導入した経緯を以下から 1 つ選んでください． 

①工事受注のための技術提案として ②水中の可視化技術の研究開発のため 

③短時間で広範囲の測量を行うため ④その他（具体的にお書きください） 
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Q3-4．従来のシングルビームでの深浅測量と比べて，NMB 測量の生産性について思うことを以下から 1

つ選び，その理由をお書きください． 

①生産性が上がる ②生産性が下がる ③変わらない ④わからない 

 
選択理由 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

①出来形が見える化（面的に色別表示）されることにより、掘り残し箇所の平面位置（座標）を特定し、

作業関係者へ的確に情報提供でき、今後の施工方針など検討することができる。ビームの幅があるので、

岸壁際や桟橋下また作業船直下など測量船が行けないところも測ることができる（A 社） 

①深浅図を面的に把握できることは生産性が上がると思う。数量計算の時間短縮が図れる。（B 社） 

①面的な測量が実施でき、詳細なデータが得られるため、次工程の検討等の計画精度が向上する。（D

社） 

①着工前の NMB 測量により、面的かつ精度良く把握した現状データを、詳細施工計画に反映することで

後戻り施工の起こりにくい施工が可能となります。（E 社） 

①精度の高いデータを高密度で CAD に取り込めるので、測量データの解析が迅速にできる。また、施工

時に実施すれば、出来形状況も把握でき手戻り施工も少なくなる。（I 社） 

①シングルビームに比べ精度は向上（ただし場所によりそこまでの制度が必要かの議論は必要（H 社） 

③水中部分を可視化できることで、詳細な現況の確認ができ、リスクの低減が図れる。が、準備・解析結

果待ちなど工程のクリティカルな部分に影響すると、工事着手の遅延が生じる。（F 社） 

③シングルビームとだけの生産性比較であれば、特に変わらないと思う（K 社） 
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Q3-5．シングルビームでの深浅測量と比べて，NMB 測量の使い勝手について思うことを以下から 1 つ選

び，その理由をお書きください． 

①使いやすい ②使いにくい ③長所短所それぞれあり一概に言えない ④変わらない 

⑤わからない 

 
選択理由 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

②艤装が大変である（B 社） 

②機械装備が重装備となり、艤装、艤装解除に多大な労力、時間を要する。ワンパッケージや、器械の小

型化が進まない限り、単素子より使い勝手が向上することは無いと思われる。（F 社） 

③NMB は測深する操船の難しさは軽減されるが、機器のセットや取り扱いが複雑である。（A 社） 

③短所は、機器の設定が多く、艤装に時間が掛かる。（B 社） 

③シングルビームは解析が速いが土量算出は平均断面法となる。NMB 測量は解析は遅いが、解析が済ん

でいれば、いろんな深度ごとに土量算出が瞬時にできる。（D 社） 

③狭い施工範囲・単純な施工形状の場合はシングルビームの方が効率的です（結果は NMB 測量とそれほ

ど変わらない）。複雑かつ広い施工範囲の場合は NMB 測量の方が効率的です。つまり、施工条件に合わせ

て使い分ける考え方もあるかと思います。（E 社） 

③精度は向上するが解析に時間と費用が掛かる（H 社） 

⑤シングルビームでの測量は自社対応で実施するが、NMB は測量会社に任せるので比較が難しい。（I

社） 

⑤シングルビームは自社で保有し実績があるが、NMB は外注なので使い勝手はよくわからない（K 社） 

Q3-6．ICT 浚渫工が求める NMB 測量の取得データ密度は，0.5m メッシュ内に 3 点以上です．この点につ

いて作業性や活用目的を考慮して思うことを 1 つ以下から選んでください． 

①より密なデータがよい(データ量大) ②適切である ③もっと粗なデータがよい(データ量小) 
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Q3-7．浚渫工以外へ NMB を導入する場合に，NMB 測量の取得データ密度について課題となることがあれ

ば，お書きください．[自由意見欄] 

○自由意見 

・工種(必要な精度）、目的（起工、出来形、土量計算など）に応じて適切なデータ密度を検討する必要が

ある。（A 社） 

・外郭施設や岸壁、護岸の維持管理に導入する場合は、注意が必要であると思う（B 社） 

・0.5ｍ平面格子に 3 点以上での取得点密度であると、面積が広い場合のデータ量が大きくなる。そのた

め、解析後の成果品を通常のＰＣ等で閲覧する時、データを開くのに時間が掛かる。（B 社） 

・メッシュ内に 3 点以下のメッシュが 3 つ以上連続してはいけないとの規定があるが、測量後に結果が判

明するため 3 つ以上連続してしまった時に再計測することは費用的に困難である。（C 社） 

・無意味にデータ密度を高くしても解析に時間がかかるため、使用目的によってデータ密度を適切に設定

する必要がある。（D 社） 

・防波堤等の様に法面や断面変化が大きな場所がある場合は 0.5m メッシュ内に 3 点以上のデータ密度が

必要と思います。平坦な場所の場合はデータ密度を粗にしたほうが効率的です。水深が浅い工種に適用し

た場合、測線が増え非効率になる場合が想定されます。（E 社） 

Q3-7 自由意見続き 

・防波堤等の深浅を実施する場合、異形ブロックの状態を確認するのでは 0.5m メッシュでは把握するこ

とは難しいと思うので、目的に沿った取得データ密度とすることが望ましい。（F 社） 

・取得データ密度については対象構造物や工種毎に変わるものと想定しているが、施工管理上は従来の測

定方法での取得密度で良いはずであるので取得データの施工後の活用方針が重要。（G 社） 

・捨石本均しの出来形を測定する際は密なデータがよいが、消波ブロックや被覆ブロックの維持管理に当

たってはおおよその状況が判断できればよいので、粗いデータでもよいと思われる。（H 社） 

・波消工の測量では水面部分のデータが不確実で、水上部の UAV 測量との結合には、多少測量手法にお

ける統一性が必要である。なお、NMB 等のデータより断面を作成して、数量を算出する場合はデータが

高密度のため、断面の取り方によっては数量が変わってしますので、数量算定の決め事を標準化する必要

がある。（I 社） 

・基礎マウンド築造など、浚渫より高い精度を求められる場合の密度の適性（J 社） 

・地上レーザーや MMS と合成するとなると、データ密度は上げた方がよいかもしれない（K 社） 

Q3-8．ICT 浚渫工が求める NMB 測量の精度は±10 ㎝です．導入拡大に際し，精度について課題なること

があれば，お書きください．[自由意見欄] 

○自由意見 

・工種、目的に応じて適切な精度を設定する必要がある。また船を使用して測量する場合は波浪による測

定誤差が生じるため、それを考慮した精度管理が必要である。（A 社） 

・均しの精度などにおいては、要求精度以上に NMB 測量の精度は必要がないと思う（B 社） 

・測深精度を±10cm は、水路測量での許容値と比較すればかなり厳しい。測深精度の達成率（±10cm 以

内を○%まで等）を設定したほうがよいと思う。（B 社） 

・浚渫工の精度は±10cm で問題ないが、導入する工種によっては精度向上が課題となる。（D 社） 

・ICT 浚渫工で求められている精度±10cm は正直厳しいと思います。施工が海上であることを考慮してい

ただけると幸いです。また、浚渫においては、NMB の取得データ密度はもっと粗でも問題ないのでは無

いかと思います。その方が、データ処理に掛かる時間の短縮、ひいては解析結果待ち時間の短縮につなが

ると思います。 データ密度は各々の工種で必要最低限のものにした方が効率的だと思われます。（F 社） 

・現状は、レッド、音響測深器に代替するものなので、水中スタッフによるレベル測量の代替にはなりえ

ない。（G 社） 
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Q3-8 自由意見続き 

・水中での出来形管理基準の測定単位に準じていれば問題はないと思われる。（H 社） 

・シングルビームより理論的に精度がよいと思われるので、課題にはならない？（K 社） 

Q3-9．貴社が実施した 1 回の NMB 測量の解析にどのくらいかかりましたか？要したおおまかな日数をお

書きください．またこの点について，導入拡大にあたり，課題になることがあれば，続けてお書きくださ

い．[自由意見欄] 

○自由意見 

・測量する面積・ノイズの量による。１日かけて測量すれば３日~１週間程度。２時間程度の測量であれ

ばノイズ除去処理、点群データの作成で１日程度。導入拡大には、解析処理ソフトの低価格化と、取り扱

いが容易な解析ソフトの開発が課題。（A 社） 

・測量成果は 1 週間程度要した（B 社） 

・測量会社への外注で解析結果がでるまで、約２日（測量面積約 9,500m2）かかった。解析は専用ソフト

が必要である。その専用ソフトは高価であるため、簡単に導入できないことが課題である。（B 社） 

・試行工事において、MNB 測量結果から数量計算を行うために 1 週間程度日数がかかりました。現在の

数量計算ソフトでは現地盤面と設計面の境界処理を手作業で行う必要があります。境界処理が自動化され

ると作業日数の短縮が期待される。（C 社） 

・測量範囲 250,000m2（500m×500m）、平均水深 10m、解析メッシュ幅 1m の場合、データ解析日数は 2

日である。（D 社） 

・面積：47,000ｍ２，データ解析：16 時間，土量計算：8 時間，課題：異常値の排除をどこまで自動化で

きるか、データ改竄防止をどうするか。（E 社） 

・面的（深浅図）に出来上がるまで 1 週間、数量計算が出来上がるまで 2 週間程度かかりました。（F 社） 

・解析に１週間かかりました。測量実施した日に結果がわかるようになればいい（G 社） 

・7 日程度 施設の重要性や測定面積の規模に応じてデータ量の調整が必要である。（H 社） 

・基本的には測量会社に任せているが、NMB 測量等の使用頻度が増せば、自社による解析もできるよう

にしなければならないと考えている。（I 社） 

・測量作業 1 日、解析結果受領まで約 1 週間。外注業者の仕事量に依存する。（K 社） 

Q4-1．近年，リアルタイムに水中を 3 次元表示できる機器の施工管理への導入が進んでいます．今後のこ

ういった機器の動向について思うことを以下から１つ選んでください． 

①港湾工事の管理の中心になる ②難易度の高い港湾工事での利用が進む 

③高価であるためしばらくは普及しない ④港湾工事以外(河川等)でも普及する  

⑤わからない ⑥その他（具体的にお書きください） 
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Q4-1 ⑥の具体的内容 

・要求精度に見合った機器の導入が必要だと思う（B 社） 

 

◆補足意見 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

②大水深で潜水士による作業時間制限や、視界が制限される現場では特に有効。また離岸堤など従来の測

量方法では位置が把握しにくい場面で有効。（A 社） 

②高価な機器を必要とするため、費用対効果が期待できる工種に限定されると考えられる。（D 社） 

Q4-2．陸上の土工や舗装工では UAV(ドローン)や LS(レーザースキャナ)が導入されています．UAV，LS

の港湾工事の陸上部分へ導入することについて思うことを１つ選んでください． 

①短時間で広範囲の計測，可視化が進むなどの効果が期待できる 

②現状の測量機器で十分であり効果は変わらない 

③その他（具体的にお書きください） 

 
③の具体的内容 

・防波堤、岸壁前面などの直立部については、防波堤などの天端からの測量はできず、海からの計測が必

要になる。また、海面は常に動いているため、海面上に特徴点は得られず標定点の設置もできない。この

ことが、陸上の土工や舗装工と比較して、陸上部分とは言え港湾工事への UAV や LS への導入の難しい点

だと思う。 

 対象の広さ、対象の構造物の種類、測量機器の設置条件、欲しいデータの形式(面的かそうでなくてもよ

いか、など)によって適する手法が違うため、必要な精度を確保するためには、さらなる経験の蓄積やマニ

ュアル化などの取り組みも必要になると思う。（以上 A 社） 

 

◆補足意見 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

①導入にあたっては、波の影響により、水際（水中と水上の境）のデータの取り扱いが課題と思われる。

（B 社） 

①特に消波ブロック上などの人が測量する上で危険な箇所については導入の効果が期待できると思う。（F

社） 
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Q4-3．NMB 以外の ICT 機器の導入について，ご意見があればお書きください．測量機器に限らず，MC

ブルドーザのような ICT 建設機械についてもここにお書きください．[自由意見欄] 

○自由意見 

・作業した後の管理ではなく、作業する者がリアルタイムで認識できる ICT 技術の普及が望まれる。（A

社） 

・水中バックホウＭＧによる、バケットのモニター表示はオペレータに評判が良かった（B 社） 

・ICT 機器導入に伴う費用が大きい。ICT 機器の導入に対して設計変更等の対応が必要と思う。（B 社） 

・浚渫船の MC 化に対して補助を検討していただきたい。現在は専業者が浚渫船を保有しているため、

MC 化の費用について負担が大きい。（C 社） 

・海上工事の使用船舶は大型であり、自動化は可能であるが、安全確保に課題が残る。（D 社） 

・捨石均しはＭＣ水中バックホウを使用することで、安全性の向上、効率化が可能と思います。（E 社） 

・リアルタイムに水中可視化できる３D ソナーが普及されるように設計計上や導入補助等の施策が必要と

考える。（F 社） 

・陸上での GNSS に代替するような水中位置出しシステムの開発が不可欠。（G 社） 

・潜水夫の位置情報システムは安全作業を行う上で必要と考える（H 社） 

・リアルタイム３D 等機器は高額であり、リースもないので導入には慎重にならざるおえない。また、浅

水域での解析画像はノイズが酷く、改良を自社で行わなくてはいけない。（I 社） 

・陸上の場合は、測量時間が大きく短縮される。海上は NMB だけでなく ICT 施工管理システムが重要

（K 社） 

Q5-1．3 次元点群データを導入・活用する工事として良いと思われる工事を 1 つ選んでください．その理

由もお書きください． 

①防波堤築造工事 ②岸壁築造工事 ③岸壁改良工事 ④地盤改良工事 ⑤その他 
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Q5-1 選択理由及び⑤の具体的内容 （文頭の丸数字が回答選択番号） 

①水中不可視部の測量における数量算出で時間短縮が期待できる。（B 社） 

①形状が複雑な消波ブロック、被覆ブロック等の設置・撤去工への活用が考えられる。（D 社） 

①長期間に渡り施工する防波堤工事では、データの共有化に効果があります。また、台風被災の発生しや

すい防波堤では、経時変化を把握することで、防波堤の効果的な補強対策がとれると思います。（E 社） 

①消波ブロック、マウンド近傍の状況把握がより精度向上を図れる（H 社） 

①均し出来形の確認に利用できる（K 社） 

②現在の岸壁には、杭、桟橋、ジャケットなどの複雑な構造形式が多く、三次元データを施工に利用する

ことは、生産性を向上させると考える。（I 社） 

④地盤改良後の地盤の状況を把握するのに有効であると思う（B 社） 

④防波堤築造などで着手前は良いが、基礎工の出来形として NMB を利用すると解析待ちにより、限られ

た凪日を逃して、その後の工程に大きく影響を与えてしまうことが懸念される。（F 社） 

⑤防波堤築造工事（①）は、座標を持った点群データが取得できるため、沖合の位置が把握しにくい施工

個所では効果が大きい。また工事の種類にかぎらず、水中の可視化が生産性向上や安全性向上につながる

工種で活用するのが良い。（測量、浚渫・床掘、ブロック据付、水中部や桟橋下面の点検など）（A 社） 

Q5-2．現状で点群データの活用により生産性や安全性が向上すると思う工種・作業とその理由をお書きく

ださい．[自由意見欄] 

○自由意見 

・数量検収：数量検収の時間と人工を減らすことで生産性と安全性が向上する。 

 被覆ブロック、根固めブロック据付：潜水作業が減らせるため安全性が向上する。 

 消波ブロックの出来形測量：測定者がブロックに近寄る必要が無くなる安全性が向上する。 

 杭の出来形測量：陸上からレーザー測量で対応できれば（測定距離や精度による）、海上作業が減ら

せ、生産性、安全性が向上する。（以上 A 社） 

・浚渫や埋立など、面的な土量把握作業に点群データを活用すれば生産性が向上すると思う（B 社） 

・水深が深く、面積の広い施工箇所においては生産性・安全性が期待できる。（B 社） 

・捨石マウンドの事前、出来形計測に使用することで、施工計画の作成、出来形測量の省力化が期待でき

る。出来形測量は NMB により行うことで潜水作業が省略され安全性の向上も期待できる。（C 社） 

・点群データは体積計算に用いるものではなく、可視化に活用されるデータであるため、構造物の変状確

認や水中の障害物撤去等への活用が期待される。（D 社） 

・埋立工：ぬかるんだ水際や崩れやすい法肩部の測量員による作業が回避でき安全性が向上します。ま

た、複雑な陸上部はＵＡＶ測量で迅速かつ精度良く測量できます。 

その他：複雑な海底地形や障害物のある海域の現状を把握することで、船舶の座礁防止効果がありま

す。（以上 E 社） 

・消波ブロック上などの人が測量する上で危険な箇所については導入の効果が期待できると思う。（F 社） 

・既設岸壁の改良時等に既設構造物（特に地中等の不可視部分）と新設構造物（特に地中等の不可視部

分）の干渉を確認できれば生産性や作業安全性が向上する。（G 社） 

・捨石基礎マウンドの出来形測定：潜水作業の軽減のため（H 社） 

・桟橋上部工、ジャケット、波消工など複雑な断面を施工するのには有効だと考える。（I 社） 

・基礎工、消波工、裏込工、被覆工：水中の出来形をボリュームとして把握すべき工種（J 社） 
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Q5-3．現状で点群データの活用が難しいと思う工種・作業とその理由をお書きください．[自由意見欄] 

○自由意見 

・土中内工種（改良や杭打設）の施工、出来形管理は点群取得ができないため難しい。高い精度が必要な

水中構造物の出来形。（例）本ならし±5cm など。（A 社） 

・数量把握作業において、沈下や体積変化率が伴う場合は、点群データ活用に注意が必要と思う（B 社） 

・水深が浅い場所での測量は、積算で決められているスワス角の重複率をクリアするために、計測本数が

増加し、解析に時間がかかると思われる。（B 社） 

・地盤改良工、杭打設工、ケーソン中詰工など、写真およびソナーではその外郭形状が把握できない工種

では困難である。（C 社） 

・地盤改良のように地中部を対象とした工種への活用は困難である。（D 社） 

・地盤改良工（CDM、薬液注入等）の点群データの取得が困難な工種は活用が困難と思います（今後、地

中レーダー技術の向上を期待します）。（E 社） 

・着手前は良いが、出来形として点群データを活用する場合は、その後の工程に影響を与えない工種が望

ましい。（F 社） 

・注入系の地盤改良出来形等の測定できない工種。（G 社） 

・民間施設との境界部で民間事業者からデータの開示を受けれるか疑問（H 社） 

・地盤改良工などは、高密度な地盤データを事前に取得するのが難しく、やはり限定されたデータでの推

測に頼らなくてはいけないのが現状である。（I 社） 

・地盤改良工：地中不可視部のデータ取得困難 

 本体工：構造物形状そのものが出来形である工種（以上 J 社） 

・地盤改良工事、点群データの活用の必要がない。CIM の方が向いている。（K 社） 

Q5-4．浚渫工以外の工種における点群データ活用以外の ICT 活用についてご意見があれば，お書きくださ

い．[自由意見欄] 

○自由意見 

・土捨工、土工における土量管理、出来形管理。 

 みちびき GPS の活用により、気中部の 3 次元測位精度が向上することから、船舶誘導、ブロック誘導、

材料投入、周辺船舶管理などが容易になる。 

 広範囲かつ人が近寄りにくい箇所の写真・点群データを、UAV やラジコンボートで取得し点検・維持管

理に活用。 

 ＵＡＶで全体写真を作成し、工事関係者や発注者との打合せ時の説明に活用。（以上 A 社） 

・作業員の活動量や健康状態を計測することに ICT を活用できないか。作業負荷と体の状態を把握して施

工管理を行うことができる。（C 社） 

・基礎工、消波工など：水中ソナーとＡＲ技術によるリアルタイム施工（据付）管理（J 社） 

・もっと機器が安価で、操作，解析担当者が増やせることが出来れば、全ての工種に活用が期待されると

考える。（I 社） 

・現状の社内体制では、外注（CIM エンジニア等）にたよるしかない。（G 社） 

・防波堤築造の完成時の点群データを取得しておくことは、維持管理において有効と思う（B 社） 

・電子黒板を使用した写真管理の導入は、施工管理業務の省力化につながり、生産性向上に寄与すると思

います。（E 社） 

・点群データを必要としない工種に、無理に利用することはない。（K 社） 

・ケーソン据付システム、沈埋函据付システム等精度向上及び生産性向上と考える（H 社） 
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Q6．貴社における 3 次元 CAD などのソフト等の整備状況について以下より 1 つ選んでください． 

①整備済みだ ②整備中で運用の目途が立っている ③整備中でまだまだ時間がかかる 

④対象工事の都度準備する状況 ⑤全く進んでいない 

 

Q7．i-Construction，ICT 活用工事等に関してご意見及び上記質問事項に関して追記事項等があれば，お書

きください．[自由意見欄] 

○自由意見 

・i-Construction、ICT 活用工事等を進めるためには、工種ごとにパイロット事業を進めることが重要であ

ると考える。パイロット事業においては、従来方式との比較して生産性向上効果が得られるかどうかだけ

でなく、構造物の性能から決まる最低限必要な計測精度を決めた上で、精度に対する計測自体の効率や、

精度に対する生産性向上効果を検証すべきである。パイロット事業の成果を踏まえて、標準化（マニュア

ル化）などを進めることで、さらなる技術開発と生産性向上につながっていくと考えられる。 

 港湾における ICT による測定は不可視な部分を可視化できるが、精度については波等に左右される部分

が大きい。今後 GNSS 等の機器等の高度化やみちびき GPS による精度の向上で活用場面が広がると良い。 

 ICT 活用はツールを使用することが目的ではなく、生産性向上が目的であるため、ICT 活用については

施工規模等に合わせて工種や範囲などを協議により設定することが必要である。（以上 A 社） 

・生産性向上は大切なことであるが、それとＩＣＴ導入が同じではないとの認識が必要である。 

港湾における ICT 活用工事は始まったばかりなので、現在の要領（案）を見直しながら運用していくと

思われる。各現場で要領（案）に対応できない事項がある場合には、発注者との協議で解決できる体制が

望ましい。（以上 B 社） 

・3 次元情報を活用した施工の機械化、ロボット化により省力化、効率化を実現する必要がある。ロボッ

トを施工者独自に開発するには負担が大きすぎるため、官民で開発を行う仕組みを考えてほしい。（C

社） 

・ICT の導入には初期投資が必要であり、導入当初は経済性の向上につながらないものもあるが、生産性

向上は喫緊の課題であり、将来を見据えた国の方針決定と支援が重要である。（D 社） 

・NMB 測量機器や LS 機器はＵＡＶ測量機器に比べ非常に高価です。ICT 活用で生産性が向上しても、ト

ータルで利益が下がると、導入意欲が下がりますので、管理費（率）等を考慮していただきたいです。（E

社） 

・ICT を活用することが目的となって工事の工程を遅らせることは本末転倒である。海上工事の場合は、

限られた凪を逃さずに施工することが重要であり、測量結果も即時性が求められるため解析時間の短縮が

課題である。 

 また、解析待ちの期間について作業船や作業員等の拘束が発生するため費用を設計計上願いたい。（F

社） 

・現状では、コストアップとなる部分を工事価格に反映（上乗せ）いただくことで普及が進めば、将来的

なコストダウンも可能。（G 社） 
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Q7 自由意見続き 

・点群データの使用条件？守秘義務の範囲で使用することが条件と考えるが発注前の技術提案等に使用可

能になるのか、この場合一般でも利用可能になるのか。民間工事での実測データは開示できるのか（H

社） 

・生産性の定義がまだ曖昧で、ただ単に作業効率が上がっても多大の経費が嵩んでは、企業としては進め

ていくことが難しい。長期コストも見据えた形で、全体的なバランスを考えて生産性を判断しなければい

けないと思う。（I 社） 

・ICT を活用した作業船管理システムは、現場条件や施工条件に応じた手作り感が強いが、もう少しスマ

ートな汎用性の高いものにする必要がある。（J 社） 

・浚渫工は、従来から企業努力で NMB を利用しているため、積算に反映されることはよい。（K 社） 
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付録 C 海洋・港湾構造物維持管理士へのアンケート（アンケート票） 

以下に海洋・港湾構造物維持管理士へ配布したアンケート票を記載する 
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付録 D 海洋・港湾構造物維持管理士へのアンケート（回答と集計） 

以下に海洋・港湾構造物維持管理士へ配布したアンケートの回答と集計を記載する．記述式の回答については，アンケ

ート票に記載のまま転記している．回答数は 29 である． 

 

Q1．回答者の属性については省略 

Q2．維持管理の点検・調査における ICT の利用状況について 1 つ以下から選んでください． 

①②を選んだ方は，どんな技術を利用しているかをお書きください． 

①大いに利用している ②一部利用している ③ほとんど利用していない 

 

○具体的利用 ICT 技術 

NMB，UAV，3D スキャナー，移動体 LS，CIM を用いた施工ステップ図，老朽化状況の把握および記録 

サイドスキャンソナー，ネットワーク型 GNSS 測位 

Q3．維持管理の維持工事や対策工事における ICT を利用状況について 1 つ以下から選んでください 

①②を選んだ方は，どんな技術を利用しているかをお書きください． 

①大いに利用している ②一部利用している ③ほとんど利用していない 

 

○具体的利用 ICT 技術 

NMB，UAV，3D スキャナー，薄層浚渫における深度管理，老朽化状況の把握および記録 

航路・泊地の維持浚渫工事およびその土捨て場への揚土において利用 
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Q4．i-Construction では調査・測量から維持管理にいたる一連の建設生産システムに 3 次元点群データ（3

次元座標をもった点の集合データ）を利活用します．3 次元点群データは維持管理に有効でしょうか？以下

から 1 つ選んでください．  

①有効である ②データの扱い次第で有効である ③データ量が大きく使いづらく効果が少ない 

④その他（具体的にお書きください） 

 
④その他具体的意見 

・補修数量の算定などに活用できればある程度有効であるが、課題が多いと思われる 

 

◆①の補足意見 

・線的な情報より面的なデータがより変状を捉えやすい 

 

◆②の補足意見 

・位置情報と、変状や補修履歴などデータを上手く組み合わせる仕組みがあれば有効 

・新規建設における利用は既に有効なツールであると思うが、維持管理が出来るレベルでの精度は今のとこ  

ろ難しいと感じている。導入を進める上では、水中部の不可視部等を確認するツールの開発が必要と感じる 

・CIM について取り扱える人員が不足している 

・現状、測定主体、方法、精度管理等が統一されておらず、他者が取得したデータの活用が難しい事例がある 

Q5．調査への ICT 導入において効果が特に期待される技術を 3 つ以下から選んでください． 

①広範囲に効率よく水深を測る技術 ②潜水士無しで水中の状況把握ができる技術 

②調査のための仮設を少なくできる技術 ④コンクリート構造物の点検調査技術 

⑤鋼材点検調査技術 ⑥岸壁エプロン下等の空洞点検調査技術 ⑦劣化度判定を行う技術 

⑧変状進行予測をする技術 ⑨その他（具体的にお書きください） 

     

  

割合[%]
14
24
12
15
8
8
9
5
5

選択肢
①水深計測
②潜水士代替
③仮設削減
④Co点検
⑤鋼材点検
⑥空洞点検
⑦劣化度判定
⑧変状予測
⑨その他
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Q5 ⑨その他具体的技術 

・ルーチンワーク的な点検作業の省力化（写真撮影、整理、変状図作成など） 

・ひび割れの自動判別技術（目視点検の省力化） 

・調査困難な箇所での調査、記録 

・莫大な量のストックに対応できる技術 

Q6．調査後の対策工(補修など)への ICT 導入において効果が特に期待される技術を 1 つ以下から選んでく

ださい． 

①水中を見える化する技術 ②濁りの影響を小さくする技術 ③潮流の影響を小さくする技術 

④無人化施工する技術 ⑤その他（具体的にお書きください） 

 
①その他具体的技術 

・対策工実施時の計測施工 

Q7．ケーソン中詰の充填確認のための点検孔設置など，施工段階での維持管理への配慮としての工夫が見

られます．設計や施工段階で維持管理への配慮として考えられる ICT 技術や今後期待される ICT 技術につい

て，ご意見があればお書きください．[自由意見欄] 

○自由意見 

・構造物に漂流物等が接触・損傷したことがわかるセンサー等を用いた通報システムの開発 

・潮待ちなど桟橋下面の点検が困難であるため、桟橋下面の維持管理に活用できる ICT 技術 

・RC 構造物への腐食センサーの設置 

・細かい補修箇所の正確な位置情報の活用 

・鉄筋および鋼材の腐食の有無や程度を非破壊で確認できる技術 

・部位、場所、方向などが識別できるような情報を埋め込む（表示）しておくと良いのでは 

・3 次元 CAD による配筋などの詳細図作成 

・施工段階の出来形で 3 次元データを取得し、同様の手法を維持管理時も適用して常に比較できるように 

・鋼管杭、鋼管矢板の内部状況の探査技術の開発に期待しております 

・過密配筋箇所の充填確認方法、地盤改良におけるボーリング以外でのチェック確認方法、支持層の簡易

確認方法 

・桟橋などの構造物は固有周期と剛性に相関があると言われています。常時微動を計測できるような素子

を構造物中に埋め込み、それを定期的に計測する、または地震時、接岸時の変形量を計測することによ

り、構造物の劣化状態、健全性を把握する技術 

・ICT を用いた調査結果を AI で解析し、劣化度判定や対策工設計の支援とする 

・建設時の情報の逸散が維持管理の一番の障害である。情報管理の一元化やルールの統一が必須 

・浮桟橋、可動橋などの土木、機械、造船系技術の複合施設の 3D モデル化 

・データの情報共有，健全度診断などの AI の活用，劣化診断にたいする IoT の活用 

・各種センサーを利用して、常時モニタリングできる技術の開発が望まれる 
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Q7 自由意見続き 

・桟橋下面部の目視調査を陸上（岸壁面）からの簡易なアクセス及び採光を考慮した構造 

・鉄筋コンクリートの鉄筋腐食のモニタリング技術（センサーの埋め込み） 

・撮影した写真に日時・座標データを持たせ、その画像データを蓄積する 

・耐食性鉄筋の利用、水中ドローン 

・補修などの維持工事が多くなると、その履歴を管理して行かなければ、その後の点検や維持工事を適切

にできなくなる可能性がある。管理面での技術開発を期待する 

・塩化物の拡散、鉄筋腐食、鋼材腐食等のモニタリング・センシング技術 

・鋼構造物のモニタリング技術（継続的な電位測定など） 

Q8．維持管理に必要なデータ(設計仕様や施工時のデータなど)の受渡方法について思うことを 1 つ以下か

ら選んでください．  

①データベース化し，申請者への ID，パスワード交付を行い閲覧できるようにする 

②必要なデータをその都度，管理者から受領する  

③その他（具体的にお書きください） 

 
③その他意見 

・その都度、点群データを取得する 

・①が理想ですが、供用中の施設が紙ベースでの資料が多いので、現実は②だと思います 

 

◆①の補足意見 

・管理者の手間を取らせずに、全国の類似、他事例を確認することができる 
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Q9．維持管理において，設計や施工などの前段階から引き継ぐ情報や維持管理中の情報のうち，特に重要

と思われることを 1 つ以下から選んで，その理由をお書きください． 

①現状の位置情報（3 次元点群データ) ②構造計算結果などの設計計算情報 

③仕様や搬入時検査等の材料の情報 ④コンクリート打設記録などの施工の記録 

⑤その他（具体的にお書きください） 

 
Q9 回答選択理由 

①選択理由 

・位置情報は全ての基本となるので、cm あるいは㎜単位のデータを共有することが重要 

・劣化箇所の明示 

・3D モデリングの基礎となるデータであるため 

・3 次元点群データである必要はないが、基準となる点の位置情報が重要 

・竣工時の測量データが十分に活用されていない 

 

②選択理由 

・構造物の残存耐力を検討する場合等において、現状の構造物の設計情報は不可欠 

・RC 構造物や鋼構造物の劣化度や、耐力評価時に必要となるため 

・維持管理の上、具体的に対策が必要となるのは数十年後。それまでに技術基準は変遷している可能性が

あり、当時の構造計算が重要等とため 

・①～④すべて重要と思いますが、設計計算や構造計算を復元するためには様々な設計条件や制約条件な

ど不確定要素を多く含むため想定に想定を重ねた再現計算となる。また、②以外は現地調査や分析などに

より後から調べられる可能性が高いため。 

 

③選択理由 

・補修、改良時の判断材料になると思われるため 

 

④選択理由 

・耐久性評価の精度は、イニシャル情報に係る取得の有無に大きく依存するため 

 

⑤選択理由 

・竣工図面が最終バージョンであること。補修工事の履歴が残されていること 

・設計思想に関する情報（どのような根拠で部材仕様を決定するに至ったか、各部材の維持管理レベル、

重要度に関する情報があれば、維持管理で補修補強を優先すべき部位が特定できる） 

・①～④の全て 
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Q10．3 次元モデル導入にあたり，維持管理を実施する上で，構造物のどの場所（部材）のどのような属

性情報があれば有効だと思われますか．以下から選んでください．選んだ理由，ご意見等をお書きくださ

い． 

[場所（部材）名]（1 つ選択） 

①エプロン ②上部工 ③床版（桟橋） ④梁（桟橋） ⑤鋼管杭 ⑥矢板 ⑦ケーソン ⑧その他 

[属性情報]（3 つ選択） 

①水深 ②建設年 ③潮位 ④使用状況 ⑤材料情報 ⑥過去の地震の履歴 ⑦水面からの離隔 

⑧気温 ⑨その他 

 
⑧その他具体的部材 

・複数部材あるいは構造物全体 

・③④桟橋下部は形状が複雑であり、干満や施設の利用状況等により調査時間が制約される場合が多いた

め。また、各部材における劣化状況の違いや波向の変動による影響など 3 次元モデル化により活用の場が

広がる可能性が高い 

部材選択理由 （文頭の丸数字が選択部材） 

④維持管理計画の検討を行う上で、供用状況(経過年数，実際の荷重条件）や構造部材の関する情報は重要 

④自然環境が良くない上に、重要な部材であるため 

④梁（桟橋）は他の部材に比して一般に劣化しやすいこと。それに係る情報は診断上有益であること 

⑤鋼管杭等の劣化要因を推定するための情報 

◆選択した属性情報 

 
 

  

エプロン 上部工 床版(桟橋) 梁(桟橋) 鋼管杭 矢板 ケーソン その他
①水深 0 0 0 0 2 0 1 1
②年数 1 1 4 9 5 1 0 0
③潮位 0 0 0 1 1 0 0 0
④状況 1 3 2 7 2 1 0 0
⑤材料 0 2 2 6 3 1 0 0
⑥地震 0 1 0 0 2 0 0 1
⑦離隔 1 1 4 3 0 0 0 1
⑧気温 0 0 0 0 0 0 0 0
⑨他 0 1 0 1 3 0 5 1
計 3 9 12 27 18 3 6 4

選択属性
部材
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Q10 選択属性情報 ⑨その他の具体的属性情報 （文頭の丸数字が選択部材） 

②高さの基準（建設時と現在の高さの基準が変更されている場合があり、把握していない場合、３次元モ

デル導入に支障になる） 

④配筋図等の詳細設計データ 

⑤設計腐食代 

⑤打込記録 

⑤防食工 

⑦ケーソン四隅の座標・位置 

⑦根固・被覆ブロックの三次元データ 

⑦本体工の移動 

⑦上部工の移動 

⑦消波ブロックの抜け 

⑧ ①～⑧の選択肢も含む、できるだけ入手可能な情報 

Q11．3 次元モデル導入にあたり，維持管理に有効な情報として，所在地域の情報を保管することが想定さ

れます．劣化の進行に差が出るような地域区分を考える場合，区切り方として，これまでの経験の中でもっと

も適当と思われるものを１つ以下から選んで，その理由を以下にお書きください．なお，その他を選択した場

合は，その内容を併せて記載してください． 

①地方整備局（旧地方港湾建設局）での区切り ②太平洋側、日本海側での区切り 

③降雪地域、非降雪地域での区切り ④寒冷地域、非寒冷地域での区切り 

⑤干満差が似た地域での区切り ⑥その他 

 
選択理由 （文頭の丸数字が選択部材） 

①地整地方整備局で保管することで、工事・業務発注時に有効活用が期待されるため 

①港湾施設の劣化要因の主たるものは塩害であり、その環境特性でわけるのがベスト。しかし、情報を管理

する上では整備局単位でまとめないと情報の維持管理自体が難しいと思う 

②太平洋日本海潮位条件や塩分濃度、風などが大きく違う 

瀬戸内海等の内海も区切りとして必要ではないかと思います 

④冷非寒冷凍害による複合劣化を受ける場合、劣化の進行速度が大幅に増加するものと考えられるため 

⑤干満差干満帯の劣化が特に激しいと予測されるため 

⑥の他気象・海象条件が似た地域での区切り 

劣化の進行に差が出るような区分について、知見を持っていない 

塩化物の観点からは②、凍害の観点からは④。両者に順列を付けることは困難 

（未回答）劣化の進行に差が出る適切な地域区分の経験上の知見がないため 

（未回答）区分はいらない 
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Q12．維持管理分野の ICT 化についてご意見，上記質問事項に対して追記事項等があれば，以下にお書きく

ださい．[自由意見欄] 

○自由意見 

・道路・河川に遅れを取らないよう港湾でも維持管理分野の ICT 化を進めて欲しい 

・維持管理分野 ICT 化は、点検、調査、経年変化（必要に応じたモニタリング）で有効 

・維持管理の需要が多そうな桟橋形式の構造物をまずは対象として進めるのが良いのではないか 

・維持管理に必要なデータのデータベース化は、省力化、ミス防止に役立つと考えられる 

・今後も AI もふくめ活用することで、維持管理も正確にかつ省力化することが大事 

・ICT 化を進めると共に、既にある２次元図面の３次元化に対する取組も必要かと思います 

・近年、マニュアルの整備が進み、調査･診断における技術者によるバラツキが減った。ICT 化は、省力化

とともに、人の資質に起因するバラツキをなくす事も目的であるため、推進していく開発分野と考える。施

設の維持管理については、状況に対して、投資(特に民間)が遅れている現状があり、必要な対策すべき所に

手当てができてない。ICT 化には、低コスト化も求められる。 

また、ICT 化により取り扱う情報量が膨れ上がる事が懸念される。最先端の技術者にどうやって反映、普

及していくかも大きな課題と考える。 

・桟橋などの港湾構造物は過酷な腐食環境にありながら、とくに水中や上部工下面などは点検・診断がしに

くいという特徴があります。また、日常、見える部分ではないので上部工上面が健全であればそこから下も

健全ではないかという錯覚をしてしまいがちです。そのため管理者が危機感を実感できるような工夫を ICT

技術等を用いて実現できれば、必要な時期に必要な部位の適切な維持管理が進んでいくような気がいたし

ます。 

・維持管理で問題となる桟橋やケーソン式消波ブロック被覆堤等への具体的活用方法や基準化が必要と考

えます 

・施工データおよび維持管理データを、50 年間随時更新しながら保存し続ける技術が重要だと思います  

・「i-Construction」と CIM の取り組みについて、足並みをそろえて欲しい 

・港湾における ICT 導入状況について、ホームページ等でもっと頻繁に更新してほしい 

・3 次元点群データからフレームデータを作成する技術（施設標準断面図等の CAD 化） 

・データ蓄積最優先と考えます。出来る施設からデータを集約するが大事だと思います 

・導入過程における生産性低下期間を極力短期化する必要があると思います 

・点検結果、修繕履歴などのデータベース化が水平展開されると良いと思う" 
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付録 E 関係機関等へのヒアリング結果（概要） 

 

ヒアリング先：国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所 

実施日：2017 年 9 月 15 日 

ヒアリング内容（概要） 

・音響カメラは NMB 同様に ICT 浚渫工で活用できる．ビーム幅が異なるので測量範囲や時間が違ってく

る． 

・音響カメラの活用分野として，海洋土木に限らず海洋資源調査，防衛等の海に関わる分野で期待ができ

る． 

・音響カメラの一番の特徴はリアルタイムでの視認（海中可視化）． 

・他に i-Construction の推進上期待できるものとしては水中バックホウや ROV 等の水中ロボット，水中で

陸上の GNSS の代わりとなりえるものなど． 

ヒアリング先：一般社団法人日本潜水協会 

実施日：2017 年 10 月 27 日 

・全国で潜水作業に従事する潜水士は約 3,300 人（推計）．他の技能労働者同様に今後減少することが予測

されている． 

・2 割程度の生産性向上を目指しているが，うち 1 割は ICT 活用によるもとを想定している． 

・捨石均しの状況を NMB で計測した場合に，噛み合わせ具合が全く異なっていても計測結果が同じような

場合がある．潜水士の目視確認が重要である． 

・ROV 等で事前に海中の様子が分かっていると，確認すべき場所を絞れて潜水士の負担軽減につながる． 

・海中にいる潜水士とのコミュニケーションが大事であり，潜水士の状況が確認できないことで災害等も

起きてきた．海中の潜水士との意思疎通や状況把握ができる ICT 技術に期待している． 

ヒアリング先：建設会社 L 社 

実施日：2017 年 9 月 20 日 

・NMB 以外の港湾での ICT 活用については，UAV 写真測量，ALB，水中ソナーなどを試行活用している． 

・防波堤等の幅の狭い場所では評定点の設置が直線的になったり，写真に海面が写ったりするため写真に

歪みが生じることがある．斜め方向写真の活用等で補正できた． 

・ALB は個別工事では範囲が狭く，費用対効果が小さくなる． 

・水中ソナーを使用して，海中をモニタリングしながらブロック据付を行ったが，従来の精度と遜色ない精

度で施工ができた． 

・CIM の導入では説明資料等が分かり易くなり好評だった．また少ない地層情報を施工時の情報をフィー

ドバックし補完することで施工が円滑に行えた． 

・一方で CIM モデルの作成にあたり費用と労力を要する．扱うソフトが多種で技術習得に時間がかかる．

扱える人員も不足している． 

ヒアリング先：建設会社 M 社 

実施日：2017 年 9 月 25 日 

・UAV 写真測量は，導入により測量自体の時間は短くなるが，評定点設置等の労力が大きい． 

・CIM 活用のメリットは，施工シミュレーションや工程確認等ができること．数量計算も容易に行える． 

・デメリットは CIM モデルの構築に時間と費用を要すること． 

・CIM モデル構築にあたり，各段階で必要なモデルや属性情報が異なるため，各段階でモデルの構築や属

性情報を決める必要がある． 

・詳細度の低いモデルに属性情報を外部参照する形が望ましいのではないか． 

・IFC に全ての必要情報を網羅する必要性はないとの考えが建設会社間では主流になりつつある． 
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ヒアリング先：測量会社 N 社 

実施日：2017 年 9 月 1 日 

・グリーンレーザーを用いた ALB の導入により，陸上部から水深 10ｍ以浅程度の水中部まで連続してデー

タ取得が可能となる． 

・グリーンレーザーは濁りに弱く，測深性能は透明度の約 1.5 倍とされている．20m 程度まで測深実績はあ

る． 

・ALB の測深精度は実績として±15 ㎝程度．ICT 浚渫工の±10 ㎝には入らない．今後の検討，検証が必要

である． 

・ALB のデータ解析には 2～3 日程度要する（一般的な港湾工事の範囲で）．特にノイズ除去のための閾値

設定と手作業でのノイズ除去に多くの時間を要する．NMB 同様に即時性はない． 

ヒアリング先：測量会社 O 社 

実施日：2017 年 11 月 16 日 

・3 次元データを構造物管理に適用すると形状の再現性が重要であり，ICT 浚渫工の点群密度では密度不足

となる．適切な点群密度の検討が必要． 

・NMB では UAV のような作業自体の簡素化と操作性の向上が必要である． 

・NMB 以外の水中計測機器では，構造物の側面や付帯設備等の計測に有効な水中 3D スキャナーに期待で

きる． 

・ALB は広範囲の地形計測には有利だが，構造物の形状を正確に捉えることには不向きである． 

・CIM の実施にあたり，2 次元図面から 3 次元モデルを作成することに労力を要する．特に複雑な陸上構造

物において． 
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